
【こうち男女共同参画プラン　平成24年度事業進捗管理表】

実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

男女共同参画社会に関する県
民意識調査の実施（5年ごと）

本年実施なし 本年実施なし 本年実施なし 本年実施なし 調査項目の検討
現在の社会情勢を反映した調査項
目の検討

県民生活･男女共
同参画課

男女別統計資料の充実
内閣府調査（6月）、女性関連指標（1月）
の作成

審議会委員の男女均衡に向けた調
査結果の活用策の検討

内閣府調査（6月）、女性関連指標（1月）の
作成

県及び市町村の現状を把握し、今後
の働きかけや啓発の参考資料とする
ことができた。

内閣府調査（6月）、女性関連指標（1月）
の作成

審議会委員の男女均衡に向けた調
査結果の活用策の検討

県民生活･男女共
同参画課

男女共同参画の視点からみた
行政施策影響調査の実施

（こうち男女共同参画センター管理運営
費）
男女共同参画に関する各種統計データ
の収集及び提供を行う。

収集データの活用策の検討

・全国の男女共同参画/女性センター及び
都道府県の男女共同参画に関する様々な
情報、県内グループの各種統計データを
収集、整理し、図書・情報資料室やホーム
ページを通じ情報提供
・全国、県及び市町村等の現状把握

県及び市町村の現状把握や調査研
究、事業実施の参考資料とすること
ができた。

引き続き男女共同参画に関する各種統計
データの収集及び提供を行う。

収集データの整理、PR、活用策
県民生活･男女共
同参画課

市町村が行う行政施策影響調
査への支援

（男女共同参画推進事業費）
○男女共同参画地域サポート事業
・市町村が行う男女共同参画の取組を
支援するため、男女共同参画社会形成
のために活動しているＮＰＯに委託し
て、男女プラン策定の手引き（案）を作
成し、市町村が行う住民意識調査等の
取組を支援する。

○市町村への当該事業のＰＲの強化
　・市町村の個別訪問

・男女共同参画地域サポート事業
の内容が、市町村のニーズに沿っ
たものになっているかを検討

・予算策定時等、効果的なＰＲ時期
の検討

○男女共同参画地域サポート事業
・男女プラン策定の手引き（案）を作成を委
託し案を作成した。
　
市町村が行う男女計画の策定や改定を支
援するための基礎情報ができた。

○市町村への個別訪問
・市町村を訪問して男女プランの策定を働
きかけるとともに女性の参画促進について
も啓発を行った　１市６町

・訪問した市町村では男女共同参画の必
要性について認識を再確認し、１町で計画

・策定の手引きに対する市町村の
ニーズは高い。
・委託業者であるＮＰＯ法人ポレール
の育成にも繋がっている。

・男女共同参画社会形成のために活動し
ているＮＰＯの意見も聞きながら、策定の
手引きを完成させる。

・策定の手引きを活用しながら、プランを
策定、改定する市町村を支援する。

・手引きの早期完成

・予算策定時等、効果的なＰＲ時期
の検討

県民生活･男女共
同参画課

担当課室
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要性について認識を再確認し、１町で計画
策定に向けた取組が始まった。

教職員等に対する男女共同参
画に関する研修の実施

教育センターでの年次研修等の中で男
女共同参画に関わる内容を入れていく
事を予定。

年度によっては、男女共同参画に
直接的に関わる部分を構成しきれ
ない事がある。

臨時に対応 臨時に対応
教育センターでの年次研修等の中で男女
共同参画に関わる内容を入れていく事を
予定。

年度によっては、男女共同参画に直
接的に関わる部分を構成しきれない
事がある。

教育政策課

教職員等に対する男女共同参
画に関する研修の実施

男性の育児参画について、全国でも著
名な講師の研修とした。

・講師招聘の予算確保が課題であ
るが、共催を得ることで可能となっ
ている。
・事務局指導主事が行う研修の充
実。

人権教育セミナー（女性と人権）の実施
・中央大学法学部　広岡守穂教授の講演
会を実施。
・家庭内での気付きにより、自分自身を見
つめることが大切であることを提起して頂
いた。

・５段階の評価で、平均４点の評価を
得ている。

人権教育セミナー（女性と人権）の実施
・大阪府立高等学校教諭で、初の男性家
庭科教員である南野忠晴教諭の講演会を
実施する。

「女性と人権」をテーマとする研修に
は、積極的な参加が少ないが、平成
２５年度は、１日で「外国人と人権」の
研修と併せて行うこととし、参加者の
広がりを期待している。

教育政策課
（教育センター）

教職員等に対する男女共同参
画に関する研修の実施

・小中学校人権教育主任連絡協議会に
おいて、人権擁護委員によるデートＤＶ
研修について情報提供。

・協議会の限られた時間の中での
効果的な情報提供。

小中学校人権教育主任連絡協議会におい
て、人権擁護委員によるデートＤＶ研修に
ついて情報提供。

新たな情報提供により、デートＤＶ研
修を行う学校が増加した。

市町村教育行政人権教育担当者及び人
権啓発担当者連絡協議会において、人権
擁護委員によるデートＤＶ研修について情
報提供。

協議会の限られた時間の中での効
果的な情報提供。

人権教育課
（教育センター）

る
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

市町村人権啓発・人権教育担
当研修の実施

(人権啓発研修事業　県民啓発研修事
業）
　　（市町村人権啓発担当者研修会開
催事業）
対象：市町村人権啓発担当者
内容：啓発手法の修得、啓発企画力の
向上、担当者間のネットワークの形成を
図る。県内３ブロックで実施。

・市町村担当者全員の出席となって
いない。
・ネットワーク作りなど連携を図るた
めにも、全市町村の参加が課題。

市町村教育行政人権教育担当者及び人
権啓発担当者連絡協議会
対象：市町村人権啓発担当者
内容：啓発手法の修得、啓発企画力の向
上、担当者間のネットワークの形成を図っ
た。県内３ブロックで実施。
5月15日、17日、21日　3回開催　45名参加

市町村担当者全員の出席となってい
ない。
会は、市町村教育行政人権担当者連
絡協議会と同時開催で、会議後半に
学校教育担当者と社会教育・人権啓
発担当の部会が開催されており、参
加がある市町村でも、１名参加の場
合は部会を欠席。
市町村に教育行政と社会教育・人権
啓発担当の出席を求める必要があ
る。

(人権啓発研修事業　県民啓発研修事業）
　　（市町村人権啓発担当者研修会開催
事業）
対象：市町村人権啓発担当者
内容：啓発手法の修得、啓発企画力の向
上、担当者間のネットワークの形成を図
る。県内３ブロックで実施。

昨年度に比べ参加市町村、参加者と
も増えたが、市町村担当者全員の出
席となっていない。ネットワーク作りな
ど連携を図るためにも、全市町村の
参加が課題。

人権課

市町村人権啓発・人権教育担
当研修の実施

（人権教育推進講座支援事業）
・「人権が尊重された地域づくり」につい
て、先進地の実践を学ぶことで、自らの
市町村の取組に生かせることを見つけ
る。
対象：市町村社会教育担当者及び人権
啓発担当者等
期日　９月７日

推進講座支援
教育事務所ごとに各1市町村を支援

・先進地の実践報告後のグループ
協議では、各市町村で実践する内
容を具体的に提示させる。

（人権教育推進講座支援事業）期日9月7
日
・生涯学習課と連携を図り、各市町村の社
会教育主事も含め、人権尊重の視点に
立った地域づくりに取り組めるように先進
地の実践を学ぶ研修を実施した。
・各市町村における人権啓発に関わる課
題解決のための方策について、グループ
協議を行った。

・先進地の実践報告から、多くの市町
村で課題となっている参加者の固定
（高齢者層）化、少数化、内容のマン
ネリ化等の解決策や、人と人とのつな
がりをさらに深めるための方策につい
て学ぶことができた。
・グループ協議では各市町村の担当
者が、身近にある様々な人権課題と
その解決策について共有することが
できたと考える。

（人権教育推進講座支援事業）
人権尊重の視点に立った地域づくりをめ
ざすためには、各市町村の社会教育及び
人権教育担当者等の学習内容を企画立
案する力、効果的に学習会を進行する力
を身につける。
期日　9月17日

推進講座支援
教育事務所ごとに各１市町村を支援

人権尊重のスキルとして、ファシリ
テーションを学ぶとともに、各市町村
で実践する内容を具体的に提示させ
る。

人権教育課

子どもの発達段階に応じた人権
（女性）教育の推進

・各校から提出される人権教育全体計
画、年間計画の点検と改善充実に向け
た指導
「人権教育指導資料集（学校教育編）
Let's feel じんけん～気付きから行動へ
～」を活用した研修等の実施。

・系統だった人権教育計画の推進
・人権作文作品応募数の増加

・人権教育主任連絡協議会で提出される
人権教育全体計画、年間指導計画を点検
し、改善や充実に向けて指導を行った。
・「人権教育指導資料（学校教育編）Ｌｅｔ’ｓ
ｆｅｅｌ　じんけん～気付きから行動へ～」を
活用した研修会等を実施し、女性の人権を
含めた人権学習を充実させていくことがで
きるよう情報提供を行った。

・各校で、子どもの発達段階に応じた
効果的な教材を用いた学習がされる
必要があり、教科・領域等に位置付け
た計画的な学習が推進されるよう、人
権教育全体計画・年間指導計画をよ
り充実させていく必要がある。
・人権作文作品集を活用し、子どもや

・学校から提出される人権教育全体計画、
年間計画の点検と改善充実に向けた指導
・「人権教育指導資料集（学校教育編）
Let's feel じんけん～気付きから行動へ
～」を活用した研修等の実施。
（人権作文募集事業）

・系統だった人権教育計画の推進。
・人権作文作品応募数の増加。

人権教育課
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～」を活用した研修等の実施。
（人権作文募集事業）
高知地方法務局 高知県人権擁護委員
連合会 高知県と共催

きるよう情報提供を行った。
・（人権作文募集事業）
人権教育主任連絡協議会等で人権作文事
業の説明や人権作文受賞作品を活用した
実践例の紹介を行った。

・人権作文作品集を活用し、子どもや
県民への啓発につなげる取組につい
て広がりが見られるとともに、応募作
品数が増加した。

（人権作文募集事業）
高知地方法務局 高知県人権擁護委員連
合会 高知県と共催。

子どもの発達段階に応じた人権
（女性）教育の推進

ブロック別研修支援の拡充と教育セン
ターミドル研修との連動による園や地域
の研修の中核となる人材の育成

園内研修の必要性が十分理解され
ていない園や市町村がある。

【園内研修支援】
○実施回数　８５回
○実施園数　４７園
○実施後のアンケート結果
　・参考になった　１００％
　・今後も引き続き園内研修を実施する
　　９６％

【ブロック別研修支援】１３ブロック１３園
○公開保育に至るまでの園内研修　９０回
○公開保育　１４回
○ミドルリーダー参加率　１００％
○公開保育後の参加者アンケート結果
　・本研修会が参考になった　１００％
○年度末実施園アンケート結果
　・職員間の連携・保育者の援助が向上・
　　改善した　８３％（園長）
　・保育士の援助が向上・改善した
　　７３％（保育士）
　・環境構成の在り方が向上・改善した
　　７１％（保育士）

　保育所・幼稚園における意図的、計
画的な園内研修の実施に向け、ブ
ロック別研修支援の重点化を図った。
その結果、年間の研修支援回数も１
園当たり７～８回となり、継続的な研
修支援を行うことができた。また、公
開保育参加者アンケートや年度末実
施園アンケートの結果から、園長や保
育者等が成果を実感しており、効果
的な取組となっている。

　保育所・幼稚園において、自主的、継続
的な園内研修の充実とネットワーク化を図
るために、実施園の実態を把握したうえで
意図的、計画的な支援を行うことにより、
より実効性のある研修支援を行っていく。

　園内研修の必要性が十分理解され
ていない園や市町村がある。

幼保支援課
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

地域・職場における人権（女性）
研修の実施

(人権啓発研修事業　県民啓発研修事
業）
　　（人権啓発研修企業リーダー養成講
座開催事業）
対象：企業内をはじめ、ＮＰＯやﾎﾞﾗﾝﾃｨ
ｱｸﾞﾙｰﾌﾟなど一般県民
内容：人権について研修計画を立案ま
たは自らが講師として対応できるリー
ダーとなれる人材を養成するための講
座を開設する。

・所属する企業、団体内外での人権
啓発活動を通じて、人権尊重の社
会づくりに寄与する人材を今後も引
き続き養成する必要がある。

・講座開催の広報を活発に行い、参
加を広く呼びかける。

対象：企業内をはじめ、ＮＰＯやﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｸﾞ
ﾙｰﾌﾟなど一般県民
内容：人権について研修計画を立案または
自らが講師として対応できるリーダーとな
れる人材を養成するための講座を開設し
た。
人権啓発研修ﾋｭｰﾏﾝﾊﾟﾜｰ育成講座：6月25
日～10月5日　5講座（連続）　延べ219名
人権啓発研修ﾊｰﾄﾌﾙｾﾐﾅｰ：6月21日～11
月10日　5講座　607名

人権啓発研修ﾋｭｰﾏﾝﾊﾟﾜｰ育成講座
は受講申込人数が定員を下回ってい
る。

ハートフルセミナーも出席者が募集人
員を下回っている。

どちらの講座も受講者の満足度は高
い。

(人権啓発研修事業　県民啓発研修事業）
　　（人権啓発研修企業リーダー養成講座
開催事業）
対象：企業内をはじめ、ＮＰＯやﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｸﾞ
ﾙｰﾌﾟなど一般県民
内容：人権について研修計画を立案また
は自らが講師として対応できるリーダーと
なれる人材を養成するための講座を開設
する。

所属する企業、団体内外での人権啓
発活動を通じて、人権尊重の社会づ
くりに寄与する人材を今後も引き続き
養成する必要がある。

講座開催の広報を活発に行い、参加
を広く呼びかける。

人権課

地域・職場における人権（女性）
研修の実施

（人権教育推進講座支援事業）
県民に身近な人権課題を解決するた
め、市町村の課題に即した人権教育推
進講座を市町村担当者とともに講座の
内容を考え実施する。
対象：各市町村の住民及び行政職員
会場：東部・中部・西部の各１市町村
期日：９月～１２月
内容（全３～５講座）:開催地の市町村と
協議して該当市町村の人権教育推進講
座を支援する形で、地域のニーズに
合った推進講座を計画する。

・開催市町村の確保と実施後の継
続的な支援

（人権教育推進講座支援事業）
県民に身近な人権課題を解決するため、
市町村の課題に即した人権教育推進講座
を市町村担当者とともに講座の内容を考え
実施した。

支援市町村
香美市・土佐町・大月町

人権教育推進講座が数年開催できてな
かった市町村で学習機会を提供することが
できた。

講座計画の段階で、女性に関わる人
権課題について確認していく。

（人権教育推進講座支援事業）
県民に身近な人権課題を解決するため、
市町村の課題に即した人権教育推進講座
を市町村担当者とともに講座の内容を考
え実施する。
対象：各市町村の住民及び行政職員
会場：東部・中部・西部の各１市町村
期日：９月～１２月
内容（全３～５講座）:開催地の市町村と協
議して該当市町村の人権教育推進講座を
支援する形で、地域のニーズに合った推
進講座を計画する。

開催市町村の確保と実施後の継続
的な支援

人権教育課

・男女共同参画啓発事業として「ぐーちょき
ぱーvol.7」の改訂部分にあわせ啓発パネ
ル8枚の作成、県内外へ啓発パネル18件
20セットの貸出
・「ぐーちょきぱーvol.10　南海地震発生!！
そのとき、あなたは・・・」の発行
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県民への男女共同参画・女性
問題に関する啓発・広報

・広報誌作成や講演、研修会の開催等
啓発事業の他、図書等利用ＰＲ事業を
実施

効果的な広報の検討

・出前講座事業として、地域版男女共同参
画講座2か所（安芸市・奈半利町）、サポー
ター講師活用による出前講座15件（参加者
1223名）、ソーレ職員による研修・講演17
回（参加者947名）の実施
・「ソーレ・スコープ」vol.60～63発行による
男女共同参画の啓発、ソーレ事業や暮らし
に関するコーナーの掲載
・「セミナー・ガイド」前期4月、後期10月発
行による事業や講演、研修会の開催等啓
発事業の掲載
・図書等利用ＰＲ事業「私のためのリフレッ
シュタイム」年6回の実施
・ホームページやメールマガジンによる広
報
・男女共同参画推進月間講演会（参加112
名）防災になぜ女性の視点が必要かの周
知
・様々な媒体によるより広範囲な啓発・広
報

・これまで男女共同参画を学ぶ機会
のなかった県民への啓発、女性の視
点での災害への備えの必要性の学
びから、今後の生活や防災活動に生
かすことが可能
・「ソーレ・スコープ」「セミナー・ガイド」
等の配布先を個人から団体・企業中
心に変更することで、より広範囲な啓
発・広報が可能

・広報誌作成や講演、研修会の開催等啓
発事業の他、図書等利用ＰＲ事業、ホー
ムページやメールマガジンによる啓発・広
報
・ホームページの内容を見直すとともに、
更新作業の簡素化に取り組む。

効果的な啓発・広報の検討
県民生活･男女共
同参画課

る
の
見
直
し
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

県民への男女共同参画・女性
問題に関する啓発・広報

（人権啓発研修事業　人権啓発放送事
業）
対象：県民
内容：マスメディアを活用した人権啓発
として、「高知県人権施策基本方針」に
挙げられている身近な人権課題（女性）
について、テレビとラジオを通じてスポッ
トコマーシャルを放送する

（人権啓発研修事業　人権啓発広告新
聞掲載事業）
対象：県民
内容：高知新聞に人権啓発に関する広
告をおこなうことにより、広く県民の人権
意識の普及高揚を図る。

（人権啓発研修事業　人権啓発シリー
ズ新聞掲載事業）
対象：県民
内容：高知新聞の紙面を通して、さまざ
まな人権について啓発コラムを掲載す
ることで、県民の人権意識の普及高揚
を図る。

引き続き県民啓発に粘り強く取り組
むとともに、より効果的な啓発・研修
を検討、実施していく必要がある。

人権啓発研修事業　人権啓発放送事業
対象：県民
内容：マスメディアを活用した人権啓発とし
て、「高知県人権施策基本方針」に挙げら
れている身近な人権課題（女性）につい
て、テレビ通じてスポットコマーシャルを放
送した。

ＤＶ防止をテーマとしたスポットコマー
シャルを放送した結果、相談機関へ
の相談件数が増加したとの声があ
る。

（人権啓発研修事業　人権啓発放送事
業）
対象：県民
内容：マスメディアを活用した人権啓発とし
て、「高知県人権施策基本方針」に挙げら
れている身近な人権課題（女性）につい
て、テレビとラジオを通じてスポットコマー
シャルを放送する

（人権啓発研修事業　人権啓発シリーズ
新聞掲載事業）
対象：県民
内容：高知新聞の紙面を通して、さまざま
な人権について啓発コラムを掲載すること
で、県民の人権意識の普及高揚を図る。

引き続き県民啓発に粘り強く取り組
むとともに、より効果的な啓発・研修
を検討、実施していく必要がある。

人権課

・県内大学生を対象に平成22年度実施し
た男女共同参画とデートDVに関する意識
調査結果を取りまとめ、平成21年度調査の
県民意識調査と対比させ、ホームページで
公表。

・デートDV研修資料として、手軽に取り入
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人権（女性）に関する実態調査
と公表

・調査及び分析結果の取りまとめ 結果の速やかな通知

公表。
・ロールプレイで使用できるように事例など
も取り入れ、デートDV研修資料としてホー
ムページで公表。
・平成21年度調査の県民意識調査と対比
させることで、若い世代の特徴を把握
・ホームページで公表することにより、身近
な研修資料として広く普及

・普段の身近な会話の中にあるデート
DVに気付く

・デートDV研修資料として、手軽に取り入
れられるようホームページで公開し、普及
をはかる

関係者への周知、効果的な広報
県民生活･男女共
同参画課

人権（女性）に関する実態調査
と公表

（県民意識調査）
対象：県民

調査対象者からより多くの回答を得
るため、調査票に答えやすい工夫
が必要

県民の人権についての意識を把握し、今
後の人権施策を推進していくうえでの基礎
資料とするため、県内在住の成人3,000人
を対象に人権に関する県民意識調査を実
施した。

今後の人権施策を推進していくうえで
の基礎資料とする。

報告書及びホームページにより県民意識
調査の結果を公表する。

迅速な公表 人権課
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組
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市町村における男女共同参画
計画策定促進及び策定支援

（男女共同参画推進事業費）
○男女共同参画地域サポート事業
・男女共同参画社会形成のために活動
しているＮＰＯを市町村に派遣し、市町
村が行う
　　・基本計画の策定
　　・住民への啓発
等の男女共同参画の取組を支援する。
・３市町村に対して実施

○市町村への当該事業のＰＲの強化
　・市町村の個別訪問

○市町村へ、基本計画の策定に有効な
情報の提供
　・基本計画策定の手引の見直しと配
布

・男女共同参画地域サポート事業
の内容が、市町村のニーズに沿っ
たものになっているかを検討

・予算策定時等、効果的なＰＲ時期
の検討

・わかりやすい手引の作成

男女共同参画地域サポート事業を２町で
実施
○田野町：
　・広報誌への記事掲載３回
○奈半利町：
　・広報誌への記事掲載４回
　・男女共同参画講演会の開催
　　　「私らしく自分らしく」７３名
○市町村男女計画策定の手引き（案）の作
成
　
広報や講演会を通じて、住民の男女共同
参画への理解が進んだ。
市町村が行う男女計画の策定や改定を支
援するための基礎情報ができた。

○市町村への個別訪問
・市町村を訪問して男女プランの策定を働
きかけるとともに女性の参画促進について
も啓発を行った　１市６町

・訪問した市町村では男女共同参画の必
要性について認識を再確認し、１町で計画
策定に向けた取組が始まった。

　○市町村への広報文案の情報提供　１
回

・事業を実施した２町においては、事
業実施の手助けになるため、評価も
高い

・委託業者であるＮＰＯ法人ポレール
の育成にも繋がっている

・市町村からなかなか手があがらない
ので、この事業について市町村への
ＰＲを強化する必要がある

・市町村において、基本計画策定の
ためのノウハウが必要

（男女共同参画推進事業費）
○男女共同参画地域サポート事業
・男女共同参画社会形成のために活動し
ているＮＰＯを市町村に派遣し、市町村が
行う
　　・基本計画の策定
　　・住民への啓発
等の男女共同参画の取組を支援する。
・３市に対して実施

○市町村への当該事業のＰＲの強化
　・市町村の個別訪問

○市町村へ、基本計画の策定に有効な情
報の提供
　・男女計画策定の手引作成と配布

・男女共同参画地域サポート事業の
内容が、市町村のニーズに沿ったも
のになっているかを検討

・予算策定時等、効果的なＰＲ時期
の検討

・手引の早期作成

県民生活･男女共
同参画課

男女共同参画地域サポート事業を２町で
実施
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市町村が行う女性の人権に関
する啓発事業の支援

（男女共同参画推進事業費）
○男女共同参画地域サポート事業
・男女共同参画社会形成のために活動
しているＮＰＯを市町村に派遣し、市町
村が行う
　　・基本計画の策定
　　・住民への啓発
等の男女共同参画の取組を支援する。
・３市町村に対して実施

○市町村への当該事業のＰＲの強化
　・市町村の個別訪問

○市町村へ、基本計画の策定に有効な
情報の提供
　・基本計画策定の手引の見直しと配
布

○市町村への広報素材の提供

・男女共同参画地域サポート事業
の内容が、市町村のニーズに沿っ
たものになっているかを検討

・予算策定時等、効果的なＰＲ時期
の検討

・わかりやすい手引の作成

・市町村の参考になる広報文案の
作成と早期の情報提供

○田野町：
　・広報誌への記事掲載３回
○奈半利町：
　・広報誌への記事掲載４回
　・男女共同参画講演会の開催
　　　「私らしく自分らしく」７３名
○市町村男女計画策定の手引き（案）の作
成
　
広報や講演会を通じて、住民の男女共同
参画への理解が進んだ。
市町村が行う男女計画の策定や改定を支
援するための基礎情報ができた。

○市町村への個別訪問
・市町村を訪問して男女プランの策定を働
きかけるとともに女性の参画促進について
も啓発を行った　１市６町

・訪問した市町村では男女共同参画の必
要性について認識を再確認し、１町で計画
策定に向けた取組が始まった。

○市町村への広報文案の情報提供　１回

・事業を実施した２町においては、事
業実施の手助けになるため、評価も
高い

・委託業者であるＮＰＯ法人ポレール
の育成にも繋がっている

・市町村からなかなか手があがらない
ので、この事業について市町村への
ＰＲを強化する必要がある

・市町村において、基本計画策定の
ためのノウハウが必要

・市町村が自主的に広報に取り組む
際に広報文案が参考になっている

（男女共同参画推進事業費）
○男女共同参画地域サポート事業
・男女共同参画社会形成のために活動し
ているＮＰＯを市町村に派遣し、市町村が
行う
　　・基本計画の策定
　　・住民への啓発
等の男女共同参画の取組を支援する。
・３市に対して実施

○市町村への当該事業のＰＲの強化
　・市町村の個別訪問

○市町村へ、基本計画の策定に有効な情
報の提供
　・男女計画策定の手引作成と配布

○市町村への広報素材の提供

・男女共同参画地域サポート事業の
内容が、市町村のニーズに沿ったも
のになっているかを検討

・予算策定時等、効果的なＰＲ時期
の検討

・手引の早期作成

・市町村の参考になる広報文案の作
成と早期の情報提供
・市町村が主体となった広報の取組
の推進

県民生活･男女共
同参画課
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

市町村が行う女性の人権に関
する啓発事業の支援

（人権啓発活動市町村委託事業）
対象：市町村
内容：人権尊重思想の普及啓発を図
り、基本的人権の擁護に資するため、
住民を対象とする講演会や研修会など
の啓発活動を委託する。

・継続して実施する必要がある。
人権啓発活動市町村委託事業を33市町村
で実施。そのうち21市町村が講演会や研
修を実施。

講師の選択や広報手段が参加者数
に直結している。

（人権啓発活動市町村委託事業）
対象：市町村
内容：人権尊重思想の普及啓発を図り、
基本的人権の擁護に資するため、住民を
対象とする講演会や研修会などの啓発活
動を委託する。

継続して実施する必要がある。 人権課

民間団体が行う女性の人権に
関する啓発事業の支援

【ソーレ・えいど事業】
事業主体：男女共同参画を推進するグ
ループ・団体等
対象事業：男女共同参画に関する事業
で、広く県民に開かれた事業、情報収
集、講演会、セミナー、調査研究等
内容：１企画上限3０万円以内

・事業内容の関係団体への周知

【ソーレ・えいど事業】
6団体に助成
①子育て支援の輪ムッターシューレ
②からだの講座ぐるーぷ
③Gender
④ソーレネットワーク
⑤ご近所カフェ
⑥エメラルド・ツリー
・事業の実施により、男女共同参画への理
解を深めることができた。

・自分の中のいらないものを捨て生き
やすい生き方を考える、福島の現状
から次世代への放射能の影響、地域
防災と女性の視点等、今まで取り組
んでこなかった分野を始め多方面か
らの啓発事業を実施

【ソーレ・えいど事業】
事業主体：男女共同参画を推進するグ
ループ・団体等
対象事業：男女共同参画に関する事業
で、広く県民に開かれた事業、情報収集、
講演会、セミナー、調査研究等
内容：１企画上限3０万円以内

・事業内容の関係グループ・団体へ
の周知

県民生活･男女共
同参画課

民間団体が行う女性の人権に
関する啓発事業の支援

（人権啓発研修事業　人権ふれあい支
援事業）
対象：NPOやボランティアグループなど
の民間団体
内容：対象者が自主的に行う、人権意
識の高揚を目的とした活動（交流体験
活動、講演会、研修会、啓発資料の作
成・配布等）を支援することにより、人権
尊重の社会づくりを推進する。
また、支援額の上限を引き下げたことに
より、より多くの団体の支援を可能とし
た。

・予算に限りがあるため支援できる
団体は限られるが、今後も支援を実
行していく必要がある。

人権啓発研修事業　人権ふれあい支援事
業
対象：NPOやボランティアグループなどの
民間団体
内容：対象者が自主的に行う、人権意識の
高揚を目的とした活動（交流体験活動、講
演会、人権コンサート等）を支援した。
支援団体　１１団体

ＰＲにより事業の存在が浸透したこと
や、事業費の増額、支援額の上限の
引き下げにより昨年の約２倍の民間
団体の活動に活用された。（H２３：６
団体）

（人権啓発研修事業　人権ふれあい支援
事業）
対象：NPOやボランティアグループなどの
民間団体
内容：対象者が自主的に行う、人権意識
の高揚を目的とした活動（交流体験活動、
講演会、研修会、啓発資料の作成・配布
等）を支援することにより、人権尊重の社
会づくりを推進する。

予算に限りがあるため支援できる団
体は限られるが、今後も支援を実行
していく必要がある。

人権課

Ⅰ
　
意
識
を
変
え
る

①
意
識
改
革
と
社
会
制
度
・
慣
行

１
　
男
女
間
の
意
識
を
変
え

男女共同参画に関する苦情の
申出・処理制度の充実

・さんＳＵＮ高知で、制度周知の記事を
掲載する。

・市町村への制度周知、チラシの配置
依頼を定期的に行う。

事業内容の県民への周知
・さんＳＵＮ高知で、制度周知の記事を掲載
した。

・事業内容について、市町村や県民
への周知が、まだまだ不十分。

・さんＳＵＮ高知で、制度周知の記事を掲
載する。

・市町村への制度周知、チラシの配置依
頼を定期的に行う。

事業内容の県民への周知
県民生活･男女共
同参画課

男女共同参画社会に関する県
民意識調査の実施（5年ごと）
【再掲】

本年実施なし 本年該当なし 本年該当なし 本年該当なし 調査項目の検討
現在の社会情勢を反映した調査項
目の検討

県民生活･男女共
同参画課

県職員への男女共同参画・女
性問題に関する研修の実施

・全所属参加を目指した職員研修の実
施

・職員に対する啓発の内容の検討
・参加者が興味を持てる講師の選
択

・男女共同参画職員研修の実施
11月2７日１１７所属１３９人参加、テーマ
「ボクが男女共同参画niは誰のためのもの
か」
・研修後のアンケート結果では、満足度７７.
１点
・職員が、多様性の確保など、男女共同参
画の基本的な認識を再確認した。

・参加所属が増加し、職員への男女
共同参画の啓発が進んだ。
・職員が満足する研修内容のさらなる
検討が必要

・全所属参加を目指した職員研修の実施
・職員に対する啓発の内容の検討
・参加者が興味を持てる講師の選択

県民生活･男女共
同参画課

行
の
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

市町村職員への男女共同参
画・女性問題に関する研修の実
施

・市町村職員の参加を目指した職員研
修の実施

・職員に対する啓発の内容の検討
・参加者が興味を持てる講師の選
択
・市町村への研修の広報

・男女共同参画職員研修の実施
２月７日１２３所属１３３人参加、テーマ「男
女共同参画に目覚めたワケ」
・研修後のアンケート結果では、「よく理解
できた」「まあまあ理解できた」が９９％
・経済における女性の活用や、男性の目線
から男女共同参画などについて学んだ。

・参加所属が増加し、職員への男女
共同参画の啓発が進んだ。
・職員が満足する研修内容のさらなる
検討が必要

・市町村職員の参加を目指した職員研修
の実施

・職員に対する啓発の内容の検討
・現在の社会情勢を勘案した講師の
選択
・市町村への研修の広報

県民生活･男女共
同参画課

県民への男女共同参画に関す
る啓発・広報

・広報誌作成や講演、研修会の開催等
啓発事業の他、図書等利用ＰＲ事業を
実施

効果的な広報の検討

・男女共同参画啓発事業として「ぐーちょき
ぱーvol.7」の改訂部分にあわせ啓発パネ
ル8枚の作成、県内外へ啓発パネル18件
20セットの貸出
・「ぐーちょきぱーvol.10　南海地震発生!！
そのとき、あなたは・・・」の発行
・出前講座事業として、地域版男女共同参
画講座2か所（安芸市・奈半利町）、サポー
ター講師活用による出前講座15件（参加者
1223名）、ソーレ職員による研修・講演17
回（参加者947名）の実施
・「ソーレ・スコープ」vol.60～63発行による
男女共同参画の啓発、ソーレ事業や暮らし
に関するコーナーの掲載
・「セミナー・ガイド」前期4月、後期10月発
行による事業や講演、研修会の開催等啓
発事業の掲載
・図書等利用ＰＲ事業「私のためのリフレッ
シュタイム」年6回の実施
・ホームページやメールマガジンによる広
報
・男女共同参画推進月間講演会（参加112

・これまで男女共同参画を学ぶ機会
のなかった県民への啓発、女性の視
点での災害への備えの必要性の学
びから、今後の生活や防災活動に生
かすことが可能
・「ソーレ・スコープ」「セミナー・ガイド」
等の配布先を個人から団体・企業中
心に変更することで、より広範囲な啓
発・広報が可能

・広報誌作成や講演、研修会の開催等啓
発事業の他、図書等利用ＰＲ事業、ホー
ムページやメールマガジンによる啓発・広
報
・ホームページの内容を見直すとともに、
更新作業の簡素化に取り組む。

効果的な啓発・広報の検討
県民生活･男女共
同参画課

①
意
識
改
革
と
社
会
制
度
・

１
　
男
女
間
の
意
識

Ⅰ
　
意
識
を
変

・男女共同参画推進月間講演会（参加112
名）防災になぜ女性の視点が必要かの周
知
・様々な媒体によるより広範囲な啓発・広
報

社会における不平等な慣行等
に対する調査研究

・男女共同参画に関する各種統計デー
タの収集及び提供を行う。

・収集データの活用策の検討

・全国の男女共同参画/女性センター及び
都道府県の男女共同参画に関する様々な
情報、県内グループの各種統計データを
収集、整理し、図書・情報資料室やホーム
ページを通じ情報提供
・全国、県及び市町村等の現状把握

・県及び市町村の現状把握や調査研
究、事業実施の参考資料とすること
ができた。

・引き続き男女共同参画に関する各種統
計データの収集及び提供を行う。

・収集データの整理、PR、活用策
県民生活･男女共
同参画課

女性リーダーの育成

・「女性リーダー養成講座」の実施
・女性のチャレンジ・エンパワメント支援
事業の実施

・女性リーダー育成に必要な講座の
検討
・事業内容の県民への周知

・女性リーダー養成事業として
「ワタシを変える＆創るトレーニング」の実
施
・女性のチャレンジ・エンパワメント支援事
業として
女性のためのパワーアップトレーニング、
エンパワメント支援セミナー、アサーティブ
コミュニケーション講座、就職応援セミナー
（パソコン＆簿記講座）、パソコン（データ集
計基礎）講座の実施
・各事業実施により、男女共同参画の推進
を担う人材の育成を支援した。

・講座受講者からのアンケート調査等
から、講座内容・資料が充実してお
り、受講者の満足度は高かった。
・集客に努めたが、一部受講者が少
ない講座があり、講座内容検討が必
要

・女性リーダー養成事業の実施
・女性のチャレンジ・エンパワメント支援事
業の実施

・女性の置かれている社会的状況を
考えた上で必要な講座の検討
・事業内容の県民への周知

県民生活･男女共
同参画課
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

男女共同参画や女性の人権等
に関わる表現についてのメディ
アに対する要望

事例に応じ随時対応する。 関係課と連携した情報収集 平成２４年度は特に事例なし - 事例に応じ随時対応する 関係課と連携した情報収集 広報広聴課

メディアへの男女共同参画や女
性の人権等に関する情報の提
供

・男女共同参画や女性の人権等に関
し、記者クラブへの情報提供を行う。

・男女共同参画や女性の人権等に
ついて、県民に十分知られていな
い。

・新聞やテレビ、ラジオでの男女共
同参画や女性の人権等に関する報
道が少ない。

・県の広報紙や新聞、テレビ、ラジオ、記者
クラブへの情報提供により、男女共同参画
や女性の人権等の広報を行った。

男女共同参画や女性の人権等に関
する周知が図られることで、男女共同
参画の実現に向けた県民やメディア
の意識が醸成された。

・男女共同参画や女性の人権等に関し、
記者クラブへの情報提供を行う。

・男女共同参画や女性の人権等につ
いて、県民に十分知られていない。

・新聞やテレビ、ラジオでの男女共同
参画や女性の人権等に関する報道
が少ない。

広報広聴課

男女共同参画や女性の人権等
に関わる表現についてのメディ
アに対する要望

事例に応じ随時対応する。 関係課と連携した情報収集 平成２4年度は特に事例なし - 事例に応じ随時対応する。 関係課と連携した情報収集 人権課

男女共同参画や女性の人権等
に関わる表現についてのメディ
アに対する要望

事例に応じ随時対応する。 関係課と連携した情報収集 平成２4年度は特に事例なし - 事例に応じ随時対応する。 関係課と連携した情報収集
県民生活･男女共
同参画課

男女共同参画の視点に立った
広報作成の手引きの普及

・初任者研修会等で配布
・他課などからの相談に随時対応

・普及機会の開拓

・初任者研修会で配布し、説明を行った。
参加　139人
新採用職員に、男女共同参画の視点を啓
発できた。

・他課からの相談に対するアドバイスを
行った。（少子対策課）
・各所属の事業について、男女共同参画の

・引き続き研修等で手引きの普及に
努める。

・アドバイスに必要な情報収集が必要

・初任者研修会等で配布
・他課などからの相談に随時対応

・普及機会の開拓
県民生活･男女共
同参画課

１
　
男
女
間
の
意
識
を
変
え
る

Ⅰ
　
意
識
を
変
え
る

②
メ
デ
ィ
ア
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
推
進

・各所属の事業について、男女共同参画の
視点を反映させることができた。

青少年保護育成条例に基づく
有害図書類の指定

・高知県青少年保護育成条例第11条第
２項に基づく有害図書類の包括指定

-
・平成24年度は包括指定に該当する事例
なし。

・平成24年度は包括指定に該当する
事例なし。

・高知県青少年保護育成条例第11条第２
項に基づく有害図書類の包括指定

- 児童家庭課

女子差別撤廃委員会からの最
終見解等の県民への周知と浸
透を図る

国や女子差別撤委員会の見解等があ
れば、市町村や県民に広報する。

・国等の動向の情報収集
・市町村や県民への迅速な情報提
供

本年度は該当事例なし
国や女子差別撤委員会の見解等が
あれば、市町村や県民に広報する。

国や女子差別撤委員会の見解等があれ
ば、市町村や県民に広報する。

・国等の動向の情報収集
・市町村や県民への迅速な情報提供

県民生活･男女共
同参画課
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

国際化時代にふさわしい人づく
り（高知県国際交流協会）

・国際交流協会全ての事業
・県内団体や個人との連携
・新たな人材の発掘

県内民間団体と連携した事業を実施。
4団体と連携。

新たな団体、個人との繋がりができ、
新たな参加者が増えてきた。

○国際交流協会全ての事業
○県内団体や個人との連携
○新たな人材の発掘

国際交流課

交流イベントや異文化理解講座
の開催（高知県国際交流協会）

・国際ふれあい広場inこうち開催事業
「国際協力の日」(10月6日)を記念して県
民の国際交流･国際協力に対する理解
を深めてもらうとともに、県民の国際協
力活動への参画のきっかけづくりなどを
目的に実施。

・ジュニア国際大学開催講座
小学校高学年を対象に、21世紀を担う
未来の「国際土佐人」を育成するため、
国際協力や異文化理解のための講座
を開催し、国際感覚豊かな子どもたちを
育てる。

・異文化理解講座開催事業
県内在住外国人、留学生、国際交流員
などを講師として彼らの母国の様々な
生活様式、習慣等を紹介することにより
相互理解を深める。

・異文化出前講座等の既存事業の
ＰＲと連携。
・報道機関への投げ込み、ＨＰ以外
のＰＲ方法の開拓

○国際ふれあい広場inこうち
　高知市：10月14日
　参加者7200人
○ジュニア国際大学
　伊野町：6月23日
　参加者21人
○異文化理解講座
　高知市：8回
　134人
報道機関への投げ込み等の広報の他、同
協会とつながりのある団体等へ積極的な
PRを行ったため、参加者が全体的に若干
向上した。

国際ふれあい広場ｉｎこうち、異文化
理解講座については、参加者が増
加。ジュニア国際大学については昨
年度とほぼ同じ。恒例の行事となって
きており、認知度が少しずつ向上して
いる。

○国際ふれあい広場inこうち開催事業
「国際協力の日」(10月6日)を記念して県民
の国際交流･国際協力に対する理解を深
めてもらうとともに、県民の国際協力活動
への参画のきっかけづくりなどを目的に実
施。

○ジュニア国際大学開催講座
小学校高学年を対象に、21世紀を担う未
来の「国際土佐人」を育成するため、国際
協力や異文化理解のための講座を開催
し、国際感覚豊かな子どもたちを育てる。

○異文化理解講座開催事業
県内在住外国人、留学生、国際交流員な
どを講師として彼らの母国の様々な生活
様式、習慣等を紹介することにより相互理
解を深める。

○参加者数向上に向けての広報活
動

国際交流課

・男女共同参画啓発事業として「ぐーちょき
ぱーvol.7」の改訂部分にあわせ啓発パネ
ル8枚の作成、県内外へ啓発パネル18件
20セットの貸出
・「ぐーちょきぱーvol.10　南海地震発生!！

③
国
際
規
範
の
尊
重
と

、
国
際
交
流
を
通
じ
た
男
女
共
同
参
画

へ
の
理
解
の
促
進

Ⅰ
　
意
識
を
変
え
る

１
　
男
女
間
の
意
識
を
変
え
る

２
　
さ
ま
ざ
ま
な
場
で
の
意
識
を
変
え
る

①
家
庭
で
の
男
女
共
同
参
画
の
浸
透

県民への男女共同参画に関す
る啓発・広報【再掲】

・広報誌作成や講演、研修会の開催等
啓発事業の他、図書等利用ＰＲ事業を
実施

効果的な広報の検討

・「ぐーちょきぱーvol.10　南海地震発生!！
そのとき、あなたは・・・」の発行
・出前講座事業として、地域版男女共同参
画講座2か所（安芸市・奈半利町）、サポー
ター講師活用による出前講座15件（参加者
1223名）、ソーレ職員による研修・講演17
回（参加者947名）の実施
・「ソーレ・スコープ」vol.60～63発行による
男女共同参画の啓発、ソーレ事業や暮らし
に関するコーナーの掲載
・「セミナー・ガイド」前期4月、後期10月発
行による事業や講演、研修会の開催等啓
発事業の掲載
・図書等利用ＰＲ事業「私のためのリフレッ
シュタイム」年6回の実施
・ホームページやメールマガジンによる広
報
・男女共同参画推進月間講演会（参加112
名）防災になぜ女性の視点が必要かの周
知
・様々な媒体によるより広範囲な啓発・広
報

・これまで男女共同参画を学ぶ機会
のなかった県民への啓発、女性の視
点での災害への備えの必要性の学
びから、今後の生活や防災活動に生
かすことが可能
・「ソーレ・スコープ」「セミナー・ガイド」
等の配布先を個人から団体・企業中
心に変更することで、より広範囲な啓
発・広報が可能

・広報誌作成や講演、研修会の開催等啓
発事業の他、図書等利用ＰＲ事業、ホー
ムページやメールマガジンによる啓発・広
報
・ホームページの内容を見直すとともに、
更新作業の簡素化に取り組む。

効果的な啓発・広報の検討
県民生活･男女共
同参画課

9



実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

県民への男女共同参画・女性
問題に関する啓発・広報【再掲】

（人権啓発研修事業　人権啓発放送事
業）
対象：県民
内容：マスメディアを活用した人権啓発
として、「高知県人権施策基本方針」に
挙げられている身近な人権課題（女性）
について、テレビとラジオを通じてスポッ
トコマーシャルを放送する

（人権啓発研修事業　人権啓発広告新
聞掲載事業）（再掲）
対象：県民
内容：高知新聞に人権啓発に関する広
告をおこなうことにより、広く県民の人権
意識の普及高揚を図る。

（人権啓発研修事業　人権啓発シリー
ズ新聞掲載事業）
対象：県民
内容：高知新聞の紙面を通して、さまざ
まな人権について啓発コラムを掲載す
ることで、県民の人権意識の普及高揚
を図る。

引き続き県民啓発に粘り強く取り組
むとともに、より効果的な啓発・研修
を検討、実施していく必要がある。

人権啓発研修事業　人権啓発放送事業
対象：県民
内容：マスメディアを活用した人権啓発とし
て、「高知県人権施策基本方針」に挙げら
れている身近な人権課題（女性）につい
て、テレビ通じてスポットコマーシャルを放
送した。

ＤＶ防止をテーマとしたスポットコマー
シャルを放送した結果、相談機関へ
の相談件数が増加したとの声があ
る。

（人権啓発研修事業　人権啓発放送事
業）
対象：県民
内容：マスメディアを活用した人権啓発とし
て、「高知県人権施策基本方針」に挙げら
れている身近な人権課題（女性）につい
て、テレビとラジオを通じてスポットコマー
シャルを放送する

（人権啓発研修事業　人権啓発シリーズ
新聞掲載事業）
対象：県民
内容：高知新聞の紙面を通して、さまざま
な人権について啓発コラムを掲載すること
で、県民の人権意識の普及高揚を図る。

引き続き県民啓発に粘り強く取り組
むとともに、より効果的な啓発・研修
を検討、実施していく必要がある。

人権課

家事（料理）・介護の実践講座
の開催

（こうち男女共同参画センター管理運営
費）
・父と子のわくわくクッキングの開催
・ライフスタイル応援講座の開催

・受講者のアンケート調査等を参考
に、講師の選定等、講座の内容の
見直し
・事業内容の県民への周知

・男性対象講座の開催
父と子のわくわくクッキング、男性応援セミ
ナー、ワークライフバランス講座、ベビーダ
ンスの講座の開催
・ライフスタイル応援講座の開催
ワタシだけのOFFを楽しむ講座、自分らし
いエンディングのための講座
・男性や若い世代等これまで来館機会の

・親子や男性が参加することで、親子
の新密度を高めたり、自分のライフス
タイルを見直す機会を提供できた。

・男性対象講座の開催
・ライフスタイル応援講座の開催

・受講者へのアンケート調査等を参
考に、講師の選定、講座内容等の見
直し
・事業内容の県民への周知

県民生活･男女共
同参画課

①
家
庭
で
の
男
女

２
　
さ
ま
ざ
ま
な
場

Ⅰ
　
意
識 ・男性や若い世代等これまで来館機会の

少ない方に来館してもらい、男女共同参画
の推進やソーレの事業について理解しても
らえた。

介護の実践講座の開催

・県民に対する介護講座事業の開催

・介護従事者を対象にした、介護の基礎
から場面ごとの応用までの段階的な研
修の実施

・ふくし交流プラザにおける県民介
護講座事業の周知

・入門講座
　見学コース　　　　　　　　　　　26回481人
　高齢者疑似体験コース 　　　24回402人
　高齢者疑似体験出前コース 　5回193人
　車イス体験コース　　　　　　　12回202人

・基礎講座
　高齢期の食事／家庭でできる介護実技
等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10回134人

・テーマ別口座
　からだづくり／終の棲家／看取りの介護
／相続と遺言／成年後見制度／救急法と
ＡＥＤ／南海地震と介護　等
　　各テーマ3～4回　　　　　　　計31回900
人
・介護ベーシック研修　　　　　　11回744人
・介護基本研修　　　　　　　　　 16回442人
・身体介護・生活介助研修　　　　9回249人
・介護専門研修（ワンコインセミナー）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 7回188人
・介護専門研修（応用編）　　　　　　　 11人

・介護に関して、全く知識のない方か
ら、実際の介護に携わる方まで、段階
別の講座を開催することにより、介護
や福祉の裾野を広げることと、専門性
を高めていくことの双方を実践でき
た。

・装具や耳栓、めがね等を装着し、概
ね80歳くらいのお年寄りになった状態
を体験するなど、通常では感じること
が難しい実際のお年寄りの状態など
を疑似体験するなどにより、その人に
そったきめ細やかな配慮等について
学ぶ機会を提供した。

・理論や技術の基本から、アセスメン
トの視点を深め利用者の生活全体を
プランニングできるような応用の研修
まで、介護従事者がそれぞれの段階
に応じた研修を受講できるように努め
た。

・地域で介護の考え方の基本を気軽
に学べるよう、これまで主にふくし交
流プラザで開催していたワンコインセ
ミナーを県東部地域で開催した。

・県民に対する介護講座事業の開催

・介護従事者を対象にした、介護の基礎か
ら場面ごとの応用までの段階的な研修の
実施

ふくし交流プラザにおける県民介護
講座事業の周知

地域福祉政策課

女
共
同
参
画
の
浸
透

場
で
の
意
識
を
変
え
る

識
を
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

男性講座の開催

（こうち男女共同参画センター運営管理
費）
・男性応援セミナー
・父と子のわくわくクッキング
・ワークライフバランス講座を開催する。

・受講者のアンケート調査等を参考
に、講師の選定等、講座の内容の
見直し
・事業内容の県民への周知

・男性対象講座の開催
男性応援セミナー、父と子のわくわくクッキ
ング、ワークライフバランス講座、ベビーダ
ンスの講座の開催
・男性や若い世代等これまで来館機会の
少ない方に来館してもらい、男女共同参画
やソーレの事業について理解してもらえ
た。
・ワークライフバランス講座を県内企業の
研修会場で実施
・これまで男女共同参画について研修機会
のなかった方への啓発ができた。

・親子や男性が参加することで、親子
の新密度を高めたり、自分のライフス
タイルを見直す機会を提供できた。

・父と子のわくわくクッキング
・男性応援セミナー～料理講座～
の開催

・受講者へのアンケート調査等を参
考に、講師の選定、講座内容等の見
直し
・事業内容の県民への周知

県民生活･男女共
同参画課

父親の育児参加のための啓発

・こうちプレマnetの運営
　情報の充実（子育てサークル等の
　活動やイベント情報の提供等）
・子育て応援情報紙「大きくなあれ」
　の発行
　年4回・各35,500部

・子育て応援フォーラムの開催
　10/21イオンモール高知
　ほかサテライト会場
・子育て応援キャンペーンの実施
　子育て応援呼びかけ7カ条、
　子育て応援川柳のＰＲ
　県民会議構成団体の取組を促進
　するキャンペーングッズの作成
　街頭活動の実施

・的確かつタイムリーな情報の提供

・こうちプレマの運営
・子育て応援情報紙「大きくなあれ」
　年4回・各35,500部発行
　

・子育て応援フォーラム
　10/21　イオンモール高知
　　　　　　高知学園短期大学
　　　　　　　来場者延べ人数：2,141人
・子育て応援キャンペーン
　県民会議構成団体の取組を
　促進するキャンペーングッズ
　の作成、配布
　街頭活動の実施

・H23.7のリニューアル後、アクセス数
が増加。
　H22年度：41,249件
　H23年度：93,905件
　H24年度：80,535件
イベント情報について、高知市以外の
地域の情報が少ない。

・子育て支援に関心のある人以外の
人にも広げることができた。
・さらなる広がりを持たせることが重
要。

・こうちプレマnetの運営
　情報の充実（子育てサークル等の
　活動やイベント情報の提供等）
・子育て応援情報紙「大きくなあれ」
　の発行
　年4回・各40,000部

・子育て応援キャンペーンの実施
　県民会議構成団体の取組の拡大
　県民への広報の拡大
　　県民参加事業（作品募集）
　　啓発パネル作成
・子育て応援フォーラムの開催
　11/4　イオンモール高知

◆的確かつタイムリーな情報の提供

◆県民会議構成団体の主体的な取
組

少子対策課

・さんＳＵＮ高知、高知新聞等に介護講座

①
家
庭
で
の
男
女
共
同
参
画
の
浸

２
　
さ
ま
ざ
ま
な
場
で
の
意
識
を
変

Ⅰ
　
意
識
を
変
え
る

介護支援情報の提供・広報・啓
発

・県広報紙等へ掲載 効果的な媒体の検討

や、ふくし就職フェア、福祉機器展の情報
を掲載

・高齢者疑似体験セットの貸出　　　　2477
人

・介護・高齢者福祉に関する図書及びビデ
オの貸出　　　　　　　　　　　　　　　　　92人

・県広報誌などへの掲載により、介護
講座受講者が増加した。

・介護や福祉に関する様々な情報を
貸出という方法で、手軽に入手できる
よう努めた。

県広報誌等へ掲載 効果的な媒体の検討 地域福祉政策課

介護支援情報の提供・広報・啓
発

・体系化した研修計画に基づき、研修会
を実施
・圏域ごとに地域ケア会議の実践等を
通じ、地域包括ケアの推進を図る。

・地域ケア会議実践等に対する市
町村及び地域包括支援センターへ
の支援

・地域包括支援センター職員研修（初級Ⅰ
①②・Ⅱ・中級・上級）、地域包括ケアマネ
ジメントリーダー養成研修の実施
※上級研修は地域包括ケア推進研修会と
一体的に実施
・H24年度は南国市に加え、中芸広域連
合、いの町、土佐清水市において、地域ケ
ア会議の実践等の取組を実施

・圏域ごとの課題に応じた取組を展開
することができた。

・H24年度の実施状況を踏まえて、H25年
度は座学については引き続きスキルアッ
プ事業で実施し、実践力については地域
ケア会議活用推進等事業で取り組む。
・地域ケア会議の実践を通じて、地域包括
支援センターが担うコーディネート機能等
を強化する。また、地域ケア会議を県内全
域へ普及し、地域包括ケア推進を目指
す。

・地域ケア会議の開催支援等、具体
的な取り組みを通じた支援

高齢者福祉課

浸
透

変
え
る
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

男女平等や女性の人権に関す
る教育の充実

・（道徳教育重点推進校事業）
・道徳教育道徳教育重点推進校（１０
校）を核として地域を巻き込んでの道徳
教育を推進する。
・（道徳推進リーダー育成事業）
・道徳の時間の指導力向上のための
リーダー教員（１５名）を育成する。

・重点推進校を所管する地域以外
にも推進体制を整備していくこと

・道徳推進リーダーの積極的な活用

(道徳教育重点推進校事業)
・指定校による道徳授業公開や取組発表
の実施。（１０校に、のべ約１４００人参加）
・道徳教育学校改善プランによる取組（中
間検証、年度末検証実施）
・道徳授業力診断（年度当初、年度末実
施）
・指定地域における市町村推進協議会（７
地域で実施）

（道徳推進リーダー育成事業）
・勤務校での日々の実践研究
・集合研修
　第１～１０回実施

○Ｈ２３年度末には、道徳教育推進のため
の組織が全市町村に準備された。
○道徳教育の専門性を備えたリーダーを１
５名育成できた。

（道徳教育重点推進校事業）
（道徳推進リーダー育成事業）
道徳教育重点推進校や道徳推進リー
ダーを中心に市町村ぐるみで道徳教
育を推進していこうとする体制がつく
られた。

（道徳教育地域連携事業）
・県内に拠点となる４地域を指定し、各地
域において、道徳推進リーダーを活用しな
がら、主体的に学校間の連携や家庭・地
域との連携及び道徳的実践の指導を充実
して市町村ぐるみの道徳教育を推進す
る。

・県内全市町村の道徳教育推進組織が効
果的に機能し、県全体の道徳教育が推進
されていくよう支援する。

・県内全市町村の道徳教育推進組
織が効果的に機能し、県全体の道徳
教育が推進されていくようにする。

小中学校課

男女平等や女性の人権に関す
る教育の充実

・各校から提出される人権教育全体計
画、年間計画の点検と改善充実に向け
た指導
・「人権教育指導資料集（学校教育編）
Let's feel じんけん～気付きから行動へ

・系統だった人権教育計画の推進

・女性の人権を含む県民に身近な７つの人
権課題（同和、女性、子ども、高齢者、障害
者、ＨＩＶ感染者等、外国人）についての学
習を計画・実施できるように全体計画、年
間指導計画を改善、充実に向けて確認を
行った。
・「人権教育指導資料（学校教育編）Ｌｅｔ’ｓ
ｆｅｅｌ　じんけん～気付きから行動へ～」を

・教科・領域等に位置付けた計画的な
学習が推進されるよう、人権教育全
体計画・年間指導計画をより充実させ
ていく必要がある。
・新たな情報提供により、子どもたち
の置かれている現状や女性の人権学

・各学校から提出される人権教育全体計
画、年間計画の点検と改善充実に向けた
指導。
・「人権教育指導資料集（学校教育編）
Let's feel じんけん～気付きから行動へ
～」を活用した研修等の実施。

・系統だった人権教育計画の推進。 高等学校課
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Let's feel じんけん～気付きから行動へ
～」を活用した研修等の実施

ｆｅｅｌ　じんけん～気付きから行動へ～」を
活用した研修会等を実施し、女性の人権を
含めた人権学習を充実させていくことがで
きるよう情報提供を行った。

の置かれている現状や女性の人権学
習の必要性について理解が進んだ。

～」を活用した研修等の実施。

男女平等や女性の人権に関す
る教育の充実

・各校から提出される人権教育全体計
画、年間計画の点検と改善充実に向け
た指導
・「人権教育指導資料集（学校教育編）
Let's feel じんけん～気付きから行動へ
～」を活用した研修等の実施

・系統だった人権教育計画の推進

・女性の人権を含む県民に身近な７つの人
権課題（同和、女性、子ども、高齢者、障害
者、ＨＩＶ感染者等、外国人）についての学
習を計画・実施できるように全体計画、年
間指導計画を改善、充実に向けて確認を
行った。
・「人権教育指導資料（学校教育編）Ｌｅｔ’ｓ
ｆｅｅｌ　じんけん～気付きから行動へ～」を
活用した研修会等を実施し、女性の人権を
含めた人権学習を充実させていくことがで
きるよう情報提供を行った。

・教科・領域等に位置付けた計画的な
学習が推進されるよう、人権教育全
体計画・年間指導計画をより充実させ
ていく必要がある。
・新たな情報提供により、子どもたち
の置かれている現状や女性の人権学
習の必要性について理解が進んだ。

・各学校から提出される人権教育全体計
画、年間計画の点検と改善充実に向けた
指導。
・「人権教育指導資料集（学校教育編）
Let's feel じんけん～気付きから行動へ
～」を活用した研修等の実施。

・系統だった人権教育計画の推進。 特別支援教育課

男女平等や女性の人権に関す
る教育の充実

・各校から提出される人権教育全体計
画、年間計画の点検と改善充実に向け
た指導
・「人権教育指導資料集（学校教育編）
Let's feel じんけん～気付きから行動へ
～」を活用した研修等の実施

・系統だった人権教育計画の推進

・女性の人権を含む県民に身近な７つの人
権課題（同和、女性、子ども、高齢者、障害
者、ＨＩＶ感染者等、外国人）についての学
習を計画・実施できるように全体計画、年
間指導計画を改善、充実に向けて確認を
行った。
・「人権教育指導資料（学校教育編）Ｌｅｔ’ｓ
ｆｅｅｌ　じんけん～気付きから行動へ～」を
活用した研修会等を実施し、女性の人権を
含めた人権学習を充実させていくことがで
きるよう情報提供を行った。

・教科・領域等に位置付けた計画的な
学習が推進されるよう、人権教育全
体計画・年間指導計画をより充実させ
ていく必要がある。
・新たな情報提供により、子どもたち
の置かれている現状や女性の人権学
習の必要性について理解が進んだ。

・各学校から提出される人権教育全体計
画、年間計画の点検と改善充実に向けた
指導。
・「人権教育指導資料集（学校教育編）
Let's feel じんけん～気付きから行動へ
～」を活用した研修等の実施。

・系統だった人権教育計画の推進。 人権教育課

男女平等に関する小中高校生
向け教材の作成

・各校で子どもの発達段階に応じた人
権教育が推進できるように、より計画的
に取組んでもらう。

・系統だった人権教育計画の推進

・各校で子どもの発達段階に応じ、計画的
に人権教育が推進されるように、人権教育
全体計画、年間指導計画の充実、改善に
向けて確認を行った。

・各校で、子どもの発達段階に応じた
効果的な教材を用いた学習がされる
必要があり、教科・領域等に位置付け
た計画的な学習が推進されるよう、人
権教育全体計画・年間指導計画をよ
り充実させていく必要がある。

・各学校から提出される人権教育全体計
画、年間計画の点検と改善充実に向けた
指導。

系統だった人権教育計画の推進。  小中学校課
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

男女平等に関する小中高校生
向け教材の作成

・各校で子どもの発達段階に応じた人
権教育が推進できるように、より計画的
に取組んでもらう。

・系統だった人権教育計画の推進

・各校で子どもの発達段階に応じ、計画的
に人権教育が推進されるように、人権教育
全体計画、年間指導計画の充実、改善に
向けて確認を行った。

・各校で、子どもの発達段階に応じた
効果的な教材を用いた学習がされる
必要があり、教科・領域等に位置付け
た計画的な学習が推進されるよう、人
権教育全体計画・年間指導計画をよ
り充実させていく必要がある。

・各学校から提出される人権教育全体計
画、年間計画の点検と改善充実に向けた
指導。

系統だった人権教育計画の推進。 高等学校課

男女平等に関する小中高校生
向け教材の作成

・各校で子どもの発達段階に応じた人
権教育が推進できるように、より計画的
に取組んでもらう。

・系統だった人権教育計画の推進

・各校で子どもの発達段階に応じ、計画的
に人権教育が推進されるように、人権教育
全体計画、年間指導計画の充実、改善に
向けて確認を行った。

・各校で、子どもの発達段階に応じた
効果的な教材を用いた学習がされる
必要があり、教科・領域等に位置付け
た計画的な学習が推進されるよう、人
権教育全体計画・年間指導計画をよ
り充実させていく必要がある。

・各学校から提出される人権教育全体計
画、年間計画の点検と改善充実に向けた
指導。

系統だった人権教育計画の推進。 特別支援教育課

男女平等に関する小中高校生
向け教材の作成

・各校で子どもの発達段階に応じた人
権教育が推進できるように、より計画的
に取組んでもらう。

・系統だった人権教育計画の推進

・各校で子どもの発達段階に応じ、計画的
に人権教育が推進されるように、人権教育
全体計画、年間指導計画の充実、改善に
向けて確認を行った。

・各校で、子どもの発達段階に応じた
効果的な教材を用いた学習がされる
必要があり、教科・領域等に位置付け
た計画的な学習が推進されるよう、人
権教育全体計画・年間指導計画をよ
り充実させていく必要がある。

・各学校から提出される人権教育全体計
画、年間計画の点検と改善充実に向けた
指導。

系統だった人権教育計画の推進。
人権教育課
教育センター
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

公立学校における男女混合名
簿導入の推進

・県内の公立幼稚園・小・中・高等学校
及び特別支援学校の出席簿の男女混
合化の状況調査を行う。

・固定的な性別役割分担意識にとら
われない男女の人権を尊重する教
育の推進

県内の公立幼稚園・小・中・高等学校及び
特別支援学校の出席簿の男女混合化の
状況調査を行うとともに、その結果を教育
長会や校長会、指導事務担当者会や人権
教育主任研修会等で紹介した。

実施率は、公立幼稚園では６８．４％
（平成２１年度調査より３．６％減）、公
立小学校５１．９％（同４．５％増）、公
立中学校４０．４％（同７．６％増）、公
立高等学校６３．０％（同３．４％増）、
公立特別支援学校１００％（同７．７％
増）と、確実に増加している。

実施率を高めていくために、今後も教育長
会や校長会、人権に関わる各種研修会等
で男女混合名簿の意義を伝えていく必要
がある。

固定的な性別役割分担意識にとらわ
れない男女の人権を尊重する教育
の推進。

小中学校課

公立学校における男女混合名
簿導入の推進

・県内の公立幼稚園・小・中・高等学校
及び特別支援学校の出席簿の男女混
合化の状況調査を行う。

・固定的な性別役割分担意識にとら
われない男女の人権を尊重する教
育の推進

県内の公立幼稚園・小・中・高等学校及び
特別支援学校の出席簿の男女混合化の
状況調査を行うとともに、その結果を教育
長会や校長会、指導事務担当者会や人権
教育主任研修会等で紹介した。

実施率は、公立幼稚園では６８．４％
（平成２１年度調査より３．６％減）、公
立小学校５１．９％（同４．５％増）、公
立中学校４０．４％（同７．６％増）、公
立高等学校６３．０％（同３．４％増）、
公立特別支援学校１００％（同７．７％
増）と、確実に増加している。

実施率を高めていくために、今後も教育長
会や校長会、人権に関わる各種研修会等
で男女混合名簿の意義を伝えていく必要
がある。

固定的な性別役割分担意識にとらわ
れない男女の人権を尊重する教育
の推進。

高等学校課

公立学校における男女混合名
簿導入の推進

・県内の公立幼稚園・小・中・高等学校
及び特別支援学校の出席簿の男女混
合化の状況調査を行う。

・固定的な性別役割分担意識にとら
われない男女の人権を尊重する教
育の推進

県内の公立幼稚園・小・中・高等学校及び
特別支援学校の出席簿の男女混合化の
状況調査を行うとともに、その結果を教育
長会や校長会、指導事務担当者会や人権
教育主任研修会等で紹介した。

実施率は、公立幼稚園では６８．４％
（平成２１年度調査より３．６％減）、公
立小学校５１．９％（同４．５％増）、公
立中学校４０．４％（同７．６％増）、公
立高等学校６３．０％（同３．４％増）、
公立特別支援学校１００％（同７．７％
増）と、確実に増加している。

実施率を高めていくために、今後も教育長
会や校長会、人権に関わる各種研修会等
で男女混合名簿の意義を伝えていく必要
がある。

固定的な性別役割分担意識にとらわ
れない男女の人権を尊重する教育
の推進。

特別支援教育課

公立学校における男女混合名
・県内の公立幼稚園・小・中・高等学校
及び特別支援学校の出席簿の男女混

・固定的な性別役割分担意識にとら
われない男女の人権を尊重する教

県内の公立幼稚園・小・中・高等学校及び
特別支援学校の出席簿の男女混合化の
状況調査を行うとともに、その結果を教育

実施率は、公立幼稚園では６８．４％
（平成２１年度調査より３．６％減）、公
立小学校５１．９％（同４．５％増）、公
立中学校４０．４％（同７．６％増）、公

実施率を高めていくために、今後も教育長
会や校長会、人権に関わる各種研修会等

固定的な性別役割分担意識にとらわ
れない男女の人権を尊重する教育 人権教育課
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簿導入の推進
及び特別支援学校の出席簿の男女混
合化の状況調査を行う。

われない男女の人権を尊重する教
育の推進

状況調査を行うとともに、その結果を教育
長会や校長会、指導事務担当者会や人権
教育主任研修会等で紹介した。

立中学校４０．４％（同７．６％増）、公
立高等学校６３．０％（同３．４％増）、
公立特別支援学校１００％（同７．７％
増）と、確実に増加している。

会や校長会、人権に関わる各種研修会等
で男女混合名簿の意義を伝えていく必要
がある。

れない男女の人権を尊重する教育
の推進。

人権教育課

職域拡大を含めた個性と能力
に応じた進路指導の充実

・キャリア教育全体計画の作成
・中学生用キャリア教育副読本の作成・
配付
・キャリア教育連絡協議会（キャリア教
育担教員対象とした悉皆研修）の実施
・教育の日関連行事「キャリア教育
フォーラム」の実施

・キャリア教育全体計画の作成と計
画に基づいた取組が弱い。

◆キャリア教育連絡協議会
・実施日：8月13日（参加者：450名）
・内容：講演、県内外の先進校取組発表、
グループ演習及び協議

◆キャリア教育フォーラム
・実施日：11月4日（参加者：401名（一般県
民含む）
・内容：記念講演、各校種による取組発
表、シンポジウム、志発表

◆中学生用キャリア教育副読本の作成と
配付
・公立中学校等へ生徒数分を配付・整備（3
月）

＜Ｈ２４キャリア教育調査結果から＞
【全体計画作成率】
・小学校：８９．４％
（前年度比較＋１８．６％）
・中学校：８８．７％）
（前年度比較＋１６．８％）

＜H２４全国学力・学習状況調査を活
用した希望利用調査の結果から＞
【「将来の夢や目標を持っているか」
に対して肯定的な回答をした児童生
徒の割合】
・小学生　８５．７％
　（前年度比較＋４．７％）
・中学生　７４％
　（前年度比較-１％）

・全体計画・指導計画の作成
・中学生用キャリア教育副読本の活用
・キャリア教育連絡協議会（キャリア教育
担教員対象とした悉皆研修）の実施
・キャリア教育推進地域を３地域指定し、
研究組織の整備や中学生用キャリア教育
副読本を活用した郷土学習、子どもの主
体的な学びをサポートするキャリアノート
の開発への指導や支援を行う。

・キャリア教育全体計画の作成と計
画に基づいた取組が弱い。

小中学校課
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

職域拡大を含めた個性と能力
に応じた進路指導の充実

・キャリア教育の指針の内容を浸透させ
る。
・生徒パワーアップ事業と就職支援事
業とを活用してキャリア教育の視点から
進路指導の充実を図る。

・キャリア教育の指針の内容を学校
等の現場へ十分に浸透させる。
・企業等へのインターンシップの受
入や企業からの講師派遣など、地
元企業との連携が大切である。
・高校生の雇用状況は依然として厳
しい状況が続いている。

各学校において、指針「高知のキャリア教
育」の３つの柱である「学力向上」「基本的
生活習慣の確立」「社会性の育成」を組み
込んだ経営構想図を作成した。また、この
キャリア教育の視点の入った経営構想を
計画的に実践するためにキャリア教育の
指針の内容について、各学校のキャリア教
育担当者のみならず教頭や学校長に対し
ても周知を徹底した。キャリア教育を推進し
ていくための要点を担当者と管理職が共
有することで、学校が組織的にキャリア教
育に取り組むことができる体制づくりができ
た。
○キャリア教育推進アシストキャラバン研
修（キャリア教育担当者対象）
○県立学校長会議（県立学校長対象）
○平成２４年度キャリア教育連絡協議会
（キャリア教育担当者対象）
○平成２４年度県立高等学校教頭研修（県
立高等学校副校長・教頭対象）

生徒パワーアップ事業
○スキルアップ講座（通年）
　就職試験対策講座　１６校　　　９９１名
　マナーアップ講座　　２８校　１，７８１名
○企業を知ろう事業
 インターンシップ　１６校　  ５２８名 １８３社
 企業見学　　　　　 １６校　１,５５３名１３０社
企業連携
○高知先端パワー企業グループとの協定
を結んだ。各学校へ社会人講演などの支

・キャリア教育の指針の内容について
多くの学校関係者に周知する研修会
等を開催することができた。

・体験活動や能力育成の取組を実践
した結果、社会への円滑な移行に必
要な力を育成することができた。
また、昨年度に続き就職内定率が向
上した。
今後は、さらに学校と地元企業や外
部人材との連携を深め、生徒の基礎
的な能力や、将来設計能力の育成に
つなげていく必要がある。

・各学校においてキャリア教育を推進する
ために、生徒に身に付けさせたい力を明
確にさせ、身に付けさせたい力を付けるた
めの組織的な取組の進捗状況を確認する
手法を確立する。

・生徒パワーアップ事業と就職支援事業と
を活用してキャリア教育の視点から進路
指導の充実を図る。

・高知先端パワー企業グループとの事業
協力を通して企業及び外部人材との連
携・協働を図り、キャリア教育の一層の充
実に努める。

・各学校の取組成果の積極的な普
及、他校との共有を図ることが課題
である。

・普通科高校における体験活動（イン
ターンシップ等）の充実が求められ
る。

・企業等へのインターンシップの受入
や企業からの講師派遣など、地元企
業との連携が大切である。

・高校生の雇用状況は依然として厳
しい状況が続いている。

高等学校課

②
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を を結んだ。各学校へ社会人講演などの支

援を受けることができるようになった。

職域拡大を含めた個性と能力
に応じた進路指導の充実

・本年度も継続して、特別支援学校就職
アドバイザーを配置し、現場実習先の事
業所等の数を増やす。

・平成23年度に開校した２校の分校
の生徒も３学年が揃い、現場実習を
行う生徒数が増加する。

　平成23年度から知的障害特別支援学校
５校に就職アドバイザーを配置した（２名）
　新規に現場実習の受入が可能な企業数
は、86社（平成24年度実績）

配置した2名の特別支援学校就職ア
ドバイザーを配置したことで、新規企
業の実習先の開拓が進んだ。

平成25年度から、特別支援学校就職アド
バイザーの雇用形態が緊急雇用ではな
く、一般財源で雇用する、

生徒に対する継続的な支援と、卒業
生へのアフターケアを充実させてい
きたい。

特別支援教育課

教職員等に対する男女共同参
画に関する研修の実施　　【再
掲】

・教育センターでの年次研修等の中で
男女共同参画に関わる内容を入れてい
く事を予定

・年度によっては、男女共同参画に
直接的に関わる部分を構成しきれ
ない事がある。

臨時に対応 臨時に対応
・教育センターでの年次研修等の中で男
女共同参画に関わる内容を入れていく事
を予定

・年度によっては、男女共同参画に
直接的に関わる部分を構成しきれな
い事がある。

教育政策課

教職員等に対する男女共同参
画に関する研修の実施【再掲】

・小中学校人権教育主任連絡協議会に
おいて、人権擁護委員によるデートＤＶ
研修について情報提供。

・協議会の限られた時間の中での
効果的な情報提供

小中学校人権教育主任連絡協議会におい
て、人権擁護委員によるデートＤＶ研修に
ついて情報提供。

新たな情報提供により、デートＤＶ研
修を行う学校が増加した。

市町村教育行政人権教育担当者及び人
権啓発担当者連絡協議会において、人権
擁護委員によるデートＤＶ研修について情
報提供。

協議会の限られた時間の中での効
果的な情報提供。

人権教育課
（教育センター）
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

子どもの発達段階に応じた性に
関する教育の実施

・専門講師派遣による高等学校等での
講話
・女子高校生への思春期ハンドブックの
配布
・思春期の性に関する出前講話

・専門講師派遣事業の周知
・高等学校との連携

◆高知県性に関する専門講師派遣事業に
ついて県内高等学校、高知工業高等専門
学校に周知した。
○実績
・県立高等学校：２校
・私立高等学校：１校
◆女子高校生向け思春期ハンドブックを県
下女子高校生に配布した。
◆思春期の出前講話実施（講話実施にプ
リンクカードや思春期ハンドブックを配布）
○実績
・小学校１校　・中学校１３校　・高等学校３
校

◆スポーツ健康教育課が実施してい
ない、４月～６月、１月～３に県立高
等学校が外部講師による性の講話を
計画した場合、この事業で実施するこ
とがでいるようになった。
◆私立高校は年間を通じて実施でき
るようになったことで、今後申請が増
加すると思われる。
◆思春期ハンドブックは思春期の身
体と心の成長に伴う健康管理の内容
のため、高校生の実生活に活かせる
と考える。

◆高知県性に関する専門講師派遣事業
について県内高等学校、高知工業専門高
等学校に周知していく。
◆思春期ハンドブックの配布を継続してい
く。

・専門講師派遣事業の周知
・高等学校との連携 健康対策課

子どもの発達段階に応じた性に
関する教育の実施

（「性に関する指導」普及推進事業）
効果的指導方法の研究
専門医等の派遣（35回予定）
・性に関する指導普及推進指導者研修
会を校種別に分け2日間開催する。（8
月8日、9日両日で参加者100人予定）

・児童生徒の発達段階に応じ、各学
校において学習指導要領に沿った
指導が実践されるようにする。

効果的指導方法の研究校、小学校１１校、
中学校５校、高等学校１０校、特別支援学
校３校の計２９校
専門医等の派遣４０回
性に関する指導普及推進指導者研修会参
加者９５名
性に関する指導の実施状況調査を実施
　効果的指導方法の研究校では、性に関
する指導の重要性が再認識された。研修
会では学習指導要領に沿った性に関する
指導の重要性を事例等を交えて研修した。

指導計画作成率（性に関する指導の
実施状況調査）において、平成２３年
度は小学校75.6％（昨年度、77.5％）、
中学校58.8％（昨年度56.0％）、高等
学校46.3％（昨年度43.4％）、特別支
援学校57.1％（昨年度41.7％）であっ
た。全体では66.2％（昨年度66.4％）と
なり昨年度と比べ、ほぼ横ばいであっ
た。
中学校・高等学校・特別支援学校の３
校種で向上していることから「性に関
する指導」の計画的な実施の重要性
が認知されている。

（「性に関する指導」普及推進事業）
効果的指導方法の研究等
性に関する指導普及推進指導者研修会を
開催する。

児童生徒の発達段階に応じ、各学校
において学習指導要領に沿った指導
が実践されるようにする。

スポーツ健康教育
課

性に関する教育用教材の作成

・各市町村教育委員会、各市町村立（学
校組合）学校、県立学校等に24年度の

・効果的な取組の選定
・実施事業をまとめ、期限内での作

効果的指導方法の研究校から１０校の実
践と性に関する指導についてのアンケート

効果的な取組の選定
実施事業をまとめ、期限内での作成

各市町村教育委員会、各市町村立（学校
組合）学校、県立学校等に25年度の性に 効果的な取組の選定 スポーツ健康教育
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性に関する教育用教材の作成
校組合）学校、県立学校等に24年度の
性に関する指導についての取組をまと
めた報告書を配布する。

・実施事業をまとめ、期限内での作
成

践と性に関する指導についてのアンケート
調査結果を報告書としてまとめた。

実施事業をまとめ、期限内での作成
とも計画どおり実施できた。

組合）学校、県立学校等に25年度の性に
関する指導についての取組をまとめた報
告書を配布する。

効果的な取組の選定
実施事業をまとめ、期限内での作成

スポーツ健康教育
課

思春期相談センター「PRINK」に
おける性に関する相談・啓発の
実施

○思春期相談センターの利用者であ
る、中学生、高校生への周知
・思春期相談センター広報用名刺大
カードを希望する市町村中高等学校、
県内高等学校に子どもの人数分を配布
する。

思春期相談センター活動の周知

◆思春期相談センター広報用名刺大カー
ドを県内高等学校及び希望する市町村中
学校に配布した。
◆関係機関等の会議や研修会、性に関す
る出前講話等の機会を利用し、思春期相
談センター活動を周知した。

◆相談件数の増加
・電話相談
　H23年度2,745件→H24年度4,938件
・メール相談
　H23年度168件→H24年度182件

◆思春期相談センター広報用名刺大カー
ドの配布を継続する。

思春期相談センター活動の周知 健康対策課

思春期電話相談の実施

・今年度も関係機関の会議等を生かし
思春期相談センター活動の情報提供を
行い、理解を深めてもらえるようにして
いく。

思春期相談センター活動の周知

◆相談事業
○電話相談：4,938件
○メール相談：182件
○個別面接相談(予約）：7件

◆相談事業件数が前年度より増加。
周知活動をした結果と思われる。

◆今後も思春期相談センターの広報用名
刺大カードの配布および関係機関への周
知活動を継続していく。 思春期相談センター活動の周知 健康対策課

性に関する専門講師派遣事業
（ピアカウンセラーの養成から変
更）

性に関する専門講師による高等学校等
での講話

専門講師派遣事業の周知

◆高知県性に関する専門講師派遣事業に
ついて、県内高等学校、高知工業高等専
門学校に周知した。
◆県立高等学校：２校　私立高等学校：１
校実施した。

◆スポーツ健康教育課が実施してい
ない、４月～６月、１月～３に県立高
等学校が外部講師による性の講話を
計画した場合、この事業で実施するこ
とがでいるようになった。
◆私立高校は年間を通じて実施でき
るようになったことで、今後申請が増
加すると思われる。

◆高知県性に関する専門講師派遣事業
について県内高等学校、高知工業専門高
等学校に周知していく。

専門講師派遣事業の周知
健康対策課

PTA活動への男女共同参画の
促進

高知県ＰＴＡ研究大会の開催
・日時：平成２４年７月８日
・参加者：県内保・幼・小・中・高等学校
ＰＴＡ及び関係者４００名（予定）
・講演、実践報告による研修・

・参加者の増加
・各年代に共通した課題に対応する
研修内容の検討

・参加者338名
・防災をテーマに大会を開催し、講演や実
践発表により男女ともに地域防災に取り組
む意識を高める。
・実際にクロスロードを体験することで、災
害時の対応について学ぶ。

・講師から、南海地震に対する津波災
害等の備えや子どもの命を守るため
の具体的な話を聞くことができ、今後
の取組の参考になった。
・演習のクロスロードやPTAの実践
は、参加者が持ち帰って、現場で実
践してもらうために有効であった。

高知県ＰＴＡ研究大会の開催
・日時：平成２５年７月７日（日）
・参加者：県内保・幼・小・中・高等学校ＰＴ
Ａ及び関係者４００名（予定）
・講演、実践報告による研修
・テーマ・・「自然体験」

・参加者の増加を図るための工夫及
び効果的な広報
・各年代に共通した課題に対応する
研修内容の検討

生涯学習課

の
男
女
共
同
参
画
の
推
進

意
識
を
変
え
る

な
場
で
の
意
識
を
変
え
る

16



実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

商工会議所・商工会、農業協同
組合、漁業協同組合などの団
体組織を通じた男女共同参画
についての啓発促進

(若手後継者育成事業費）
商工会・商工会議所の女性部のための
経営革新、IT革命等に対応するための
セミナー、研修会講習会等の開催経費
に対して助成する。
会議所女性部への助成：419千円（研修
会開催等2回）
商工会女性部への助成：2,062千円（研
修会開催等6回）

女性部として、商工会、会議所の取
り組みへの協力体制はとれている。
今後、商工会等の組織運営に直接
的な関与を促進する。

地域振興事業や各種研修会等を開催。
会議所女性会研修会開催費：419千円
商工会女性部研修会・地域振興拡張事業
費：2,062千円

商工会、商工会議所女性部は、他組
織とも連携して活動を行う機会も多
く、全体の組織運営には関与できて
いる。地域振興等への関わりも強く、
リーダーシップを発揮する場面は多く
なってきているが、商工会等の運営に
直接関わる女性役員の数はまだまだ
少ない。また、各単会毎に関与の濃
淡が見られる状態。

(若手後継者育成事業費）
商工会・商工会議所の女性部のための経
営革新、IT革命等に対応するためのセミ
ナー、研修会講習会等の開催経費に対し
て助成する。
会議所女性部への助成：1,274千円（研修
会・地域振興拡張事業）
商工会女性部への助成：1,684千円（研修
会・地域振興拡張事業）

女性部・女性会として、商工会、会議
所の取り組みへの協力体制はとれて
いる。今後、商工会等の組織運営に
直接的な関与を促進するとともに、
次世代の活動関与を推進していく。

経営支援課

商工会議所・商工会、農業協同
組合、漁業協同組合などの団
体組織を通じた男女共同参画
についての啓発促進

JA大会で定められた目標値である「女
性理事の割合を１農協あたり最低限２
名」に向けて取り組みが進められてない
農協について、指導を継続していく。

地域が男性主導となっているため、
地区からは出たくないという人が多
い。

・女性役員２名増
・女性役員枠増のため定款変更

女性役員の増につながる。

ＪＡ大会で定められた目標値である「女性
理事の割合を1農協あたり最低限２名」に
向けて各農協での取り組みが進められて
いるかどうかなどについて、指導を継続し
ていく。

地域が男性主導となっている中での
人材確保

協同組合指導課

商工会議所・商工会、農業協同
組合、漁業協同組合などの団
体組織を通じた男女共同参画
についての啓発促進

女性組合員の加入の啓発に取り組む。 啓発機会をとらえる取り組み
・常例検査時に啓発
・検査実施漁協本支所数＝24箇所

・女性組合員に限らず、組合員の減
少が著しい。（過去５年間で1,121人減
少）

女性組合員の加入の啓発に取り組む。 啓発機会をとらえる取り組み 水産政策課

人権啓発に関する企業リーダー
養成講座の実施

(人権啓発研修事業　県民啓発研修事
業）
　　（人権啓発研修企業リーダー養成講
座開催事業）（再掲）
対象：企業内をはじめ、ＮＰＯやﾎﾞﾗﾝﾃｨ
ｱｸﾞﾙｰﾌﾟなど一般県民
内容：人権について研修計画を立案ま
たは自らが講師として対応できるリー
ダーとなれる人材を養成するための講

所属する企業、団体内外での人権
啓発活動を通じて、人権尊重の社
会づくりに寄与する人材を今後も引
き続き養成する必要がある。

講座開催の広報を活発に行い、参
加を広く呼びかける。

対象：企業内をはじめ、ＮＰＯやﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｸﾞ
ﾙｰﾌﾟなど一般県民
内容：人権について研修計画を立案または
自らが講師として対応できるリーダーとな
れる人材を養成するための講座を開設し
た。
人権啓発研修ﾋｭｰﾏﾝﾊﾟﾜｰ育成講座：6月25
日～10月5日　5講座（連続）　延べ219名
人権啓発研修ﾊｰﾄﾌﾙｾﾐﾅｰ：6月21日～11

人権啓発研修ﾋｭｰﾏﾝﾊﾟﾜｰ育成講座
は受講申込人数が定員を下回ってい
る。

ハートフルセミナーも出席者が募集人
員を下回っている。

どちらの講座も受講者の満足度は高
い。

(人権啓発研修事業　県民啓発研修事業）
　　（人権啓発研修企業リーダー養成講座
開催事業）
対象：企業内をはじめ、ＮＰＯやﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｸﾞ
ﾙｰﾌﾟなど一般県民
内容：人権について研修計画を立案また
は自らが講師として対応できるリーダーと
なれる人材を養成するための講座を開設
する。

所属する企業、団体内外での人権啓
発活動を通じて、人権尊重の社会づ
くりに寄与する人材を今後も引き続き
養成する必要がある。

講座開催の広報を活発に行い、参加
を広く呼びかける。

人権課
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座を開設する。
人権啓発研修ﾊｰﾄﾌﾙｾﾐﾅｰ：6月21日～11
月10日　5講座　607名

い。 する。

企業等への外部講師派遣事業
の実施

【出前講座】
各種団体等の依頼に応じ、サポーター
講師、ソーレ職員が講師として、男女共
同参画に関する講座を実施

・講座実施団体との協議等による
ニーズの把握
・ニーズに合致した講座内容の充実
・事業内容の各種団体への周知

【出前講座】
・ソーレ登録の外部講師「サポーター講師」
を派遣　年間15件　参加者1,223名
地域のグループ、各市町村等からの要請
により、男女共同参画に関する講座に「サ
ポーター講師」を派遣した。
・男女共同参画の理解が進んだ。

・企業・地域等への啓発は実施でき
た。
・派遣回数を増やしていく必要があ
る。

【出前講座】
各種団体等の依頼に応じ、サポーター講
師、ソーレ職員が講師として、男女共同参
画に関する講座を実施

・講座実施団体のニーズ把握
・ニーズに合致した講座内容の充実
・事業内容の企業等への周知

県民生活･男女共
同参画課

企業等への外部講師派遣事業
の実施

人権啓発研修事業　県民啓発研修事
業）
　　（講師派遣等事業）
対象：一般県民
内容：幅広い人権に関する研修需要に
対応できるよう講師を予め確保・登録
し、必要に応じて派遣を行う。

今後も幅広い人権に関する研修需
要に対応できるよう講師を予め確
保・登録し、必要に応じて派遣を
行っていく必要がある。

講師派遣等事業
対象：一般県民
内容：幅広い人権に関する研修需要に対
応できるよう講師を予め確保・登録し、必要
に応じて派遣を行った。
講師派遣件数　169回

各種研修会メルマガ等、さまざまな機
会を通じてＰＲしており、講師派遣研
修が周知されている。

人権啓発研修事業　県民啓発研修事業）
　　（講師派遣等事業）
対象：一般県民
内容：幅広い人権に関する研修需要に対
応できるよう講師を予め確保・登録し、必
要に応じて派遣を行う。

今後も幅広い人権に関する研修需
要に対応できるよう講師を予め確保・
登録し、必要に応じて派遣を行って
いく必要がある。 人権課

企業等への外部講師派遣事業
の実施

・子育て出前講座の実施
  5回（予定）

・事業の周知

・高知県次世代育成支援企業への周知（4
月、12月）
・高知法人会会員企業（6500社）への周知
・実施　　8団体　参加　156名

・12月に再度周知することにより実施
団体が増えた。

・子育て出前講座の実施
  5回（予定）

・講師の発掘 少子対策課
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

県職員へのセクシュアル・ハラ
スメント防止のための研修・啓
発の実施

県職員へのセクハラ・パワハラ防止の
ための研修・啓発の実施に努めていく。

セクハラ・パワハラの防止を図るとと
もに、職員が相談しやすい環境づく
りを進める。

研修受講生のアンケートで89.5%が良かっ
たという感想であり、セクハラ･パワハラ防
止の必要性、発生時対処等への認識が向
上した。

研修対象者を選定し、対象者に応じ
た研修内容の考察が必要。

県職員へのセクハラ・パワハラ防止のた
めの研修・啓発の実施に努めていく。

セクハラ・パワハラの防止を図るとと
もに、職員が相談しやすい環境づくり
を進める。

行政管理課

県職員へのセクシュアル・ハラ
スメント防止のための研修・啓
発の実施

教頭研修ステージⅡ
・人権教育研修Ⅱ（人権が大切にされる
学校づくり）の講座として、スクール・ハ
ラスメント未然防止に係る研修を実施
・終日研修のうちの半日で実施予定
・各校における校内研修と併せて実施
することで、その効果を高めることがで
きるので、各学校へ働きかけを行う。

・教頭研修は３年スパンで体系化し
たプログラムに沿って実施している
ため、実施内容が決まっており、セ
クシュアル・ハラスメントの防止に特
化した形での運営が難しい。

教頭研修ステージⅡの中で、人権教育研
修Ⅱ（人権が大切にされる学校づくり）とし
て、スクール・ハラスメントの未然防止に向
け徹底を図る研修を実施
　・10月23日
　・32名（小学校10名、中学校11名、
　　県立学校11名）

学校における実態の把握と、効果のある組
織的な対応の在り方の関する理解が進
み、管理職として、未然防止の推進者であ
るという自覚が高まった。

・研修満足度アンケート3.35
  (４段階評価)

・校種混合の研修であり、異校種の実
態や取組方法の交流につながった。

・１月末に実施した活用度アンケート
においても、具体的活用が明記され
ていた。

教頭研修ステージⅡ
・人権教育研修Ⅱ（人権が大切にされる学
校づくり）の講座として、スクール・ハラスメ
ント未然防止に係る研修を実施
・終日研修のうちの半日で実施予定
・昨年度の研修の反省を生かした立案
・各校における校内研修と併せて実施す
ることで、その効果を高めることができる
ので、各学校へ働きかけを行う。

・教頭研修は３年スパンで体系化し
たプログラムに沿って実施しているた
め、実施内容が決まっており、セク
シュアル・ハラスメントの防止に特化
した形での運営が難しい。

教育政策課（教育
センター）

県職員へのセクシュアル・ハラ
スメント防止のための研修・啓
発の実施

ハラスメント相談員に対する研修会の
実施（研修会の最後に女性職員を対象
に個別検討会を実施）及び全職員に対
する資料（警務課レター）の掲載

職員が意見を言いやすい（相談しや
すい）環境を整えることが必要であ
る。

ハラスメント相談員研修会の最後に、女性
相談員のみによる、グループ別検討会を
行った。
相談は、H24年度中３件寄せられた。３件と
も研修会開催後であった。

職員全体に、相談制度の内容が浸透
し、相談員の受理体制も整ってきてい
る。

ハラスメント相談員に対する研修会の実
施。　各所属単位での教養等を実施し、更
なる職員の意識改革を行う。

職員が我慢をせず、意見を言いやす
い（相談しやすい）環境ができている
か。

警務課

・認証制度の普及啓発
　→訪問企業数226社
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仕事と家庭の両立のための広
報・啓発促進

・認証制度の普及啓発：訪問予定企業
数200社
・ワークライフバランス推進事業：セミ
ナーの開催(オンデマンド型３回、集合
型４回）
・ワークライフバランス周知・啓発事業：
会員社労士を活用した企業訪問1000社

・中小企業が多く浸透が困難
・事業主の意識の向上

　→訪問企業数226社
・ワークライフバランス推進事業：セミナー
の開催
→オンデマンド型：３回
　・高知県建設業協会１７名参加
　・高知県印刷業（協）　９名参加
　・高知県設備協会　１４名参加
　　 集合型：４回
・ワークライフバランス周知・啓発事業：企
業訪問１，０００社

セミナー開催や企業訪問による周知
を図るが、セミナー参加企業も少な
く、中小企業等の関心が低い。

・認証制度の普及啓発：訪問予定企業１５
０社

・ワークライフバランス周知啓発事業：セミ
ナーの開催２回

・中小企業が多く、事業の浸透は困
難

・事業主の意識の向上

雇用労働政策課

仕事と家庭の両立のための広
報・啓発促進

・こうちプレマnetの運営
　情報の充実（子育てサークル等の
　活動やイベント情報の提供等）
・子育て応援情報紙「大きくなあれ」
　の発行
　年4回・各35,500部

・子育て応援フォーラムの開催
　10/21イオンモール高知
　ほかサテライト会場
・子育て応援キャンペーンの実施
　子育て応援呼びかけ7カ条、
　子育て応援川柳のＰＲ
　県民会議構成団体の取組を促進
　するキャンペーングッズの作成
　街頭活動の実施

・的確かつタイムリーな情報の提供

・こうちプレマの運営
・子育て応援情報紙「大きくなあれ」
　年4回・各35,500部発行
　

・子育て応援フォーラム
　10/21　イオンモール高知
　　　　　　高知学園短期大学
　　　　　　　来場者延べ人数：2,141人
・子育て応援キャンペーン
　県民会議構成団体の取組を
　促進するキャンペーングッズ
　の作成、配布
　街頭活動の実施

・H23.7のリニューアル後、アクセス数
が増加。
　H22年度：41,249件
　H23年度：93,905件
　H24年度：80,535件
イベント情報について、高知市以外の
地域の情報が少ない。

・子育て支援に関心のある人以外の
人にも広げることができた。
・さらなる広がりを持たせることが重
要。

・こうちプレマnetの運営
　情報の充実（子育てサークル等の
　活動やイベント情報の提供等）
・子育て応援情報紙「大きくなあれ」
　の発行
　年4回・各40,000部

・子育て応援キャンペーンの実施
　県民会議構成団体の取組の拡大
　県民への広報の拡大
　　県民参加事業（作品募集）
　　啓発パネル作成
・子育て応援フォーラムの開催
　11/4　イオンモール高知

・的確かつタイムリーな情報の提供

・県民会議構成団体の主体的な取組

少子対策課
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組
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マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組
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労働関係法令等の広報・啓発・
周知

・労働局と連携し、企業への男女雇用
機会均等法周知やセクハラ防止などを
目的に、セミナーを開催
・課のホームページなどを通じた啓発

・関係法令の改正に関する企業へ
の周知
・セミナーへの参加者の増加

ワークライフバランスセミナーの開催（集合
型４回）
・第１回高知市：３１名参加
・第２回四万十市：２１名参加
・第３回高知市：３６名参加
・第４回安芸市：１９名参加
労働局から育児・介護休業法や助成金の
説明を行うなど労働局と連携して開催。

セミナーへの参加者が少なく、開催通
知についての工夫が必要である。

労働局と連携し企業等への男女雇用機会
均等法などを目的にセミナーを開催

セミナーへの参加者の増加 雇用労働政策課

NPO、ボランティア団体、地域の
自治会、スポーツ団体、女性活
動団体等の育成・支援

(新しい公共)
新しい公共支援基金事業を活用したＮ
ＰＯ等の活動基盤の環境整備
・ＮＰＯ活動ステップアップ支援事業
・ＮＰＯ活動強化支援事業
・ＮＰＯとの協働モデル事業
・ＮＰＯ寄附募集支援事業

【高知県社会貢献活動支援推進計画の
取組の推進】
（高知県社会貢献活動拠点センター運
営事業費）
学習機会の提供
内容：ＮＰＯ基礎講座、ＮＰＯ経営塾、
NPO経営研究会、ＮＰＯ実務講座、ＮＰ
Ｏ実務相談、ボランティアガイダンス、Ｎ
ＰＯ会議室貸出

<ＮＰＯとの協働モデル事業費補助
金>
県内の市町村及びＮＰＯにとって、
「モデル事業」となるよう、ＰＲが必
要となる。

(新しい公共)
<NPO活動ステップアップ支援事業>
○集合型研修開催：１２セミナー、延べ１１
４団体、１８３名参加
○専門家派遣：１６団体に４１回派遣
<ＮＰＯ寄附募集支援事業>
ＮＰＯ活動への寄附啓発を目的とした「ファ
ンドレイジング・ジャパンinこうち」を開催し、
326名参加。
<ＮＰＯとの協働モデル事業費補助金>
２市町に対し、協働による事業へ補助。
⇒これらの事業により、ＮＰＯ等の活動基
盤の環境整備を実施。

（高知県社会貢献活動拠点センター運営
事業費）
学習機会の提供によりＮＰＯ活動を支援
実績：ＮＰＯ基礎講座、ＮＰＯ経営塾、NPO
経営研究会、ＮＰＯ実務講座、ＮＰＯ実務相
談、ボランティアガイダンス、ＮＰＯ会議室
貸出

（新しい公共）
<NPO活動ステップアップ支援事業>
ＮＰＯ法改正でＮＰＯ等を取り巻く環境が
大きく変化する中、タイムリーなセミナー
や、専門家派遣を通じ、活動の支援を実
施。

<ＮＰＯ寄附募集支援事業>
ＮＰＯ活動への資金集めのノウハウや知
識を提供し、ＮＰＯ自らによる資金調達に
新たな取組も生まれている。

<ＮＰＯとの協働モデル事業費補助金>
それぞれの事業においてＮＰＯと行政が
「協働」して事業実施できた。

（高知県社会貢献活動拠点センター運営
事業費）
新しい公共支援基金事業との相乗効果に
より、ＮＰＯの支援を充実させることができ
た。

(新しい公共)
新しい公共支援基金事業を活用したＮＰＯ
等の活動基盤の環境整備
・ＮＰＯ活動ステップアップ支援事業
・ＮＰＯ活動強化支援事業
・ＮＰＯとの協働モデル事業
・ＮＰＯ寄附募集支援事業

【高知県社会貢献活動支援推進計画の取
組の推進】
（高知県社会貢献活動拠点センター運営
事業費）
学習機会の提供
内容：ＮＰＯ基礎講座、ＮＰＯ経営塾、NPO
経営研究会、ＮＰＯ実務講座、ＮＰＯ実務
相談、ボランティアガイダンス、ＮＰＯ会議
室貸出

<ＮＰＯとの協働モデル事業費補助金
>
県内の市町村及びＮＰＯにとって、
「モデル事業」となるよう、ＰＲが必要
となる。

県民生活･男女共
同参画課
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NPO、ボランティア団体、地域の
自治会、スポーツ団体、女性活
動団体等の育成・支援

ボランティアセンター事業
・福祉教育・ボランティア学習実践講座
の開催
・地域連携による福祉教育・ボランティ
ア学習ステップアップ事業の実施
（指定社協） 南国市社協、馬路村社協
・ボランティアコーディネーション機能強
化モデル事業の実施
（指定社協） 佐川町社協
・ボランティアNPO通信「手をつなごう」
の発行

・学校現場における福祉教育の継
続的実施
・市町村社協のボランティアセン
ター機能の強化

ボランティアセンター事業
・福祉教育・ボランティア学習実践講座の
開催：参加者58名
・地域連携による福祉教育・ボランティア学
習ステップアップ事業の実施：（指定社協）
南国市社協、馬路村社協
・ボランティアコーディネーション機能強化
モデル事業の実施：（指定社協）佐川町社
協
・市町村ボランティアセンター研究会の実
施：参加者39名
・ボランティアNPO通信「手をつなごう」の発
行：４回　4,000部発行

・福祉教育・ボランティア学習に関わ
る者が、その学習を進めるための知
識や技術を習得することができた。
・社協や学校等関係機関の連携体制
の構築、学校や地域の中での福祉教
育・ボランティア学習の協働実践事例
の創出を支援した。
・地域ぐるみでのボランティアコーディ
ネーションの基盤整理が図られた。
・市町村社協のボランティアセンター
の事業の実態を踏まえ、高知型のボ
ランティアセンター作りに向けてスキ
ルアップの方策を検討することができ
た。
・ボランティア活動等について分かり
やすく紹介、情報を掲載した通信の発
行し、魅力や必要性を発信した。

ボランティアセンター事業
・福祉教育・ボランティア学習実践講座の
開催
・地域連携による福祉教育・ボランティア
学習ステップアップ事業の実施
・ボランティアコーディネーター研修事業の
実施
・高知型ボランティアセンター機能強化事
業の実施
・ボランティアNPO通信「手をつなごう」の
発行

・学校現場における福祉教育の継続
的実施
・市町村社協のボランティアセンター
機能の強化

地域福祉政策課

男女共同参画に関する出前講
座や公民館活動を通じた県民
への研修の実施

（こうち男女共同参画センター運営管理
費）（再掲）
【地域版　男女共同参画講座】【出前講
座】j地域住民への男女共同参画の理
解浸透を図るため、地域に出向き講座
等を行う。

・講座実施団体との協議等による
ニーズの把握
・ニーズに合致した講座内容の充実
・事業内容の各種団体への周知

【地域版　男女共同参画講座】【出前講座】
・地域版男女共同参画講座　安芸市（防
災・災害復興に男女共同参画の視点を）と
奈半利町（ワタシらしく、自分らしく）で開
催。
・ソーレ登録の外部講師「サポーター講師」
を派遣　年間15件　参加者1,223名
地域住民への男女共同参画の理解が進
んだ。

・受講者の満足度は高いので、講師・
講座内容のニーズを把握し、未開催
地域での開催の検討、派遣回数を増
やしていく必要がある。

【地域版　男女共同参画講座】【出前講
座】
主に高知市以外の地域住民の依頼に応
じ、男女共同参画に関する講座を、地域
版男女共同参画講座、出前講座として実
施

・講座実施団体のニーズ把握
・ニーズに合致した講座内容の充実
・事業内容の企業等への周知

県民生活･男女共
同参画課

男女共同参画に関する出前講
座や公民館活動を通じた県民
への研修の実施

高知県公民館研究大会の開催
・日時：平成25年1月31日
・参加者：200名（予定）
・講演・実践発表

・公民館がない市町村の公民館研
究大会実施への協力体制

・参加者220名
・優れた実践を行っている県外講師や県内
の公民館の取組から今後の公民館活動の
在り方について学ぶ。
・熟議により、参加者が課題や課題解決に
向けた議論を深める。

・参加者の意識が地域や立場（行政・
公民館長等）により差がある。
・講演や実践発表は今後の公民館活
動の活性化への意欲付けとなった。
・熟議の時間が短いことや、参加者の
立場の違いから、課題に対する解決
策まで到達しにくかった。

高知県公民館研究大会の開催
・日時：未定
・参加者：200名（予定）
・講演・実践発表・熟議

・公民館活動の活性化
・公民館がない市町村の公民館研究
大会実施への協力体制

生涯学習課
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

男女共同参画に関する情報の
提供（広報誌等による啓発）

広報誌作成や講演、研修会の開催等啓
発事業の他、図書等利用ＰＲ事業を実
施

効果的な広報の検討

・男女共同参画啓発事業として「ぐーちょき
ぱーvol.7」の改訂部分にあわせ啓発パネ
ル8枚の作成、県内外へ啓発パネル18件
20セットの貸出
・「ぐーちょきぱーvol.10　南海地震発生!！
そのとき、あなたは・・・」の発行
・出前講座事業として、地域版男女共同参
画講座2か所（安芸市・奈半利町）、サポー
ター講師活用による出前講座15件（参加者
1223名）、ソーレ職員による研修・講演17
回（参加者947名）の実施
・「ソーレ・スコープ」vol.60～63発行による
男女共同参画の啓発、ソーレ事業や暮らし
に関するコーナーの掲載
・「セミナー・ガイド」前期4月、後期10月発
行による事業や講演、研修会の開催等啓
発事業の掲載
・図書等利用ＰＲ事業「私のためのリフレッ
シュタイム」年6回の実施
・ホームページやメールマガジンによる広
報
・男女共同参画推進月間講演会（参加112
名）防災になぜ女性の視点が必要かの周
知
・様々な媒体によるより広範囲な啓発・広
報

・これまで男女共同参画を学ぶ機会
のなかった県民への啓発、女性の視
点での災害への備えの必要性の学
びから、今後の生活や防災活動に生
かすことが可能
・「ソーレ・スコープ」「セミナー・ガイド」
等の配布先を個人から団体・企業中
心に変更することで、より広範囲な啓
発・広報が可能

（こうち男女共同参画センター管理運営
費）
・広報誌作成や講演、研修会の開催等啓
発事業の他、図書等利用ＰＲ事業、ホー
ムページやメールマガジンによる啓発・広
報
・ホームページの内容を見直すとともに、
更新作業の簡素化に取り組む。

（こうち男女共同参画センター管理運
営費）
効果的な啓発・広報の検討

県民生活･男女共
同参画課

男女共同参画地域サポート事業を２町で
実施
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市町村が行う男女共同参画へ
の意識啓発に対する支援

（男女共同参画推進事業費）
○男女共同参画地域サポート事業
・男女共同参画社会形成のために活動
しているＮＰＯを市町村に派遣し、市町
村が行う
　　・基本計画の策定
　　・住民への啓発
等の男女共同参画の取組を支援する。
・３市町村に対して実施

○市町村への当該事業のＰＲの強化
　・市町村の個別訪問

○市町村へ、基本計画の策定に有効な
情報の提供
　・基本計画策定の手引の見直しと配
布

・男女共同参画地域サポート事業
の内容が、市町村のニーズに沿っ
たものになっているかを検討

・予算策定時等、効果的なＰＲ時期
の検討

・わかりやすい手引の作成

実施
○田野町：
　・広報誌への記事掲載３回
○奈半利町：
　・広報誌への記事掲載４回
　・男女共同参画講演会の開催
　　　「私らしく自分らしく」７３名
○市町村男女計画策定の手引き（案）の作
成
　
広報や講演会を通じて、住民の男女共同
参画への理解が進んだ。
市町村が行う男女計画の策定や改定を支
援するための基礎情報ができた。

○市町村への個別訪問
・市町村を訪問して男女プランの策定を働
きかけるとともに女性の参画促進について
も啓発を行った　１市６町

・訪問した市町村では男女共同参画の必
要性について認識を再確認し、１町で計画
策定に向けた取組が始まった。

・事業を実施した２町においては、事
業実施の手助けになるため、評価も
高い

・委託業者であるＮＰＯ法人ポレール
の育成にも繋がっている

・市町村からなかなか手があがらない
ので、この事業について市町村への
ＰＲを強化する必要がある

・市町村において、基本計画策定の
ためのノウハウが必要

（男女共同参画推進事業費）
○男女共同参画地域サポート事業
・男女共同参画社会形成のために活動し
ているＮＰＯを市町村に派遣し、市町村が
行う
　　・基本計画の策定
　　・住民への啓発
等の男女共同参画の取組を支援する。
・３市に対して実施

○市町村への当該事業のＰＲの強化
　・市町村の個別訪問

○市町村へ、基本計画の策定に有効な情
報の提供
　・男女計画策定の手引作成と配布

・男女共同参画地域サポート事業の
内容が、市町村のニーズに沿ったも
のになっているかを検討

・予算策定時等、効果的なＰＲ時期
の検討

・手引の早期作成

県民生活･男女共
同参画課

市町村人権啓発担当者研修の
実施【再掲】

（人権啓発活動市町村委託事業）（再
掲）
対象：市町村
内容：人権尊重思想の普及啓発を図
り、基本的人権の擁護に資するため、
住民を対象とする講演会や研修会など
の啓発活動を委託する。

継続して実施する必要がある。
人権啓発活動市町村委託事業を33市町村
で実施。そのうち21市町村が講演会や研
修を実施。

講師の選択や広報手段が参加者数
に直結している。

（人権啓発活動市町村委託事業）
対象：市町村
内容：人権尊重思想の普及啓発を図り、
基本的人権の擁護に資するため、住民を
対象とする講演会や研修会などの啓発活
動を委託する。

継続して実施する必要がある。 人権課
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

企業等への外部講師派遣事業
の実施【再掲】

【出前講座】
各種団体等の依頼に応じ、サポーター
講師、ソーレ職員が講師として、男女共
同参画に関する講座を実施

・講座実施団体との協議等による
ニーズの把握
・ニーズに合致した講座内容の充実
・事業内容の各種団体への周知

【出前講座】
・ソーレ登録の外部講師「サポーター講師」
を派遣　年間15件　参加者1,223名
地域のグループ、各市町村等からの要請
により、男女共同参画に関する講座に「サ
ポーター講師」を派遣した。
・男女共同参画の理解が進んだ。

・企業・地域等への啓発は実施でき
た。
・派遣回数を増やしていく必要があ
る。

【出前講座】
各種団体等の依頼に応じ、サポーター講
師、ソーレ職員が講師として、男女共同参
画に関する講座を実施

・講座実施団体のニーズ把握
・ニーズに合致した講座内容の充実
・事業内容の企業等への周知

県民生活･男女共
同参画課

企業等への外部講師派遣事業
の実施【再掲】

人権啓発研修事業　県民啓発研修事
業）
　　（講師派遣等事業）（再掲）
対象：一般県民
内容：幅広い人権に関する研修需要に
対応できるよう講師を予め確保・登録
し、必要に応じて派遣を行う。

今後も幅広い人権に関する研修需
要に対応できるよう講師を予め確
保・登録し、必要に応じて派遣を
行っていく必要がある。

講師派遣等事業
対象：一般県民
内容：幅広い人権に関する研修需要に対
応できるよう講師を予め確保・登録し、必要
に応じて派遣を行った。
講師派遣件数　169回

各種研修会メルマガ等、さまざまな機
会を通じてＰＲしており、講師派遣研
修が周知されている。

人権啓発研修事業　県民啓発研修事業）
　　（講師派遣等事業）
対象：一般県民
内容：幅広い人権に関する研修需要に対
応できるよう講師を予め確保・登録し、必
要に応じて派遣を行う。

今後も幅広い人権に関する研修需
要に対応できるよう講師を予め確保・
登録し、必要に応じて派遣を行って
いく必要がある。

人権課

企業等への外部講師派遣事業
の実施【再掲】

・子育て出前講座の実施
  5回（予定）

・事業の周知

・高知県次世代育成支援企業への周知（4
月、12月）
・高知法人会会員企業（6500社）への周知
・実施　　8団体　参加　156名

・12月に再度周知することにより実施
団体が増えた。

・子育て出前講座の実施
  5回（予定）

・講師の発掘 少子対策課

人権（女性）に関する講座・研修
会開催支援

（人権啓発活動市町村委託事業）（再
掲）
対象：市町村
内容：人権尊重思想の普及啓発を図
り、基本的人権の擁護に資するため、
住民を対象とする講演会や研修会など

継続して実施する必要がある。
人権啓発活動市町村委託事業を33市町村
で実施。そのうち21市町村が講演会や研
修を実施。

講師の選択や広報手段が参加者数
に直結している。

（人権啓発活動市町村委託事業）
対象：市町村
内容：人権尊重思想の普及啓発を図り、
基本的人権の擁護に資するため、住民を
対象とする講演会や研修会などの啓発活
動を委託する。

継続して実施する必要がある。 人権課
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住民を対象とする講演会や研修会など
の啓発活動を委託する。

動を委託する。

人権（女性）に関する講座・研修
会開催支援

依頼者の研修ニーズに応えることと併
せ、人権全般を通して女性の人権問題
についても考える場面を設ける。

研修の振り返りを行い、研修の成果
を確認する。また、アンケートを実施
し、研修の成果と課題を明確にす
る。

市町村の研修会への講師派遣
依頼者の研修ニーズに応えることと併せ、
人権全般を通して女性の人権問題につい
ても考える場面を設けた。

女性の人権問題を中心に取り上げて
研修を設定することが難しい。人権全
般の講座や研修のなかに、女性の人
権について考えてもらう場面を意識的
に設定することで、男女共同参画へ
の関心をもってもらうことができた。

依頼者の研修ニーズに応えることと併せ、
人権全般を通して女性の人権問題につい
ても考える場面を設ける。

研修の振り返りを行い、研修の成果
を確認する。また、アンケートを実施
し、研修の成果と課題を明確にする。

人権教育課

女性のチャレンジ・エンパワーメ
ント支援

・「女性リーダー養成講座」の実施
・女性のチャレンジ・エンパワメント支援
事業の実施

・女性のチャレンジ・エンパワメント
に必要な講座の検討
・事業内容の県民への周知

・女性リーダー養成事業として
「ワタシを変える＆創るトレーニング」の実
施
・女性のチャレンジ・エンパワメント支援事
業として
女性のためのパワーアップトレーニング、
エンパワメント支援セミナー、アサーティブ
コミュニケーション講座、就職応援セミナー
（パソコン＆簿記講座）、パソコン（データ集
計基礎）講座の実施
・各事業実施により、男女共同参画の推進
を担う人材の育成を支援した。

・講座受講者からのアンケート調査等
から、講座内容・資料が充実してお
り、受講者の満足度は高かった。
・集客に努めたが、一部受講者が少
ない講座があり、講座内容検討が必
要

・女性リーダー養成事業の実施
・女性のチャレンジ・エンパワメント支援事
業の実施

・女性の置かれている社会的状況を
考えた上で必要な講座の検討
・事業内容の県民への周知

県民生活･男女共
同参画課
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組
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④
地
域
で
の
意
識
啓
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女性リーダーの育成【再掲】

・「女性リーダー養成講座」の実施
・女性のチャレンジ・エンパワメント支援
事業の実施

・女性リーダー育成に必要な講座の
検討
・事業内容の県民への周知

・女性リーダー養成事業として
「ワタシを変える＆創るトレーニング」の実
施
・女性のチャレンジ・エンパワメント支援事
業として
女性のためのパワーアップトレーニング、
エンパワメント支援セミナー、アサーティブ
コミュニケーション講座、就職応援セミナー
（パソコン＆簿記講座）、パソコン（データ集
計基礎）講座の実施
・各事業実施により、男女共同参画の推進
を担う人材の育成を支援した。

・講座受講者からのアンケート調査等
から、講座内容・資料が充実してお
り、受講者の満足度は高かった。
・集客に努めたが、一部受講者が少
ない講座があり、講座内容検討が必
要

・女性リーダー養成事業の実施
・女性のチャレンジ・エンパワメント支援事
業の実施

・女性の置かれている社会的状況を
考えた上で必要な講座の検討
・事業内容の県民への周知

県民生活･男女共
同参画課

県の審議会等の委員への女性
の参画促進

・庁内に向けて、女性委員の割合を上
げるための取組調査を実施する。
・事前協議の際には、要綱改正などの
積極的な対応を依頼する。

・庁内への女性委員の参画の必要
性の啓発手段の検討
・要綱等で、委員の職が指定されて
いる場合の対応策の協議

・推進本部会議、幹事会で、県の状況を説
明した。また、女性の登用が推進されるよ
う「審議会委員への男女の共同参画促進
要綱」の改正案を提示し、本部長から女性
の登用を呼び掛けた。
・各部局が現状を認識し、女性の登用の必
要性を再認識した。

・均衡を満たさない場合の事前協議・報告
１５件
・該当所属に女性の登用の意識付けがで
きた。

・委員の男女構成を均衡にする取組
について、庁内の理解がまだ不十分

・「審議会委員への男女の共同参画促進
要綱」を改正する。また、改正に合わせて
適用除外審議会を整理し、各課に意識啓
発を図る。
・事前協議の際には、要綱改正などの積
極的な対応を依頼する。

・庁内への女性委員の参画の必要
性のさらなる啓発
・女性委員の割合が４０％を下回る
審議会についての事前協議の徹底

県民生活･男女共
同参画課

人材リストの整備と活用促進
政策方針決定の場への女性の参画を
促進するため、女性の人材情報を引き
続き収集、整備する。

・前年度の情報等を参考に、正確な
情報の把握が必要

・問い合わせのあった所属に、審議会委員
名簿等の情報を提供した。
・女性委員の登用の後押しとなった。

・各課からの委員名簿の状況提供を
元に、人材リストの整備ができている
ため、迅速な情報の提供ができてい

政策方針決定の場への女性の参画を促
進するため、女性の人材情報を引き続き
収集、整備する。

・前年度の情報等を参考に、正確な
情報の把握が必要

県民生活･男女共
同参画課

１
　
政
策 続き収集、整備する。 ・女性委員の登用の後押しとなった。
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収集、整備する。

女性リーダーの育成【再掲】

・「女性リーダー養成講座」の実施
・女性のチャレンジ・エンパワメント支援
事業の実施

・女性リーダー育成に必要な講座の
検討
・事業内容の県民への周知

・女性リーダー養成事業として
「ワタシを変える＆創るトレーニング」の実
施
・女性のチャレンジ・エンパワメント支援事
業として
女性のためのパワーアップトレーニング、
エンパワメント支援セミナー、アサーティブ
コミュニケーション講座、就職応援セミナー
（パソコン＆簿記講座）、パソコン（データ集
計基礎）講座の実施
・各事業実施により、男女共同参画の推進
を担う人材の育成を支援した。

・講座受講者からのアンケート調査等
から、講座内容・資料が充実してお
り、受講者の満足度は高かった。
・集客に努めたが、一部受講者が少
ない講座があり、講座内容検討が必
要

・女性リーダー養成事業の実施
・女性のチャレンジ・エンパワメント支援事
業の実施

・女性の置かれている社会的状況を
考えた上で必要な講座の検討
・事業内容の県民への周知

県民生活･男女共
同参画課

女性県職員の登用、活用の推
進

県職員の採用や管理職員への登用に
ついて男女共同参画の観点からも各人
の能力や実績に応じ、均等な機会を提
供する。

-

女性公務員の採用状況（H24.4.1～
H25.3.31）
女性新規採用者50人／採用総数145人＝
34.5％

管理職員への昇任の状況(H25.4.1付け人
事異動)
１等級への昇任者女性１人／１等級への
昇任者総数22人＝4.5％
２等級への昇任者女性４人／２等級への
昇任者総数46人＝8.7％

県職員に占める女性の割合(H25.4.1)
女性職員数　1,016人／職員数　3,391
人＝30.0％（対前年度+0.7％）

県職員（知事部局）の管理職員に占
める女性の割合(H25.4.1)
女性管理職員数　20人／管理職員数
257人＝7.8％（対前年度+0.4％）

県職員の採用や管理職員への登用につ
いて男女共同参画の観点からも各人の能
力や実績に応じ、均等な機会を提供する。

- 人事課

女性県職員の登用、活用の推
進

・公正な昇任試験制度により男女の別
なく幹部へ登用する。

女性の特性を活かしたポストの検討
や、専門的分野での育成を図り、登
用していく。

本年該当事例なし 本年該当事例なし
公正な昇任試験制度により男女の別なく
幹部へ登用する。

女性の特性を活かしたポストの検討
や、専門的分野での育成を図り、登
用していく。

警務課
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

学校現場における女性教職員
の登用促進

20％以下の校種・職種においては、受
審者数の増加を図る

所属長等が有為な人物と判断する
場合に、管理職としての意識を持つ
ことや意欲向上を図り、受審を促す
よう所属長等に依頼する。

女性管理職数
・小中校長48（16%）
・県立校長2（4.7%）
・小中教頭81（24%）
・県立副校長1（25%）
・県立教頭15（25%）
・県立事務長15（36%）

校種・職種により差が見られる。また
単年度の登用数でみると校種による
差が大きいが、全体的には割合の微
増が見られた。

平成25年度管理職等任用審査
　・筆記審査実施日9月7日予定
　・面接審査10月以降予定

所属長等が管理職にふさわしい有為
な人物と判断する場合に、管理職と
しての意識を持つことや意欲向上を
図り、受審を促すよう所属長等に依
頼する。

教育政策課
(教職員・福利課）

男女共同参画の取組に関する
広報、啓発、情報の提供

広報誌作成や講演、研修会の開催等啓
発事業の他、図書等利用ＰＲ事業を実
施

効果的な広報の検討

・男女共同参画啓発事業として「ぐーちょき
ぱーvol.7」の改訂部分にあわせ啓発パネ
ル8枚の作成、県内外へ啓発パネル18件
20セットの貸出
・「ぐーちょきぱーvol.10　南海地震発生!！
そのとき、あなたは・・・」の発行
・出前講座事業として、地域版男女共同参
画講座2か所（安芸市・奈半利町）、サポー
ター講師活用による出前講座15件（参加者
1223名）、ソーレ職員による研修・講演17
回（参加者947名）の実施
・「ソーレ・スコープ」vol.60～63発行による
男女共同参画の啓発、ソーレ事業や暮らし
に関するコーナーの掲載
・「セミナー・ガイド」前期4月、後期10月発
行による事業や講演、研修会の開催等啓
発事業の掲載
・図書等利用ＰＲ事業「私のためのリフレッ
シュタイム」年6回の実施
・ホームページやメールマガジンによる広
報
・男女共同参画推進月間講演会（参加112
名）防災になぜ女性の視点が必要かの周

・これまで男女共同参画を学ぶ機会
のなかった県民への啓発、女性の視
点での災害への備えの必要性の学
びから、今後の生活や防災活動に生
かすことが可能
・「ソーレ・スコープ」「セミナー・ガイド」
等の配布先を個人から団体・企業中
心に変更することで、より広範囲な啓
発・広報が可能

（こうち男女共同参画センター管理運営
費）
・広報誌作成や講演、研修会の開催等啓
発事業の他、図書等利用ＰＲ事業、ホー
ムページやメールマガジンによる啓発・広
報
・ホームページの内容を見直すとともに、
更新作業の簡素化に取り組む。

（こうち男女共同参画センター管理運
営費）
効果的な啓発・広報の検討

県民生活･男女共
同参画課
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・様々な媒体によるより広範囲な啓発・広
報

市町村人権啓発・人権教育担
当研修の実施【再掲】

(人権啓発研修事業　県民啓発研修事
業）
　　（市町村人権啓発担当者研修会開
催事業）（再掲）
対象：市町村人権啓発担当者
内容：啓発手法の修得、啓発企画力の
向上、担当者間のネットワークの形成を
図る。県内３ブロックで実施。

市町村担当者全員の出席となって
いない。ネットワーク作りなど連携を
図るためにも、全市町村の参加が
課題。

市町村教育行政人権教育担当者及び人
権啓発担当者連絡協議会
対象：市町村人権啓発担当者
内容：啓発手法の修得、啓発企画力の向
上、担当者間のネットワークの形成を図っ
た。県内３ブロックで実施。
5月15日、17日、21日　3回開催　45名参加

市町村担当者全員の出席となってい
ない。
会は、市町村教育行政人権担当者連
絡協議会と同時開催で、会議後半に
学校教育担当者と社会教育・人権啓
発担当の部会が開催されており、参
加がある市町村でも、１名参加の場
合は部会を欠席。

市町村に教育行政と社会教育・人権
啓発担当の出席を求める必要があ
る。

(人権啓発研修事業　県民啓発研修事業）
　　（市町村人権啓発担当者研修会開催
事業）
対象：市町村人権啓発担当者
内容：啓発手法の修得、啓発企画力の向
上、担当者間のネットワークの形成を図
る。県内３ブロックで実施。

昨年度に比べ参加市町村、参加者と
も増えたが、市町村担当者全員の出
席となっていない。ネットワーク作りな
ど連携を図るためにも、全市町村の
参加が課題。

人権課

市町村人権啓発・人権教育担
当研修の実施【再掲】

（人権教育推進講座支援事業）
「人権が尊重された地域づくり」につい
て、先進地の実践を学ぶことで、自らの
市町村の取組に生かせることを見つけ
る。
対象：市町村社会教育担当者及び人権
啓発担当者等
期日　９月７日

推進講座支援
教育事務所ごとに各1市町村を支援

先進地の実践報告後のグループ協
議では、各市町村で実践する内容
を具体的に提示させる。

（人権教育推進講座支援事業）期日9月7
日
・生涯学習課と連携を図り、各市町村の社
会教育主事も含め、人権尊重の視点に
立った地域づくりに取り組めるように先進
地の実践を学ぶ研修を実施した。
・各市町村における人権啓発に関わる課
題解決のための方策について、グループ
協議を行った。
推進講座支援
香美市・土佐町・大月町

人権教育推進講座が数年開催できてな
かった市町村で学習機会を提供することが
できた。

・先進地の実践報告から、多くの市町
村で課題となっている参加者の固定
（高齢者層）化、少数化、内容のマン
ネリ化等の解決策や、人と人とのつな
がりをさらに深めるための方策につい
て学ぶことができた。
・グループ協議では各市町村の担当
者が、身近にある様々な人権課題と
その解決策について共有することが
できたと考える。

（人権教育推進講座支援事業）
人権尊重の視点に立った地域づくりをめ
ざすためには、各市町村の社会教育及び
人権教育担当者等の学習内容を企画立
案する力、効果的に学習会を進行する力
を身につける。
期日　9月17日

推進講座支援
教育事務所ごとに各１市町村を支援

人権尊重のスキルとして、ファシリ
テーションを学ぶとともに、各市町村
で実践する内容を具体的に提示させ
る。

人権教育課

性
の
参
画
の
促
進

を
ひ
ろ
げ
る

程
へ
の
女
性
の
参
画
の
拡
大

23



実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

市町村の女性管理職への登用
促進

引き続き「こうち人づくり広域連合」で実
施される男女共同参画関係の研修等に
協力していく。

今後とも引き続き、より多くの市町
村職員が参加できるような体制作り
に協力していく。

・「こうち人づくり広域連合」において男女共
同参画関係の研修を実施
【H24研修実績】
①セクシャルハラスメント研修（新採研修、
階層別基本研修の中で実施）　1,112名
②男女共同参画セミナー　46名
③職場内講師養成研修（セクシャルハラス
メント）　12名
受講者計　1,170名

・研修受講者への男女共同参画への理解
が進んだ

・受講者数はH23と比べて増加（H23：
1,133名→H24：1,170名）

・職場内講師養成研修については、
研修の講師を養成するものであり、市
町村独自での研修実施など、受講機
会の拡大につながることが期待され
る。

・引き続き、「こうち人づくり広域連合」で実
施される男女共同参画関係の研修等に協
力していく。
【H25研修予定】
①セクシャルハラスメント研修（新採研修、
階層別基本研修の中で実施）　1,180名
②男女共同参画セミナー　70名
受講予定者計：1,250名

・市町村職員数の減少などにより、
研修に参加しづらい状況にある団体
もあるものと思料される。

市町村振興課

市町村の審議会等委員への女
性の参画促進

市町村の審議会等委員への女性の参
画促進のために指導、周知を行う。

・訪問が効果的な市町村の検討
・指導文書の発送の検討

○市町村への個別訪問
・市町村を訪問して男女プランの策定を働
きかけるとともに女性の参画促進について
も啓発を行った　１市６町

・訪問した市町村では男女共同参画の必
要性について認識を再確認し、１町で計画
策定に向けた取組が始まった。

・市町村によっては、男女共同参画に
関心が薄い
・くり返し訪問するなど継続した働きか
けが必要

市町村の審議会等委員への女性の参画
促進のために指導、周知を行う。

・訪問が効果的な市町村の検討
・指導文書の発送の検討

県民生活･男女共
同参画課

商工会議所女性会・商工会女

(若手後継者育成事業費）
商工会・商工会議所の女性部のための
経営革新、IT革命等に対応するための
セミナー、研修会講習会等の開催経費
に対して助成する。

女性部として、商工会、会議所の取
り組みへの協力体制はとれている。

地域振興事業や各種研修会等を開催。
会議所女性会研修会開催費：419千円

商工会、商工会議所女性部は、他組
織とも連携して活動を行う機会も多
く、全体の組織運営には関与できて
いる。地域振興等への関わりも強く、
リーダーシップを発揮する場面は多く

(若手後継者育成事業費）
商工会・商工会議所の女性部のための経
営革新、IT革命等に対応するためのセミ
ナー、研修会講習会等の開催経費に対し
て助成する。

女性部・女性会として、商工会、会議
所の取り組みへの協力体制はとれて
いる。今後、商工会等の組織運営に 経営支援課

①
行
政
へ
の
女
性
の
参
画
の
促
進

１
　
政
策
・
方
針
決
定
過
程
へ
の
女

Ⅱ
　
場
を
ひ
ろ
げ 商工会議所女性会・商工会女

性部の育成と活動支援
に対して助成する。
会議所女性部への助成：419千円（研修
会開催等2回）
商工会女性部への助成：2,062千円（研
修会開催等6回）

り組みへの協力体制はとれている。
今後、商工会等の組織運営に直接
的な関与を促進する。

会議所女性会研修会開催費：419千円
商工会女性部研修会・地域振興拡張事業
費：2,062千円

リーダーシップを発揮する場面は多く
なってきているが、商工会等の運営に
直接関わる女性役員の数はまだまだ
少ない。また、各単会毎に関与の濃
淡が見られる状態。

て助成する。
会議所女性部への助成：1,274千円（研修
会・地域振興拡張事業）
商工会女性部への助成：1,684千円（研修
会・地域振興拡張事業）

いる。今後、商工会等の組織運営に
直接的な関与を促進するとともに、
次世代の活動関与を推進していく。

経営支援課

農業協同組合女性部の育成と
活動支援

JAグループが策定した、女性部の活性
化方策と農協の支援策を一体化した
「JA女性部活性化プラン」の取り組みに
ついて、支援していく。

高齢化した部員がリタイアする一方
で、若年層を中心に新規部員の加
入が進まず、部員の減少が続いて
いる。

各農協とのヒアリングの際、女性部の増員
等について依頼した。

引き続き、各農協にヒアリング等を行
い、状況の把握、取り組みへの支援
が必要。

JAグループが策定した、女性部の活性化
方策と農協の支援策を一体化した「JA女
性部活性化プラン」の取り組みについて、
支援していく。

高齢化した部員がリタイアする一方
で、若年層を中心に新規部員の加入
が進まず、部員の減少が続いてい
る。

協同組合指導課

漁業協同組合女性部の育成と
活動支援

女性組合員の加入の啓発に取り組む。 啓発機会をとらえる取り組み
・常例検査時に啓発
・検査実施漁協本支所数＝24箇所

・女性組合員に限らず、組合員の減
少が著しい。（過去５年間で1,121人減
少）

女性組合員の加入の啓発に取り組む。 啓発機会をとらえる取り組み 水産政策課

各組織に対する広報啓発、情
報提供

JAグループが策定した、女性部の活性
化方策と農協の支援策を一体化した
「JA女性部活性化プラン」の取り組みに
ついて、支援していく。

女性部が様々な活動を行っていな
がら、その取り組みがJA内外で正し
い評価をうけていないという現状が
みられる。

各農協とのヒアリングの際、行政に対して
の要望等を確認している。

引き続き、各農協にヒアリング等を行
い、状況の把握、取り組みへの支援
が必要。

JAグループが策定した、女性部の活性化
方策と農協の支援策を一体化した「JA女
性部活性化プラン」の取り組みについて、
支援していく。

女性部が様々な活動を行っていなが
ら、その取り組みがJA内外で正しい
評価をうけていないという現状がみら
れる。

協同組合指導課
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

各組織に対する広報啓発、情
報提供

・活動事例発表会の開催
・農業者への情報提供

・継続して実施する必要がある。
・農業委員会への広報啓発
・関係機関（市町村、JA等）との情報共有
・農業者への情報提供

・啓発活動の実施、関係機関との情
報共有は今後も必要である。

・活動事例発表会の開催
・農業者への情報提供

・継続して実施する必要がある。 環境農業推進課

各組織に対する広報啓発、情
報提供

女性組合員の加入の啓発に取り組む。 啓発機会をとらえる取り組み
・常例検査時に啓発
・検査実施漁協本支所数＝24箇所

・女性組合員に限らず、組合員の減
少が著しい。（過去５年間で1,121人減
少）

女性組合員の加入の啓発に取り組む。 啓発機会をとらえる取り組み 水産政策課

農村におけるリーダー養成研修
等各種研修会の開催

・研修会、交流会の開催
・先進事例調査の実施
・女性農業者リーダー研修会（全国）へ
の参加

・継続して実施する必要がある。

・先進事例調査の実施
・農村女性リーダー認定者数６人
・男女共同参画推進普及啓発セミナーの
　開催　１０月１５日　参加６５名
・女性農業者リーダー研修会（全国）
　への参加
　１１月１９日～２１日、２名参加

・セミナーは、農業委員への女性の登
用についての意識啓発を行うことが
できた。今後も、２年後の統一選挙に
向け取組を強化していきたい。

・研修会、交流会の開催
・先進事例調査の実施

・継続して実施する必要がある。 環境農業推進課

・消防団員定数確保対策支援事業

・３市町で実施。
・消防団活動の中には危険な業務
がある。

・消防団員定数確保対策支援事業を３市
町で実施。

○津野町
団員数206人→211人
うち女性7人→7人
       （H24.4.1→H25.4.1）

○安芸市
団員数254人→256人

・３市町で女性団員確保に向けての
検討が行われたが、女性団員数は増
加まではいたっていない。

・女性団員の役割等についての更に
県民に対する広報が必要である。

・消防団員定数確保対策支援事業

・３市町で実施。

・協議会を設け、団の実情の把握や問題
点の抽出を行い有効な対策を検討実施す
る。

・消防団員の増員を図るなかで女性団員
確保も検討する。

・消防団活動の中には危険な業務が
ある。

・県内の女性団員数は,全消防団員
数の約３％と非常に少ない。
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Ⅱ
　
場
を
ひ
ろ
げ
る 女性による地域防災活動の育

成と支援
・協議会を設け、団の実情の把握や問
題点の抽出を行い有効な対策を検討実
施する。

・消防団員の増員を図るなかで女性団
員確保も検討する。

がある。

・県内の女性団員数は,全消防団員
数の約３％と非常に少ない。

団員数254人→256人
うち女性　10人→10人
        （H24.4.1→H25.4.1）

○須崎市
団員数213人→214人
うち女性  16人→16人
        （H24.4.1→H25.4.1）

・女性団員数に３市町で変化はないが、女
性団員確保に向けての検討も開始された。

確保も検討する。
消防政策課

女性リーダーの育成【再掲】

・「女性リーダー養成講座」の実施
・女性のチャレンジ・エンパワメント支援
事業の実施

・女性リーダー育成に必要な講座の
検討
・事業内容の県民への周知

・女性リーダー養成事業として
「ワタシを変える＆創るトレーニング」の実
施
・女性のチャレンジ・エンパワメント支援事
業として
女性のためのパワーアップトレーニング、
エンパワメント支援セミナー、アサーティブ
コミュニケーション講座、就職応援セミナー
（パソコン＆簿記講座）、パソコン（データ集
計基礎）講座の実施
・各事業実施により、男女共同参画の推進
を担う人材の育成を支援した。

・講座受講者からのアンケート調査等
から、講座内容・資料が充実してお
り、受講者の満足度は高かった。
・集客に努めたが、一部受講者が少
ない講座があり、講座内容検討が必
要

・女性リーダー養成事業の実施
・女性のチャレンジ・エンパワメント支援事
業の実施

・女性の置かれている社会的状況を
考えた上で必要な講座の検討
・事業内容の県民への周知

県民生活･男女共
同参画課
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

仕事と家庭の両立のための広
報・啓発促進【再掲】

・認証制度の普及啓発：訪問予定企業
数200社
・ワークライフバランス推進事業：セミ
ナーの開催(オンデマンド型３回、集合
型４回）
・ワークライフバランス周知・啓発事業：
会員社労士を活用した企業訪問1000社

・中小企業が多く浸透が困難
・事業主の意識の向上

・認証制度の普及啓発
　→訪問企業数226社
・ワークライフバランス推進事業：セミナー
の開催
→オンデマンド型：３回
　・高知県建設業協会１７名参加
　・高知県印刷業（協）　９名参加
　・高知県設備協会　１４名参加
　　 集合型：４回
・ワークライフバランス周知・啓発事業：企
業訪問１，０００社

セミナー開催や企業訪問による周知
を図るが、セミナー参加企業も少な
く、中小企業等の関心が低い。

・認証制度の普及啓発：訪問予定企業１５
０社

・ワークライフバランス周知啓発事業：セミ
ナーの開催２回

・中小企業が多く、事業の浸透は困
難

・事業主の意識の向上

雇用労働政策課

労働関係法令等の広報・啓発・
周知【再掲】

・労働局と連携し、企業への男女雇用
機会均等法周知やセクハラ防止などを
目的に、セミナーを開催
・課のホームページなどを通じた啓発

・関係法令の改正に関する企業へ
の周知
・セミナーへの参加者の増加

ワークライフバランスセミナーの開催（集合
型４回）
・第１回高知市：３１名参加
・第２回四万十市：２１名参加
・第３回高知市：３６名参加
・第４回安芸市：１９名参加
労働局から育児・介護休業法や助成金の
説明を行うなど労働局と連携して開催。

セミナーへの参加者が少なく、開催通
知についての工夫が必要である。

労働局と連携し企業等への男女雇用機会
均等法などを目的にセミナーを開催

セミナーへの参加者の増加 雇用労働政策課

人権啓発に関する企業リーダー
養成講座の実施【再掲】

(人権啓発研修事業　県民啓発研修事
業）
　　（人権啓発研修企業リーダー養成講
座開催事業）（再掲）
対象：企業内をはじめ、ＮＰＯやﾎﾞﾗﾝﾃｨ
ｱｸﾞﾙｰﾌﾟなど一般県民
内容：人権について研修計画を立案ま
たは自らが講師として対応できるリー
ダーとなれる人材を養成するための講

所属する企業、団体内外での人権
啓発活動を通じて、人権尊重の社
会づくりに寄与する人材を今後も引
き続き養成する必要がある。

講座開催の広報を活発に行い、参
加を広く呼びかける。

対象：企業内をはじめ、ＮＰＯやﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｸﾞ
ﾙｰﾌﾟなど一般県民
内容：人権について研修計画を立案または
自らが講師として対応できるリーダーとな
れる人材を養成するための講座を開設し
た。
人権啓発研修ﾋｭｰﾏﾝﾊﾟﾜｰ育成講座：6月25
日～10月5日　5講座（連続）　延べ219名
人権啓発研修ﾊｰﾄﾌﾙｾﾐﾅｰ：6月21日～11

人権啓発研修ﾋｭｰﾏﾝﾊﾟﾜｰ育成講座
は受講申込人数が定員を下回ってい
る。

ハートフルセミナーも出席者が募集人
員を下回っている。

どちらの講座も受講者の満足度は高

(人権啓発研修事業　県民啓発研修事業）
　　（人権啓発研修企業リーダー養成講座
開催事業）
対象：企業内をはじめ、ＮＰＯやﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｸﾞ
ﾙｰﾌﾟなど一般県民
内容：人権について研修計画を立案また
は自らが講師として対応できるリーダーと
なれる人材を養成するための講座を開設

所属する企業、団体内外での人権啓
発活動を通じて、人権尊重の社会づ
くりに寄与する人材を今後も引き続き
養成する必要がある。

講座開催の広報を活発に行い、参加
を広く呼びかける。

人権課
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座を開設する。

加を広く呼びかける。
人権啓発研修ﾊｰﾄﾌﾙｾﾐﾅｰ：6月21日～11
月10日　5講座　607名

どちらの講座も受講者の満足度は高
い。

なれる人材を養成するための講座を開設
する。

を広く呼びかける。

就職支援相談センター（ジョブカ
フェ）事業の充実

・新規学卒者を対象とした企業参加型
セミナーの開催
・体験型セミナーの拡充
・幡多サテライトの開所日を3日から4日
に増
・本部及びサテライトに10ヶ月間広報員
を配置

・しごと体験受講者の正規雇用率の
向上
・就職に繋がる体験型セミナーの開
催

○就職に関する相談
　来所者数　17,119名
　個別相談　8,037件
　就職者数　1,120人
○学校出前講座　延69校
○セミナーの実施1,529名
　就活特別セミナー　10回
　体験型セミナー　7回
○しごと体験講習
　受講者数　412名
　就職者数　263名
　就職率　64％
　正規雇用率　41％
○サテライトの体制強化
　（　）はH23年度比
　来所者数1,604名（133％）
　就職者数70名（200％）

・来所者及び相談件数は減少した
が、きめ細かな就職相談やしごと体
験講習の活用、また併設ハローワー
クの効果もあり就職者数は増加して
いる
・幡多サテライトにコーディネーターを
1名配置したことにより、しごと体験講
習の受講者や就職者数が大幅に増
加した。

○定時制高校生向けセミナーの実施
○しごと体験講習に非正規枠の設定
○幡多サテライトのキャリアコンサルタント
による相談日の増
3日→4日

・しごと体験受講者の正規雇用率の
向上
・来所者における相談割合の向上

雇用労働政策課
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

産業人材の育成（地域産業担
い手人材育成）事業の実施

・企業実習、技術指導、教員等の企業
研修、共同研究の事業実施
・私立中高等学校に対して企業見学、
職業講話を実施支援
・教育センターにおける産業界と連携し
た教員研修の実施支援

・実施校の拡大と参加生徒の増
・県内企業への理解促進の取組み
を行う私立学校の増

○地域産業担い手人材育成事業
　参加校　17校
　　参加生徒数　899名
　　協力企業数　150社
○県内企業理解促進事業
　＜企業見学＞
　参加校　2校
　参加生徒数　95名
　協力企業　6社
　＜教員研修＞
　10年次　98名　企業22社

・県内就職を希望する高校生ばかり
でなく、県外就職又は進学を希望する
生徒への参加の働きかけが必要
・校内事例発表会の実施の働きかけ
が必要
・私立の活用校の拡大
・教員研修後の学校現場での展開

・企業実習、技術指導、教員等の企業研
修、共同研究の事業実施
・私立中高等学校に対して企業見学、職
業講話を実施支援　4校実施
・教育センターにおける産業界と連携した
教員研修の実施支援

・県内就職を希望する高校生ばかり
でなく、県外就職又は進学を希望す
る生徒への参加の働きかけ
・学校行事にからめた校内事例発表
会の実施
・学校行事にからめた事業の活用
（私立学校）
・教育センターとの連携

雇用労働政策課

若手人材の育成事業の実施
（産業団体、金融機関、企業、
行政事業者など）

異業種交流＆研修会としては、２３年度
で終了したが、２４年度にスタートする
「産業人材育成プログラム（土佐まるご
とビジネスアカデミー）」の受講生を対象
に、異業種で交流する仕組みを構築す
る。

「産業人材育成プログラム（土佐ま
るごとビジネスアカデミー）」の受講
生のみを対象としたものでよいかの
検討
これまでの研修で出されたプランや
アイデアの具体化のフォローアップ

「産業人材育成プログラム（土佐まるごとビ
ジネスアカデミー）」の受講生を対象とした
交流事業として「土佐MBAワールドカフェ」
を実施し５名が参加。
また、産学官民の連携組織として２４年度
に立ち上がった「土佐まるごと社中」と土佐
まるごとビジネスアカデミーの講師や受講
者の合同交流会を実施し62名が参加。

他の産学官民連携組織との交流によ
り参加者の幅を広げ、取り組みの目
的は一定達成できたが、より多くの方
に参加していただけるよう時期や手法
についてさらなる改善が必要。

「産業人材育成プログラム（土佐まるごと
ビジネスアカデミー）」の講師や受講生を
対象とし、かつ産学官民の連携組織であ
る土佐まるごと社中やその他を含め、異
業種で交流する仕組みを構築する。

より多くの方に参加していただける実
施時期の選定。
人材の出会いと交流が促進される効
果的な手法の検討。

計画推進課

職業能力開発訓練の充実

職業訓練の実施
・母子家庭の母枠　２０名
・託児サービス付　　５名
(すべての職業訓練を対象として、県に
就職支援員を配置）

・有効求人倍率が伸び悩む中での
就職率の向上

民間教育訓練施設で実施する職業訓練
に、母子家庭の母等枠や託児サービス付
き訓練を設定
・訓練受講者８名
・修了者　１名（３月末報告済ｺｰｽ受講者１
名中）
・就職者　０名(修了者１名中）

・職業訓練受講生全体の就職率に比
べ、母子家庭の母等枠の受講生の就
職率が低く、就職に向けてさらなる支
援が必要。

職業訓練の実施
・母子家庭の母枠　２０名
・託児サービス付　１０名

・有効求人倍率が伸び悩む中での就
職率の向上

雇用労働政策課

①
職
場
に
お
け
る
男
女
の
均
等
な
雇
用
機
会
と
待
遇
の
確
保

Ⅱ
　
場
を

２
　
働
く
場

就職支援員を配置）
・就職者　０名(修了者１名中）
・託児サービス利用者２名

女性のチャレンジ・エンパワーメ
ント支援【再掲】

・「女性リーダー養成講座」の実施
・女性のチャレンジ・エンパワメント支援
事業の実施

・女性のチャレンジ・エンパワメント
に必要な講座の検討
・事業内容の県民への周知

・女性リーダー養成事業として
「ワタシを変える＆創るトレーニング」の実
施
・女性のチャレンジ・エンパワメント支援事
業として
女性のためのパワーアップトレーニング、
エンパワメント支援セミナー、アサーティブ
コミュニケーション講座、就職応援セミナー
（パソコン＆簿記講座）、パソコン（データ集
計基礎）講座の実施
・各事業実施により、男女共同参画の推進
を担う人材の育成を支援した。

・講座受講者からのアンケート調査等
から、講座内容・資料が充実してお
り、受講者の満足度は高かった。
・集客に努めたが、一部受講者が少
ない講座があり、講座内容検討が必
要

・女性リーダー養成事業の実施
・女性のチャレンジ・エンパワメント支援事
業の実施

・女性の置かれている社会的状況を
考えた上で必要な講座の検討
・事業内容の県民への周知

県民生活･男女共
同参画課

人材の育成（地域産業の担い
手、起業支援）

・「目指せ！弥太郎　商人塾」及び「土佐
経営塾」は、「産業人材育成プログラム
（土佐まるごとビジネスアカデミー）」の
応用・実践編として継続。「こうち地域産
業振興人材育成塾」は、２３年度で終
了。

・モチベーションを高め、自ら考え行
動できる力を身につけてもらうため
のフォローアップ

「産業人材育成プログラム（土佐まるごとビ
ジネスアカデミー）」の応用・実践編として、
以下の事業を実施。

＜「目指せ！弥太郎　商人塾」＞
２０事業者が修了。商談会等への参加や
受賞、事業拡大につながった。

＜「土佐経営塾」＞
２０名が修了。学んだ経営手法を自社の経
営に活かす等している。

受賞、事業拡大、ビジネスプランの具
体化等につながっており、一定の評
価はできるが、さらなる事業展開、自
立に向けては適切なフォローアップが
必要。

引き続き「産業人材育成プログラム（土佐
まるごとビジネスアカデミー）」の応用・実
践編として、「目指せ！弥太郎　商人塾」、
「土佐経営塾」を実施する。

モチベーションを高め、自ら考え行動
できる力を身につけてもらうための
フォローアップ

計画推進課
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

②
能
力
開
発
と
就
業

の
支
援

労働関係法令等の広報・啓発・
周知【再掲】

・労働局と連携し、企業への男女雇用
機会均等法周知やセクハラ防止などを
目的に、セミナーを開催
・課のホームページなどを通じた啓発

・関係法令の改正に関する企業へ
の周知
・セミナーへの参加者の増加

ワークライフバランスセミナーの開催（集合
型４回）
・第１回高知市：３１名参加
・第２回四万十市：２１名参加
・第３回高知市：３６名参加
・第４回安芸市：１９名参加
労働局から育児・介護休業法や助成金の
説明を行うなど労働局と連携して開催。

セミナーへの参加者が少なく、開催通
知についての工夫が必要である。

労働局と連携し企業等への男女雇用機会
均等法などを目的にセミナーを開催

セミナーへの参加者の増加 雇用労働政策課

家族経営協定締結の促進
・認定農業者等意欲ある農業者を対象
とした家族経営協定の推進

・家族経営締結農家数の目標値の
設定
・継続して実施する必要がある。

・候補者のリストアップ
・個別巡回による啓発活動の実施
・協定書の作成支援
　　締結農家数８０７戸（前年比５７戸増加）

・家族経営協定を結ぶことに意欲ある
農家が一定締結したことから、締結農
家数は昨年に比べて減少した。

・認定農業者等意欲ある農業者を対象と
した家族経営協定の推進

・継続して実施する必要がある。 環境農業推進課

商工団体等（商工会議所・商工
会、農業協同組合、漁業協同組
合）の女性組織の育成と経営へ
の参加促進

(若手後継者育成事業費）
商工会・商工会議所の女性部のための
経営革新、IT革命等に対応するための
セミナー、研修会講習会等の開催経費
に対して助成する。
会議所女性部への助成：419千円（研修
会開催等2回）
商工会女性部への助成：2,062千円（研
修会開催等6回）

女性部として、商工会、会議所の取
り組みへの協力体制はとれている。
今後、商工会等の組織運営に直接
的な関与を促進する。

地域振興事業や各種研修会等を開催。
会議所女性会研修会開催費：419千円
商工会女性部研修会・地域振興拡張事業
費：2,062千円

商工会、商工会議所女性部は、他組
織とも連携して活動を行う機会も多
く、全体の組織運営には関与できて
いる。地域振興等への関わりも強く、
リーダーシップを発揮する場面は多く
なってきているが、商工会等の運営に
直接関わる女性役員の数はまだまだ
少ない。また、各単会毎に関与の濃
淡が見られる状態。

(若手後継者育成事業費）
商工会・商工会議所の女性部のための経
営革新、IT革命等に対応するためのセミ
ナー、研修会講習会等の開催経費に対し
て助成する。
会議所女性部への助成：1,274千円（研修
会・地域振興拡張事業）
商工会女性部への助成：1,684千円（研修
会・地域振興拡張事業）

女性部・女性会として、商工会、会議
所の取り組みへの協力体制はとれて
いる。今後、商工会等の組織運営に
直接的な関与を促進するとともに、
次世代の活動関与を推進していく。

経営支援課

ＪＡ大会で定められた目標値である「女 ＪＡ大会で定められた目標値である「女性
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商工団体等（商工会議所・商工
会、農業協同組合、漁業協同組
合）の女性組織の育成と経営へ
の参加促進

ＪＡ大会で定められた目標値である「女
性理事の割合を1農協あたり最低限２
名」に向けて各農協での取り組みが進
められているかどうかなどについて、指
導を継続していく。

地域が男性主導となっているため、
地区からはでたくないという人が多
い。

・女性役員２名増
・女性役員枠増のため定款変更

女性役員の増につながる。

ＪＡ大会で定められた目標値である「女性
理事の割合を1農協あたり最低限２名」に
向けて各農協での取り組みが進められて
いるかどうかなどについて、指導を継続し
ていく。

地域が男性主導となっている中での
人材確保

協同組合指導課

商工団体等（商工会議所・商工
会、農業協同組合、漁業協同組
合）の女性組織の育成と経営へ
の参加促進

女性組合員の加入の啓発に取り組む。 啓発機会をとらえる取り組み
・常例検査時に啓発
・検査実施漁協本支所数＝24箇所

・女性組合員に限らず、組合員の減
少が著しい。（過去５年間で1,121人減
少）

女性組合員の加入の啓発に取り組む。 啓発機会をとらえる取り組み 水産政策課

女性農業者の経営参画等のた
めの研修

・会報誌の発行（３回）
・農村女性リーダーの活動事例集の作
成

・継続して実施する必要がある。

・会報誌の発行
　「農村女性ネットワーク通信」（３回発行）
・農村女性リーダー活動事例集の作成
　「地域で輝く女性たち」

・資質向上に向けては情報共有が重
要である。

・会報誌の発行（３回）
・農村女性リーダーの活動事例集の作成

・継続して実施する必要がある。 環境農業推進課

農村女性リーダーの育成 ・男女共同参画推進フォーラムの開催
・女性農業者の６次産業化支援
・継続して実施する必要がある。

・活動報告会の開催
　５月１８日：活動報告　参加５６名
・男女共同参画推進フォーラムの開催
　１１月８日：６次産業化による経済的自立
　参加５５名

・全国研修会への参加は人材育成の
過程で重要である。
・フォーラムは好評であり、テーマを変
えての継続が必要である。

・男女共同参画推進フォーラムの開催
・女性農業者の６次産業化支援
・継続して実施する必要がある。

環境農業推進課

創業支援のための融資制度

中小企業制度融資貸付事業費(創業等
支援融資)
県内で開業しようとする方及び開業して
５年以内の中小企業者を対象とする融
資制度により、創業を資金面から支援
する。(高知県信用保証協会に支払う保
証料の一部を補給する)
平成24年度融資枠：7億5千万円

創業等支援融資の利用促進を図
る。

24年度融資枠：7億５千万円
実績（H２５．３末）：73件　2億9千万円

制度の周知に努め、利用の促進を図
る必要がある。

中小企業制度融資貸付事業費（創業等支
援融資）
県内で開業しようとする方及び開業して５
年以内の中小企業者を対象とする融資制
度により、創業を資金面から支援する。
（高知県信用保証協会に支払う保証料の
一部を補給する）
平成25年度融資枠：7億５千万円

創業等支援融資の利用促進を図る 経営支援課
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

女性起業家の育成支援

・「女性リーダー養成講座」の実施
・女性のチャレンジ・エンパワメント支援
事業の実施

・女性起業家の育成に必要な講座
の検討
・事業内容の県民への周知

・女性リーダー養成事業として
「ワタシを変える＆創るトレーニング」の実
施
・女性のチャレンジ・エンパワメント支援事
業として
女性のためのパワーアップトレーニング、
エンパワメント支援セミナー、アサーティブ
コミュニケーション講座、就職応援セミナー
（パソコン＆簿記講座）、パソコン（データ集
計基礎）講座の実施
・各事業実施により、男女共同参画の推進
を担う人材の育成を支援した。

・講座受講者からのアンケート調査等
から、講座内容・資料が充実してお
り、受講者の満足度は高かった。
・集客に努めたが、一部受講者が少
ない講座があり、講座内容検討が必
要

・女性リーダー養成事業の実施
・女性のチャレンジ・エンパワメント支援事
業の実施

・女性の置かれている社会的状況を
考えた上で必要な講座の検討
・事業内容の県民への周知

県民生活･男女共
同参画課

女性起業家の育成支援
・研修会の開催
　農業創造セミナー

・６次産業化に取り組む女性農業者
の育成
・継続して実施する必要がある。

・研修会の開催
　７～１１月：農業創造セミナー

・継続して実施する必要がある。
・研修会の開催
　農業創造セミナー

・６次産業化に取り組む女性農業者
の育成
・継続して実施する必要がある。

地域農業推進課

○経営感覚を持った持続可能な活動へ
の支援
・各グループの実態調査
・漁業指導所、産業振興センター等と連

○各グループの実態調査
・実態調査の結果、販路拡大や民間企業と
の取引の休止、商品開発などの課題が分
かった
・休止している民間企業との取引につい
て、漁業指導所を通じて協議を実施した
が、単価が折り合わず再開できなかった
・高知市内量販店における店頭販売につ
いては、手数料等の条件が折り合わず、契
約に至らなかった。
・県庁生協を通じた県庁舎内での販売に着
手（Ｈ25.1.17～）月に２回、県庁生協前にて
店頭販売を実施。
○高知県食品高度衛生管理手法認定の

○各グループの課題・問題点等への
支援
・実態調査で明らかとなった課題を整
理し、関係者と協議の上、具体的な対
策を検討、実施。指導所による課題
解決への支援を行い、持続的な経営
につながるようフォローアップした。

○経営感覚を持った持続可能な活動への
支援
・各グループの実態調査
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農村女性グループ、林業女性
グループ、漁業女性グループの
自主研修や交流活動の支援

・漁業指導所、産業振興センター等と連
携した今後の方向性の見極めや講師派
遣等による支援

○高知県食品高度衛生管理手法認定
の取得に向けた支援
・漁業指導所、保健所等と連携し、認定
に必要な取組内容や書類の作成を指
導

○各グループの現状・課題の把握

○各種支援制度の活用等によるグ
ループ意識を変革させる効果的な
フォローアップの継続

○高知県食品高度衛生管理手法認定の
取得に向けた支援
・各グループへ認定に関する情報提供を行
い、特に熟度の高いグループや衛生管理
の意識の高いグループに対し、認定取得
の働きかけを行ってきたが、書類の作成や
意識付けの徹底が出来ず、認定取得に至
らなかった。
○各グループの課題・問題点等への支援
・実態調査で明らかとなった課題を整理し、
関係者と協議の上、具体的な対策を検討、
実施。指導所による課題解決への支援を
行い、持続的な経営につながるようフォ
ローアップした。
○高知県食品高度衛生管理手法認定の
取得に向けた支援
・認定取得には至らなかったものの、制度
を情報提供することにより、衛生管理への
意識の向上は一定図ることができた。

○高知県食品高度衛生管理手法認
定の取得
・各グループへ認定に関する情報提
供を行い、特に熟度の高いグループ
や衛生管理の意識の高いグループに
対し、認定取得の働きかけを行ってき
たが、書類の作成や意識付けの徹底
が出来ず、認定取得に至らなかった。
しかし、制度を情報提供することによ
る、衛生管理への意識の向上は一定
図ることができたので、今後も継続し
て、衛生管理への取り組みを支援し
ていく。

・各グループの実態調査
・漁業指導所、産業振興センター等と連携
した今後の方向性の見極めや講師派遣
等による支援

○高知県食品高度衛生管理手法認定の
取得に向けた支援
・漁業指導所、保健所等と連携し、認定に
必要な取組内容や書類の作成を指導

○各グループの現状・課題の把握

○各種支援制度の活用等によるグ
ループ意識を変革させる効果的な
フォローアップの継続

合併・流通支援課
（漁業振興課）
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

農村女性グループ、林業女性
グループ、漁業女性グループの
自主研修や交流活動の支援

○経営感覚を持った持続可能な活動へ
の支援
・各グループの実態調査
・漁業指導所、産業振興センター等と連
携した今後の方向性の見極めや講師派
遣等による支援

○高知県食品高度衛生管理手法認定
の取得に向けた支援
・漁業指導所、保健所等と連携し、認定
に必要な取組内容や書類の作成を指
導

○各グループの現状・課題の把握

○各種支援制度の活用等によるグ
ループ意識を変革させる効果的な
フォローアップの継続

○各グループの実態調査
・実態調査の結果、販路拡大や民間企業と
の取引の休止、商品開発などの課題が分
かった
・休止している民間企業との取引につい
て、漁業指導所を通じて協議を実施した
が、単価が折り合わず再開できなかった
・高知市内量販店における店頭販売につ
いては、手数料等の条件が折り合わず、契
約に至らなかった。
・県庁生協を通じた県庁舎内での販売に着
手（Ｈ25.1.17～）月に２回、県庁生協前にて
店頭販売を実施。
○高知県食品高度衛生管理手法認定の
取得に向けた支援
・各グループへ認定に関する情報提供を行
い、特に熟度の高いグループや衛生管理
の意識の高いグループに対し、認定取得
の働きかけを行ってきたが、書類の作成や
意識付けの徹底が出来ず、認定取得に至
らなかった。
○各グループの課題・問題点等への支援
・実態調査で明らかとなった課題を整理し、
関係者と協議の上、具体的な対策を検討、
実施。指導所による課題解決への支援を
行い、持続的な経営につながるようフォ
ローアップした。
○高知県食品高度衛生管理手法認定の
取得に向けた支援
・認定取得には至らなかったものの、制度
を情報提供することにより、衛生管理への

○各グループの課題・問題点等への
支援
・実態調査で明らかとなった課題を整
理し、関係者と協議の上、具体的な対
策を検討、実施。指導所による課題
解決への支援を行い、持続的な経営
につながるようフォローアップした。

○高知県食品高度衛生管理手法認
定の取得
・各グループへ認定に関する情報提
供を行い、特に熟度の高いグループ
や衛生管理の意識の高いグループに
対し、認定取得の働きかけを行ってき
たが、書類の作成や意識付けの徹底
が出来ず、認定取得に至らなかった。
しかし、制度を情報提供することによ
る、衛生管理への意識の向上は一定
図ることができたので、今後も継続し
て、衛生管理への取り組みを支援し
ていく。

○経営感覚を持った持続可能な活動への
支援
・各グループの実態調査
・漁業指導所、産業振興センター等と連携
した今後の方向性の見極めや講師派遣
等による支援

○高知県食品高度衛生管理手法認定の
取得に向けた支援
・漁業指導所、保健所等と連携し、認定に
必要な取組内容や書類の作成を指導

○各グループの現状・課題の把握

○各種支援制度の活用等によるグ
ループ意識を変革させる効果的な
フォローアップの継続

合併・流通支援課
（漁業振興課）
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を情報提供することにより、衛生管理への
意識の向上は一定図ることができた。

農村女性グループ、林業女性
グループ、漁業女性グループの
自主研修や交流活動の支援

・活動報告会の開催
・郷土料理講習会の開催

・継続して実施する必要がある。

・活動報告会の開催
　５月１６日：春のつどい　参加４０名
・郷土料理講習会の開催
　１２月９日：伝統的皿鉢料理実習
　参加３１名

・郷土料理講習会は参加者からの評
価が高く、継続が必要である。

・活動報告会の開催
・郷土料理講習会の開催

・継続して実施する必要がある。 環境農業推進課

の
推
進

30



実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

農村女性グループ、林業女性
グループ、漁業女性グループの
自主研修や交流活動の支援

林業グループコンクール等、林業に関
する女性グループの交流を目的とした
催しへの参加の斡旋

高齢化や人数の減少に伴い目新し
い活動ができていない状況である
が、活動が維持できることが大事

活動休止
高齢で活動する余力がなく、活動を維
持することが困難となった。

活動再開に向けて話し合いを行う 高齢化 森づくり推進課

女性のチャレンジ・エンパワーメ
ント支援【再掲】

・「女性リーダー養成講座」の実施
・女性のチャレンジ・エンパワメント支援
事業の実施

・女性のチャレンジ・エンパワメント
に必要な講座の検討
・事業内容の県民への周知

・女性リーダー養成事業として
「ワタシを変える＆創るトレーニング」の実
施
・女性のチャレンジ・エンパワメント支援事
業として
女性のためのパワーアップトレーニング、
エンパワメント支援セミナー、アサーティブ
コミュニケーション講座、就職応援セミナー
（パソコン＆簿記講座）、パソコン（データ集
計基礎）講座の実施
・各事業実施により、男女共同参画の推進
を担う人材の育成を支援した。

・講座受講者からのアンケート調査等
から、講座内容・資料が充実してお
り、受講者の満足度は高かった。
・集客に努めたが、一部受講者が少
ない講座があり、講座内容検討が必
要

・女性リーダー養成事業の実施
・女性のチャレンジ・エンパワメント支援事
業の実施

・女性の置かれている社会的状況を
考えた上で必要な講座の検討
・事業内容の県民への周知

県民生活･男女共
同参画課

人材の育成（地域産業の担い
手、起業支援）【再掲】

「目指せ！弥太郎　商人塾」及び「土佐
経営塾」は、「産業人材育成プログラム
（土佐まるごとビジネスアカデミー）」の
応用・実践編として継続。「こうち地域産
業振興人材育成塾」は、２３年度で終
了。

モチベーションを高め、自ら考え行
動できる力を身につけてもらうため
のフォローアップ

「産業人材育成プログラム（土佐まるごとビ
ジネスアカデミー）」の応用・実践編として、
以下の事業を実施。

＜「目指せ！弥太郎　商人塾」＞
２０事業者が修了。商談会等への参加や
受賞、事業拡大につながった。

＜「土佐経営塾」＞
２０名が修了。学んだ経営手法を自社の経
営に活かす等している。

受賞、事業拡大、ビジネスプランの具
体化等につながっており、一定の評
価はできるが、さらなる事業展開、自
立に向けては適切なフォローアップが
必要。

引き続き「産業人材育成プログラム（土佐
まるごとビジネスアカデミー）」の応用・実
践編として、「目指せ！弥太郎　商人塾」、
「土佐経営塾」を実施する。

モチベーションを高め、自ら考え行動
できる力を身につけてもらうための
フォローアップ

計画推進課
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市町村における男女共同参画
計画状況の把握及び市町村と
の情報交換

計画策定の可能性のある市町村に、予
算策定時までに訪問して意見交換を行
う。

・市町村の意向の確認等事前の調
整が必要

○市町村への個別訪問
・市町村を訪問して男女プランの策定を働
きかけるとともに女性の参画促進について
も啓発を行った　１市６町

・訪問した市町村では男女共同参画の必
要性について認識を再確認し、１町で計画
策定に向けた取組が始まった。

個別に訪問して直接働きかけること
で、市町村の取組が始まっている。

計画が未策定の町村に、予算策定時まで
に訪問して意見交換を行う。

・男女共同参画に取り組めていない
町村への早期の訪問

県民生活･男女共
同参画課
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

市町村が行う男女共同参画の
取組の支援

（男女共同参画推進事業費）
○男女共同参画地域サポート事業
・男女共同参画社会形成のために活動
しているＮＰＯを市町村に派遣し、市町
村が行う
　　・基本計画の策定
　　・住民への啓発
等の男女共同参画の取組を支援する。
・３市町村に対して実施

○市町村への当該事業のＰＲの強化
　・市町村の個別訪問

○市町村へ、基本計画の策定に有効な
情報の提供
　・基本計画策定の手引の見直しと配
布

・男女共同参画地域サポート事業
の内容が、市町村のニーズに沿っ
たものになっているかを検討

・予算策定時等、効果的なＰＲ時期
の検討

・わかりやすい手引の作成

男女共同参画地域サポート事業を２町で
実施
○田野町：
　・広報誌への記事掲載３回
○奈半利町：
　・広報誌への記事掲載４回
　・男女共同参画講演会の開催
　　　「私らしく自分らしく」７３名
○市町村男女計画策定の手引き（案）の作
成
　
広報や講演会を通じて、住民の男女共同
参画への理解が進んだ。
市町村が行う男女計画の策定や改定を支
援するための基礎情報ができた。

○市町村への個別訪問
・市町村を訪問して男女プランの策定を働
きかけるとともに女性の参画促進について
も啓発を行った　１市６町

・訪問した市町村では男女共同参画の必
要性について認識を再確認し、１町で計画
策定に向けた取組が始まった。

・事業を実施した２町においては、事
業実施の手助けになるため、評価も
高い

・委託業者であるＮＰＯ法人ポレール
の育成にも繋がっている

・市町村からなかなか手があがらない
ので、この事業について市町村への
ＰＲを強化する必要がある

・市町村において、基本計画策定の
ためのノウハウが必要

（男女共同参画推進事業費）
○男女共同参画地域サポート事業
・男女共同参画社会形成のために活動し
ているＮＰＯを市町村に派遣し、市町村が
行う
　　・基本計画の策定
　　・住民への啓発
等の男女共同参画の取組を支援する。
・３市に対して実施

○市町村への当該事業のＰＲの強化
　・市町村の個別訪問

○市町村へ、基本計画の策定に有効な情
報の提供
　・男女計画策定の手引作成と配布

・男女共同参画地域サポート事業の
内容が、市町村のニーズに沿ったも
のになっているかを検討

・予算策定時等、効果的なＰＲ時期
の検討

・手引の早期作成

県民生活･男女共
同参画課

NPOやボランティア活動に関す
（高知県社会貢献活動拠点センター運
営事業費）

（高知県社会貢献活動拠点センター運営
事業費）

ＮＰＯ法改正を受け、会計や認定ＮＰ
（高知県社会貢献活動拠点センター運営
事業費）
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NPOやボランティア活動に関す
る情報の提供（ピッピネット/広
報誌など）

営事業費）
ＮＰＯの広報啓発
内容：ＮＰＯの啓発リーフレット、ガイド
ブック等の配布を実施

配布先の検討
事業費）
ＮＰＯの広報啓発
内容：ＮＰＯの啓発リーフレット、ガイドブッ
ク等の配布を実施

ＮＰＯ法改正を受け、会計や認定ＮＰ
Ｏ法人についての各種パンフレットを
作成配布し、啓発を行うことができ
た。

事業費）
ＮＰＯの広報啓発
内容：ＮＰＯの啓発リーフレット、ガイドブッ
ク等の配布を実施

配布先の検討
県民生活･男女共
同参画課

NPOやボランティア活動に関す
る情報の提供（ピッピネット/広
報誌など）

バーチャルボランティアセンター事業
・HPの管理運営
・広報グッズ活用等によるピッピネットの
周知
・新規登録団体の開拓

ピッピネットの広報、周知

・ピッピネット周知キャンペーンを実施、ま
た、広報グッズを作成した。
　登録団体の増加
H23：612件→H24：631件（19団体の増）
・ピッピネットをより検索しやすくするため、
ボランティア募集情報検索機能を拡充し
た。

ピッピネット周知キャンペーン等の実
施により、登録団体数が増加した。

バーチャルボランティアセンター事業
・HPの管理運営
・広報グッズ活用等によるピッピネットの周
知
・新規登録団体の開拓

ピッピネットの広報、周知 地域福祉政策課

推
進
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

NPO、ボランティア団体、地域の
自治会、スポーツ団体、女性活
動団体等の育成・支援【再掲】

(新しい公共)
新しい公共支援基金事業を活用したＮ
ＰＯ等の活動基盤の環境整備
・ＮＰＯ活動ステップアップ支援事業
・ＮＰＯ活動強化支援事業
・ＮＰＯとの協働モデル事業
・ＮＰＯ寄附募集支援事業

【高知県社会貢献活動支援推進計画の
取組の推進】
（高知県社会貢献活動拠点センター運
営事業費）
学習機会の提供
内容：ＮＰＯ基礎講座、ＮＰＯ経営塾、
NPO経営研究会、ＮＰＯ実務講座、ＮＰ
Ｏ実務相談、ボランティアガイダンス、Ｎ
ＰＯ会議室貸出

<ＮＰＯとの協働モデル事業費補助
金>
県内の市町村及びＮＰＯにとって、
「モデル事業」となるよう、ＰＲが必
要となる。

(新しい公共)
<NPO活動ステップアップ支援事業>
○集合型研修開催：１２セミナー、延べ１09
団体、１67名参加
○専門家派遣：１９団体に６８回派遣
<ＮＰＯ寄附募集支援事業>
ＮＰＯ活動への寄附啓発を目的とした「ファ
ンドレイジング・ジャパンinこうち」を開催し、
382名参加。
<ＮＰＯとの協働モデル事業費補助金>
9団体に対し、協働による事業へ補助。
⇒これらの事業により、ＮＰＯ等の活動基
盤の環境整備を実施。

（高知県社会貢献活動拠点センター運営
事業費）
学習機会の提供によりＮＰＯ活動を支援
実績：ＮＰＯ基礎講座、ＮＰＯ経営塾、NPO
経営研究会、ＮＰＯ実務講座、ＮＰＯ実務相
談、ボランティアガイダンス、ＮＰＯ会議室
貸出

（新しい公共）
<NPO活動ステップアップ支援事業>
ＮＰＯの組織運営力・広報力の強化を
目標にした新しい切り口でのセミナー
や、専門家派遣を通じ、活動の支援
を実施。

<ＮＰＯ寄附募集支援事業>
ＮＰＯ活動への資金集めのノウハウ
や知識を提供し、ファンドレイジングと
は何か、またファンドレイジングを実
践するために必要なことは何かといっ
たことを関係者が理解し、「ファンドレ
イジング」の機運が高まった。

<ＮＰＯとの協働モデル事業費補助金
>
それぞれの事業においてＮＰＯと行政
が「協働」して事業実施できた。

（高知県社会貢献活動拠点センター
運営事業費）
新しい公共支援基金事業との相乗効
果により、ＮＰＯの支援を充実させる
ことができた。

(新しい公共）
・ＮＰＯとの協働モデル事業成果報告書作
成

【高知県社会貢献活動支援推進計画の取
組の推進】
（高知県社会貢献活動拠点センター運営
事業費）
学習機会の提供
内容：ＮＰＯ基礎講座、ＮＰＯ経営塾、NPO
経営研究会、ＮＰＯ実務講座、ＮＰＯ実務
相談、ボランティアガイダンス、ＮＰＯ会議
室貸出    (社会貢献活動）
・ＮＰＯ寄附募集支援事業

(新しい公共）
・配布先の検討
（社会貢献活動）
・ＮＰＯ寄付金募集支援事業のＰＲが
必要となる

県民生活･男女共
同参画課

ボランティアセンター事業
・福祉教育・ボランティア学習実践講座

ボランティアセンター事業
・福祉教育・ボランティア学習実践講座の
開催：参加者58名

・福祉教育・ボランティア学習に関わ
る者が、その学習を進めるための知
識や技術を習得することができた。
・社協や学校等関係機関の連携体制

ボランティアセンター事業
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NPO、ボランティア団体、地域の
自治会、スポーツ団体、女性活
動団体等の育成・支援【再掲】

・福祉教育・ボランティア学習実践講座
の開催
・地域連携による福祉教育・ボランティ
ア学習ステップアップ事業の実施
（指定社協） 南国市社協、馬路村社協
・ボランティアコーディネーション機能強
化モデル事業の実施
（指定社協） 佐川町社協
・ボランティアNPO通信「手をつなごう」
の発行

・学校現場における福祉教育の継
続的実施
・市町村社協のボランティアセン
ター機能の強化

開催：参加者58名
・地域連携による福祉教育・ボランティア学
習ステップアップ事業の実施：（指定社協）
南国市社協、馬路村社協
・ボランティアコーディネーション機能強化
モデル事業の実施：（指定社協）佐川町社
協
・市町村ボランティアセンター研究会の実
施：参加者39名
・ボランティアNPO通信「手をつなごう」の発
行：４回　4,000部発行

・社協や学校等関係機関の連携体制
の構築、学校や地域の中での福祉教
育・ボランティア学習の協働実践事例
の創出を支援した。
・地域ぐるみでのボランティアコーディ
ネーションの基盤整理が図られた。
・市町村社協のボランティアセンター
の事業の実態を踏まえ、高知型のボ
ランティアセンター作りに向けてスキ
ルアップの方策を検討することができ
た。
・ボランティア活動等について分かり
やすく紹介、情報を掲載した通信の発
行し、魅力や必要性を発信した。

ボランティアセンター事業
・福祉教育・ボランティア学習実践講座の
開催
・地域連携による福祉教育・ボランティア
学習ステップアップ事業の実施
・ボランティアコーディネーション機能強化
モデル事業の実施
・ボランティアNPO通信「手をつなごう」の
発行

・学校現場における福祉教育の継続
的実施
・市町村社協のボランティアセンター
機能の強化

地域福祉政策課

企業等への外部講師派遣事業
の実施【再掲】

【出前講座】
各種団体等の依頼に応じ、サポーター
講師、ソーレ職員が講師として、男女共
同参画に関する講座を実施

・講座実施団体との協議等による
ニーズの把握
・ニーズに合致した講座内容の充実
・事業内容の各種団体への周知

【出前講座】
・ソーレ登録の外部講師「サポーター講師」
を派遣　年間15件　参加者1,223名
地域のグループ、各市町村等からの要請
により、男女共同参画に関する講座に「サ
ポーター講師」を派遣した。
・男女共同参画の理解が進んだ。

・企業・地域等への啓発は実施でき
た。
・派遣回数を増やしていく必要があ
る。

【出前講座】
各種団体等の依頼に応じ、サポーター講
師、ソーレ職員が講師として、男女共同参
画に関する講座を実施

・講座実施団体のニーズ把握
・ニーズに合致した講座内容の充実
・事業内容の企業等への周知

県民生活･男女共
同参画課

参
画
の
推
進

共
同
参
画
の
推
進
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

地域づくりに関する講座等の開
催

地域づくり交流会等、地域づくり団体等
が参加できる交流会等を継続して実施
する。

昨年度の参加者の意見等（時間配
分の適正化等）を反映するなど、参
加者のニーズをより反映した内容に
していくこと。

○地域づくり交流会
・安芸地域開催（９月）
地域づくり事例発表
　大野倶楽部、吉良川町並み保存会　等
グループワーク
トークセッション　等
参加人数：６６名（地域づくり団体、ＮＰＯ
等）　　　　・高知市地域開催（２月）
地域づくり事例発表
　　株式会社大宮産業、物部町婦人会　等
グループワーク
パネルディスカッション　等
参加人数：４９名（地域づくり団体、ＮＰＯ
等）

県内外の地域づくりに携わる団体等を対
象とした交流会を開催することで、参加者
同士で各地域の取り組み等について情報
共有、意見交換する交流（ネットワークづく
り）の場を提供することができた。

地域づくりに携わる参加者同士での
グループワークや意見交換を行うこと
で、各地域の枠を超えたネットワーク
づくりにつながっている。

ネットワークができることで活動の連
携が図れ、各地域の活動のすそ野を
広げることにつながっている。

各地域でこれから先、地域づくりを
担っていくリーダーとなる人材の育成
につながっている。
　
交流会参加者を対象にしたアンケー
ト調査においては、地域づくりをされ
ている方との交流ができて良かったと
いう意見や日頃聞くことのできない現
場の生の声をきくことができて良かっ
た。などの回答が得られた。
また、要望として開催時期（議会中以
外）や駐車場のある会場で開催して
ほしいといった意見もみうけられた。

地域づくり交流会等、地域づくり団体等が
参加できる交流会等を継続して実施する。
(予定　県中部1回、県西部1回）

交流会の内容について、これまでの
参加者からの意見や要望を反映させ
た内容（ニーズに沿った）にしていくこ
と。

地域づくり団体やＮＰＯ、市町村等の
地域づくり関係者のネットワークづく
り。

地域づくりのリーダーとなる人材の育
成。

地域づくり支援課

「目指せ！弥太郎　商人塾」及び「土佐
経営塾」は、「産業人材育成プログラム

モチベーションを高め、自ら考え行

「産業人材育成プログラム（土佐まるごとビ
ジネスアカデミー）」の応用・実践編として、
以下の事業を実施。

＜「目指せ！弥太郎　商人塾」＞
受賞、事業拡大、ビジネスプランの具
体化等につながっており、一定の評

引き続き「産業人材育成プログラム（土佐
まるごとビジネスアカデミー）」の応用・実 モチベーションを高め、自ら考え行動
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場
を
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ろ 人材の育成（地域産業の担い

手、起業支援）【再掲】
（土佐まるごとビジネスアカデミー）」の
応用・実践編として継続。「こうち地域産
業振興人材育成塾」は、２３年度で終
了。

モチベーションを高め、自ら考え行
動できる力を身につけてもらうため
のフォローアップ

＜「目指せ！弥太郎　商人塾」＞
２０事業者が修了。商談会等への参加や
受賞、事業拡大につながった。

＜「土佐経営塾」＞
２０名が修了。学んだ経営手法を自社の経
営に活かす等している。

体化等につながっており、一定の評
価はできるが、さらなる事業展開、自
立に向けては適切なフォローアップが
必要。

まるごとビジネスアカデミー）」の応用・実
践編として、「目指せ！弥太郎　商人塾」、
「土佐経営塾」を実施する。

モチベーションを高め、自ら考え行動
できる力を身につけてもらうための
フォローアップ

計画推進課

女性団体等への自主活動への
支援及び相互交流の促進

【ソーレ・えいど事業】
事業主体：男女共同参画を推進するグ
ループ・団体等
対象事業：男女共同参画に関する事業
で、広く県民に開かれた事業、情報収
集、講演会、セミナー、調査研究等
内容：１企画上限3０万円以内

・事業内容の各種団体への周知

【ソーレ・えいど事業】
6団体に助成
①子育て支援の輪ムッターシューレ
②からだの講座ぐるーぷ
③Gender
④ソーレネットワーク
⑤ご近所カフェ
⑥エメラルド・ツリー
・事業の実施により、男女共同参画への理
解を深めることができた。

・自分の中のいらないものを捨て生き
やすい生き方を考える、福島の現状
から次世代への放射能の影響、地域
防災と女性の視点等、今まで取り組
んでこなかった分野を始め多方面か
らの啓発事業を実施

【ソーレ・えいど事業】
事業主体：男女共同参画を推進するグ
ループ・団体等
対象事業：男女共同参画に関する事業
で、広く県民に開かれた事業、情報収集、
講演会、セミナー、調査研究等
内容：１企画上限3０万円以内

・事業内容の各種団体への周知
県民生活･男女共
同参画課

高知県おもてなし県民会議の開
催

・おもてなし八策の見直し
・おもてなしトイレ認証制度の実施

・県民へのおもてなしの取り組みの
浸透

第1回（H24.5.30）
第2回（H24.10.16）
第3回（H24.3.25）
・おもてなしの推進についての検討
・おもてなし八策の見直しの検討

・会議で議論した内容を施策や取り組
みにつなげる必要がある

高知県おもてなし県民会議の開催
・おもてなしの向上につなげる取り組
みの検討

おもてなし課
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

観光ガイド育成事業による人材
育成

県内各地域の観光ガイド団体の連携と
質の高いガイド技術の習得を目的とす
る研修を委託する。

・各団体の相互の連携、情報共有
が不十分
・各観光ガイドのレベルアップ

○観光ガイドセミナー（H24.11.27）
講師：吉田　類（ライター）
参加者：108名
○観光ガイド中部地区研修会（H24.6.25）
講師：元吉　太郎
　　　　（㈱ほっとこうち専務取締役営業部
長）
参加者：57名
○観光ガイド東部地区研修会（H24.10.17）
講師：中尾　清　氏
　　　　（元大阪観光大学観光学部長）
参加者：31名
○観光ガイド西部地区研修会（H25.3.13）
講師：　東川　隆太郎　氏
　　　　（ＮＰＯ法人まちづくり地域フォーラ
ム・
　　　　かごしま探検の会代表理事）
参加者：34名
○個別研修会（9団体に支援）

観光ガイド団体のレベルアップとガイドメ
ニューの充実が図られる

情報交換会の実施により、観光ガイド
間での横の繋がりの必要性が浸透
し、お互いのガイドを体験する動きが
あった。

県内各地域の観光ガイド団体の連携と質
の高いガイド技術の習得を目的とする研
修及び県民のおもてなし機運の醸成を図
るセミナーの開催を委託する。

・各団体の相互の連携、情報共有が
不十分
・各観光ガイドのレベルアップ

おもてなし課

高知県防災会議等への女性の
参画

新たに女性委員を任命できるようにする
ため、防災会議条例（委員定数等）の改
正を行う。

女性委員の選定

防災会議条例の委員要件及び委員定数に
関して改正した後、新たに女性委員を３人
任命した。
※追加後の女性委員数6人（全委員数57

女性委員が就任し、意思決定の場に
女性の意見を反映させる体制を整え
ることができた。

防災会議委員の任期満了（平成25年5月
31日）に伴う再就任依頼をする際に、防災
会議構成機関に対し、可能な範囲で女性
委員を推薦してもらうようお願いする。

防災会議委員については、防災会議
構成機関の代表として、防災会議に
出席してもらうため、委員の選定につ
いては、各構成機関に委ねている。

危機管理・防災課

Ⅱ
　
場
を
ひ
ろ
げ

３
　
地
域
・
防
災
分
野
に
お
け
る
男

②
防
災
分
野
で
の
男
女
共
同 正を行う。 ※追加後の女性委員数6人（全委員数57

人）
ることができた。

委員を推薦してもらうようお願いする。 いては、各構成機関に委ねている。

女性防火クラブなど女性による
地域防災活動への支援

（女性による地域防災活動支援事業）
・事業名：高知県女性防火クラブ連絡協
議会研修会
事業内容：県内の女性防火クラブ員を
対象とした、防火・防災関係の研修の実
施
時期・回数：11月～12月頃　１回

・事業名：女性防火クラブ活動支援事業
事業内容：新たなクラブの立ち上げへの
支援（法被の購入等への支援）
　防災訓練開催への支援（資器材整備
等への支援）
補助先：管内に女性防火クラブを有する
市町村等

・女性防火クラブは設立されている
が、活動がほとんど行われていない
団体もある。

・女性防火クラブは活動資金が乏し
く、補助等がないと活動が難しい状
況である。

・高知県女性防火クラブ連絡協議会研修
会の開催
実施日：１１月３０日～１２月１日
内容：講演、女性防火クラブの活動報告
等
参加者：7０名
結果：防火・防災に関する知識が深まっ
た。

・高知県女性による地域防災活動支援事
業費補助金による女性防火クラブへの活
動支援
補助内容：クラブの活動のＰＲ及び新たな
クラブ員の加入促進の支援（法被の購入
への支援）
　防災訓練開催への支援（資機材整備等
への支援）
補助先：安芸市他　６団体
結果：各市町村で防災訓練等が実施され
た。

・研修会への新たな参加者が少ない
ため、積極的な参加を促す必要があ
る。

・地域内での活動のみではなく、研修
会等で他の地域の活動内容を情報
共有することで、活動に、より一層の
活性化が期待できる。

・市町村により、女性防火クラブの活
動等に温度差がある。

・新たなクラブの立ち上げへの支援
（法被の購入）等を行うことで、今後の
活発な活動が期待できる。

（女性による地域防災活動支援事業）
・事業名：高知県女性防火クラブ連絡協議
会研修会
事業内容：県内の女性防火クラブ員を対
象とした、防火・防災関係の研修の実施
時期・回数：11月～12月頃１回

・事業名：女性防火クラブ活動支援事業
事業内容：新たなクラブの立ち上げ及び加
入促進への支援（法被の購入等への支
援）
　防災訓練開催への支援（資機材整備等
への支援）
補助先：管内に女性防火クラブを有する市
町村等

・女性防火クラブは設立されている
が、活動がほとんど行われていない
団体もある。

女性防火クラブは活動資金が乏し
く、補助等がないと活動が難しい状
況である。
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

NPOやボランティア活動に関す
る情報の提供（ピッピネット/広
報誌など）

（高知県社会貢献活動拠点センター運
営事業費）
ＮＰＯの広報啓発
内容：ＮＰＯの啓発リーフレット、ガイド
ブック等の配布を実施

配布先の検討

（高知県社会貢献活動拠点センター運営
事業費）
ＮＰＯの広報啓発
内容：ＮＰＯの啓発リーフレット、ガイドブッ
ク等の配布を実施

ＮＰＯ法改正を受け、会計や認定ＮＰ
Ｏ法人についての各種パンフレットを
作成、配布し、広報啓発を行うことが
できた。

（高知県社会貢献活動拠点センター運営
事業費）
ＮＰＯの広報啓発
内容：ＮＰＯの啓発リーフレット、ガイドブッ
ク等の配布を実施

配布先の検討
県民生活･男女共
同参画課

NPOやボランティア活動に関す
る情報の提供（ピッピネット/広
報誌など）【再掲】

バーチャルボランティアセンター事業
・HPの管理運営
・広報グッズ活用等によるピッピネットの
周知
・新規登録団体の開拓

ピッピネットの広報、周知

・ピッピネット周知キャンペーンを実施、ま
た、広報グッズを作成した。
　登録団体の増加
H23：612件→H24：631件（19団体の増）
・ピッピネットをより検索しやすくするため、
ボランティア募集情報検索機能を拡充し
た。

ピッピネット周知キャンペーン等の実
施により、登録団体数が増加した。

バーチャルボランティアセンター事業
・HPの管理運営
・広報グッズ活用等によるピッピネットの周
知
・新規登録団体の開拓

ピッピネットの広報、周知 地域福祉政策課

NPO、ボランティア団体、地域の
自治会、スポーツ団体、女性活
動団体等の育成・支援【再掲】

○新しい公共
新しい公共支援基金事業を活用したＮ
ＰＯ等の活動基盤の環境整備
・ＮＰＯ活動ステップアップ支援事業
・ＮＰＯ活動強化支援事業
・ＮＰＯとの協働モデル事業
・ＮＰＯ寄附募集支援事業

○高知県社会貢献活動支援推進計画
の取組の推進
（高知県社会貢献活動拠点センター運
営事業費）

・県内の市町村及びＮＰＯにとって、
「モデル事業」となるよう、ＰＲが必
要となる。

・事業内容の関係団体への周知

(新しい公共)
<NPO活動ステップアップ支援事業>
○集合型研修開催：１２セミナー、延べ１09
団体、１67名参加
○専門家派遣：１９団体に６８回派遣
<ＮＰＯ寄附募集支援事業>
ＮＰＯ活動への寄附啓発を目的とした「ファ
ンドレイジング・ジャパンinこうち」を開催し、
382名参加。
<ＮＰＯとの協働モデル事業費補助金>
9団体に対し、協働による事業へ補助。
⇒これらの事業により、ＮＰＯ等の活動基
盤の環境整備を実施。

（新しい公共）
<NPO活動ステップアップ支援事業>
ＮＰＯの組織運営力・広報力の強化を
目標にした新しい切り口でのセミナー
や、専門家派遣を通じ、活動の支援
を実施。

<ＮＰＯ寄附募集支援事業>
ＮＰＯ活動への資金集めのノウハウ
や知識を提供し、ファンドレイジングと
は何か、またファンドレイジングを実
践するために必要なことは何かといっ
たことを関係者が理解し、「ファンドレ
イジング」の機運が高まった。

(新しい公共）
・ＮＰＯとの協働モデル事業成果報告書作
成

【高知県社会貢献活動支援推進計画の取
組の推進】
（高知県社会貢献活動拠点センター運営
事業費）
学習機会の提供
内容：ＮＰＯ基礎講座、ＮＰＯ経営塾、NPO

(新しい公共）
・配布先の検討
（社会貢献活動）
・ＮＰＯ寄付金募集支援事業のＰＲが
必要となる

県民生活･男女共
同参画課

②
防
災
分
野
で
の
男
女

３
　
地
域
・
防
災
分
野
に
お
け

Ⅱ
　
場
を
ひ 営事業費）

学習機会の提供
内容：ＮＰＯ基礎講座、ＮＰＯ経営塾、
NPO経営研究会、ＮＰＯ実務講座、ＮＰ
Ｏ実務相談、ボランティアガイダンス、Ｎ
ＰＯ会議室貸出

・事業内容の関係団体への周知
盤の環境整備を実施。

（高知県社会貢献活動拠点センター運営
事業費）
学習機会の提供によりＮＰＯ活動を支援
実績：ＮＰＯ基礎講座、ＮＰＯ経営塾、NPO
経営研究会、ＮＰＯ実務講座、ＮＰＯ実務相
談、ボランティアガイダンス、ＮＰＯ会議室
貸出

<ＮＰＯとの協働モデル事業費補助金
>
それぞれの事業においてＮＰＯと行政
が「協働」して事業実施できた。

（高知県社会貢献活動拠点センター
運営事業費）
新しい公共支援基金事業との相乗効
果により、ＮＰＯの支援を充実させる
ことができた。

内容：ＮＰＯ基礎講座、ＮＰＯ経営塾、NPO
経営研究会、ＮＰＯ実務講座、ＮＰＯ実務
相談、ボランティアガイダンス、ＮＰＯ会議
室貸出    (社会貢献活動）
・ＮＰＯ寄附募集支援事業

必要となる

NPO、ボランティア団体、地域の
自治会、スポーツ団体、女性活
動団体等の育成・支援【再掲】

ボランティアセンター事業
・福祉教育・ボランティア学習実践講座
の開催
・地域連携による福祉教育・ボランティ
ア学習ステップアップ事業の実施
（指定社協） 南国市社協、馬路村社協
・ボランティアコーディネーション機能強
化モデル事業の実施
（指定社協） 佐川町社協
・ボランティアNPO通信「手をつなごう」
の発行

・学校現場における福祉教育の継
続的実施
・市町村社協のボランティアセン
ター機能の強化

ボランティアセンター事業
・福祉教育・ボランティア学習実践講座の
開催：参加者58名
・地域連携による福祉教育・ボランティア学
習ステップアップ事業の実施：（指定社協）
南国市社協、馬路村社協
・ボランティアコーディネーション機能強化
モデル事業の実施：（指定社協）佐川町社
協
・市町村ボランティアセンター研究会の実
施：参加者39名
・ボランティアNPO通信「手をつなごう」の発
行：４回　4,000部発行

・福祉教育・ボランティア学習に関わ
る者が、その学習を進めるための知
識や技術を習得することができた。
・社協や学校等関係機関の連携体制
の構築、学校や地域の中での福祉教
育・ボランティア学習の協働実践事例
の創出を支援した。
・地域ぐるみでのボランティアコーディ
ネーションの基盤整理が図られた。
・市町村社協のボランティアセンター
の事業の実態を踏まえ、高知型のボ
ランティアセンター作りに向けてスキ
ルアップの方策を検討することができ
た。
・ボランティア活動等について分かり
やすく紹介、情報を掲載した通信の発
行し、魅力や必要性を発信した。

ボランティアセンター事業
・福祉教育・ボランティア学習実践講座の
開催
・地域連携による福祉教育・ボランティア
学習ステップアップ事業の実施
・ボランティアコーディネーション機能強化
モデル事業の実施
・ボランティアNPO通信「手をつなごう」の
発行

・学校現場における福祉教育の継続
的実施
・市町村社協のボランティアセンター
機能の強化

地域福祉政策課
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

次世代育成支援認証制度の広
報・普及促進

・認証制度の普及啓発：訪問予定企業
数200社
・ワークライフバランス推進事業：セミ
ナーの開催(オンデマンド型３回、集合
型４回）
・ワークライフバランス周知・啓発事業：
会員社労士を活用した企業訪問1000社

・認証制度の普及

・認証制度の普及啓発
　→訪問企業数226社
・ワークライフバランス推進事業：セミナー
の開催
→オンデマンド型：３回
　・高知県建設業協会１７名参加
　・高知県印刷業（協）　９名参加
　・高知県設備協会　１４名参加
　　 集合型：４回
・ワークライフバランス周知・啓発事業：企
業訪問１，０００社

セミナー開催や企業訪問による周知
を図るが、セミナー参加企業も少な
く、中小企業等の関心が低い。

・認証制度の普及啓発：訪問予定企業１５
０社

・ワークライフバランス周知啓発事業：セミ
ナーの開催２回

・中小企業が多く、事業の浸透は困
難

・事業主の意識の向上

雇用労働政策課

労働関係法令等の広報・啓発・
周知【再掲】

・労働局と連携し、企業への男女雇用
機会均等法周知やセクハラ防止などを
目的に、セミナーを開催
・課のホームページなどを通じた啓発

・関係法令の改正に関する企業へ
の周知
・セミナーへの参加者の増加

ワークライフバランスセミナーの開催（集合
型４回）
・第１回高知市：３１名参加
・第２回四万十市：２１名参加
・第３回高知市：３６名参加
・第４回安芸市：１９名参加
労働局から育児・介護休業法や助成金の
説明を行うなど労働局と連携して開催。

セミナーへの参加者が少なく、開催通
知についての工夫が必要である。

労働局と連携し企業等への男女雇用機会
均等法などを目的にセミナーを開催

セミナーへの参加者の増加 雇用労働政策課

中小企業制度融資貸付事業促
進

中小企業制度金融貸付事業費(産業活
性化融資)
「次世代育成支援企業」の認証を受け
た企業等を対象とする融資制度により、
認証企業の取組を資金面から支援す
る。(高知県信用保証協会に支払う保証
料の一部を補給する)

産業活性化融資の利用促進を図
る。

24年度融資枠：１億円
実績（H２５．３末）：０件

制度の周知に努め、利用の促進を図
る必要がある。

中小企業制度融資貸付事業費（産業活性
化融資）
「高知県次世代育成支援企業」認証を受
けた企業等を対象とする融資制度により、
認証企業の取組を資金面から支援する。
（高知県信用保証協会に支払う保証料の
一部を補給する)

産業活性化融資の利用促進を図る。 経営支援課
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平成24年度融資枠：１億円

一部を補給する)
平成25年度融資枠：１億円
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

県職員の育児休業等の取得促
進

H22.3に策定した、高知県職員次世代育
成支援行動計画に基づき、子育て世代
が安心して子供を産み、育てられるよう
な職場環境づくりに努めていく。

男性職員の育児休業制度等に対す
る認識を高めるため、さらに周知に
努める。

育児休業取得率
・女性　　　%　（16人/　人）
・男性　　　%　（5人/　　人）

女性職員は、　　%取得できている。
男性職員も、希望する職員は取得で
きている。

H22.3に策定した、高知県職員次世代育成
支援行動計画に基づき、子育て世代が安
心して子供を産み、育てられるような職場
環境づくりに努めていく。

男性職員の育児休業制度等に対す
る認識を高めるため、さらに周知に
努める。

行政管理課

県職員の育児休業等の取得促
進

教職員次世代育成支援行動計画(後期
計画）の進捗管理

育児休業等制度活用が、更に行い
やすい職場環境づくりを行うこと。

教職員次世代育成支援行動計画（後期計
画）策定により、制度周知が促進

左記等の行動計画の周知による育児
休業制度の周知はよくできている。

教職員次世代育成支援行動計画（後期計
画）の進捗管理

育児休業等制度活用が、更に行い
やすい職場環境づくりに努めること

教育政策課
(教職員・福利課）

県職員への介護休暇制度の周
知

県職員に介護休暇制度を周知し、取得
しやすい環境づくりに努めていく。

介護休暇制度の職員への更なる周
知

介護休暇取得者数
・女性１名、男性１名

取得希望者は取得できている。
県職員に介護休暇制度を周知し、取得し
やすい環境づくりに努めていく。

介護休暇制度の職員への更なる周
知

行政管理課

県職員への介護休暇制度の周
知

教職員次世代育成支援行動計画(後期
計画）の進捗管理

制度を活用しやすい職場環境づくり
を行うこと。

制度周知を行うとともに、教職員次世代育
成支援行動計画（後期計画）の中で介護休
暇等について周知

次世代育成支援行動計画（後期計
画）等により、介護休暇制度の周知を
図った。

教職員次世代育成支援行動計画（後期計
画）の進捗管理

制度を活用しやすい職場環境づくり
を行うこと。

教育政策課
(教職員・福利課）

女性のチャレンジ・エンパワーメ
ント支援【再掲】

・「女性リーダー養成講座」の実施
・女性のチャレンジ・エンパワメント支援
事業の実施

・女性のチャレンジ・エンパワメント
に必要な講座の検討

・女性リーダー養成事業として
「ワタシを変える＆創るトレーニング」の実
施
・女性のチャレンジ・エンパワメント支援事
業として
女性のためのパワーアップトレーニング、
エンパワメント支援セミナー、アサーティブ

・講座受講者からのアンケート調査等
から、講座内容・資料が充実してお
り、受講者の満足度は高かった。
・集客に努めたが、一部受講者が少

・女性リーダー養成事業の実施
・女性のチャレンジ・エンパワメント支援事
業の実施

・女性の置かれている社会的状況を
考えた上で必要な講座の検討

県民生活･男女共
同参画課
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に必要な講座の検討
・事業内容の県民への周知

エンパワメント支援セミナー、アサーティブ
コミュニケーション講座、就職応援セミナー
（パソコン＆簿記講座）、パソコン（データ集
計基礎）講座の実施
・各事業実施により、男女共同参画の推進
を担う人材の育成を支援した。

・集客に努めたが、一部受講者が少
ない講座があり、講座内容検討が必
要

業の実施
考えた上で必要な講座の検討
・事業内容の県民への周知

同参画課

広報誌による啓発推進

広報活動
・各種啓発誌の作成
・情報誌「ソーレスコープ」の発行
・「セミナーガイド」（講座紹介）の発行
・メールマガジン「FROMソーレ」の発行
・啓発誌による男女共同参画の推進
・情報誌「ソーレスコープ」による男女共
同参画の推進
・「セミナーガイド」によるソーレ事業の
紹介
・メールマガジン「FROMソーレ」による男
女共同参画の推進及びソーレ事業の紹
介

・配付先の検討

・「ソーレ・スコープ」vol.60～63発行による
男女共同参画の啓発、ソーレ事業や暮らし
に関するコーナーの掲載
・「セミナー・ガイド」前期4月、後期10月発
行による事業や講演、研修会の開催等啓
発事業の掲載
・啓発誌「ぐーちょきぱーVol.10　南海地震
発生!!　そのとき、あなたは・・・」の発行
・ホームページやメールマガジンによる広
報
・東日本の状況検証や南海地震をキー
ワードとすることで、防災を身近な問題とし
て捉えることができた。
・防災になぜ女性の視点が必要かの周知
・配布先を個人から団体・企業中心に変更
することで、より広範囲な啓発推進

・これまで男女共同参画を学ぶ機会
のなかった県民への啓発、女性の視
点での災害への備えの必要性の学
びから、今後の生活や防災活動に生
かすことが可能
・「ソーレ・スコープ」「セミナー・ガイド」
等の配布先を個人から団体・企業中
心に変更することで、より広範囲な啓
発・広報が可能

広報活動
・各種啓発誌の作成
・情報誌「ソーレスコープ」の発行
・「セミナーガイド」（講座紹介）の発行
・メールマガジン「FROMソーレ」の発行
・啓発誌による男女共同参画の推進
・情報誌「ソーレスコープ」による男女共同
参画の推進
・「セミナーガイド」によるソーレ事業の紹
介
・メールマガジン「FROMソーレ」による男
女共同参画の推進及びソーレ事業の紹介

・効果的な配付先の検討
県民生活･男女共
同参画課
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

多様な保育ニーズに対する保
育サービスの拡大への補助

（保育サービス促進事業）
保育対策等促進事業費補助金
延長保育　１０１か所
乳児保育　２７市町村／３４市町村
休日保育　１か所
病児・病後児保育　７か所
一時預かり　３１か所

親育ち支援保育者育成
　　１年次　　８１人
　　２年次　　９４人
　　３年次　１０４人

新たな保育サービスに必要な保育
士などの確保
病児・病後児保育における連携病
院等の確保

（保育サービス促進事業）
保育対策等促進事業費補助金
延長保育　１００か所
乳児保育　２７市町村／３４市町村
休日保育　１か所
病児・病後児保育　７か所
一時預かり　３２か所

親育ち支援保育者育成
　　１年次　　９４人
　　２年次　　９３人
　　３年次　１０２人

事業実施市町村に対して引き続き補
助を実施し、保育サービスの拡大に
繋げていく必要がある。

（保育サービス促進事業）
保育対策等促進事業費補助金
延長保育　１００か所
乳児保育　２７市町村／３４市町村
休日保育　１か所
病児・病後児保育　７か所
一時預かり　３４か所

親育ち支援保育者育成
　　２年次　　９４人
　　３年次　　９３人
　（※１年次はＨ２４で修了）

新たな保育サービスに必要な保育士
の確保
病児・病後児保育における連携病院
等の確保

幼保支援課

ひとり親家庭への支援

(母子寡婦福祉資金貸付金)
○母子家庭の母又は寡婦等に各種資
金を貸付
（ひとり親家庭医療費助成事業）
○ひとり親家庭への医療費助成

対象者のニーズに応じ、迅速な対
応を行う。

(H24年度末）
○母子家庭の母又は寡婦等に各種資金を
貸付
・貸付件数　111件
○ひとり親家庭への医療費助成
・受給者数　17,535人

ニーズに応じた支援を行っている。

(母子寡婦福祉資金貸付金)
○母子家庭の母又は寡婦等に各種資金
を貸付
（ひとり親家庭医療費助成事業）
○ひとり親家庭への医療費助成

対象者のニーズに応じ、迅速な対応
を行う。

児童家庭課

・こうちプレマnetの運営
　情報の充実（子育てサークル等の
　活動やイベント情報の提供等）
・子育て応援情報紙「大きくなあれ」
　の発行

・的確かつタイムリーな情報の提供

・こうちプレマの運営
・子育て応援情報紙「大きくなあれ」
　年4回・各35,500部発行
　

・H23.7のリニューアル後、アクセス数
が増加。
　H22年度：41,249件
　H23年度：93,905件
　H24年度：80,535件

・こうちプレマnetの運営
　情報の充実（子育てサークル等の
　活動やイベント情報の提供等）
・子育て応援情報紙「大きくなあれ」
　の発行

◆的確かつタイムリーな情報の提供
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子育て支援に係る広報・啓発等
の推進

　の発行
　年4回・各35,500部

・子育て応援フォーラムの開催
　10/21イオンモール高知
　ほかサテライト会場
・子育て応援キャンペーンの実施
　子育て応援呼びかけ7カ条、
　子育て応援川柳のＰＲ
　県民会議構成団体の取組を促進
　するキャンペーングッズの作成
　街頭活動の実施

・子育て応援フォーラム
　10/21　イオンモール高知
　　　　　　高知学園短期大学
　　　　　　　来場者延べ人数：2,141人
・子育て応援キャンペーン
　県民会議構成団体の取組を
　促進するキャンペーングッズ
　の作成、配布
　街頭活動の実施

　H24年度：80,535件
イベント情報について、高知市以外の
地域の情報が少ない。

・子育て支援に関心のある人以外の
人にも広げることができた。
・さらなる広がりを持たせることが重
要。

　の発行
　年4回・各40,000部

・子育て応援キャンペーンの実施
　県民会議構成団体の取組の拡大
　県民への広報の拡大
　　県民参加事業（作品募集）
　　啓発パネル作成
・子育て応援フォーラムの開催
　11/4　イオンモール高知

◆県民会議構成団体の主体的な取
組

少子対策課
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

放課後の子どもの居場所づくり
と学び場の充実

○放課後子どもプラン実施への支援
・事業目的：放課後における子どもたち
の安全で健やかな居場所づくりを推進
する。
①運営補助
　小学校 173ヵ所
　中学校   42ヵ所
②施設整備助成
　日高村佐川町学校組合
　１ヵ所
③学習活動への支援
　・学習支援者への謝金
　・教材等の購入
④利用料減免への助成
　16市町村
⑤人材バンクの設置
⑥指導員等の人材育成
　・推進委員会　2回
　・指導員等研修　16回
　

・保護者が安心して働きながら子育
てができ、子どもたちが放課後に安
全に過ごせる場所が全小学校区の
約９割に設置された。今後は、安
全・安心な場、宿題にとどまらない
多様な学習の場として、さらなる質
的充実に市町村が主体となって取り
組むことが課題となっている。

・放課後子ども教室や放課後児童ク
ラブ等と、学校・地域・家庭との連携
が弱いところが多い。

・研修会を充実させて、関係者の資
質向上を図る。

１  放課後子どもプラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
・放課後における子どもたちの安全で健や
かな居場所づくりを推進する。
①運営補助
小学校 166ヵ所、中学校   42ヵ所
②施設整備助成
日高村佐川町学校組合　１ヵ所
③学習活動への支援
・学習支援者の謝金　・教材等の購入
④利用料減免への助成
1７市町村
⑤人材バンクの設置
⑥指導員等の人材育成
・推進委員会2回、指導員等研修18回
　
　研修や人材バンクの支援等を充実するこ
とにより、約９割の小学校区における放課
後の居場所の質的充実が図られてきた。

１　放課後子どもプラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
・安全・安心な場、学びの場として、さ
らなる質的充実を図るためには、市
町村担当者や実施場所の指導員等
を対象とした研修、人材育成の充実
に取り組む必要がある。
・地域の子どもたちの安全を確保する
には、放課後の居場所づくりの取り組
みを、地域ぐるみで子どもを育てるしく
みづくりへ発展させる必要がある。

１  放課後子どもプラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
・放課後における子どもたちの安全で健や
かな居場所づくりを推進する。
①運営補助
小学校 169ヵ所、中学校  38ヵ所
②施設整備助成
南国市日章　１ヵ所
③学習活動への支援
・学習支援者の謝金　・教材等の購入
④利用料減免への助成
1７市町村
⑤人材バンクの設置
⑥指導員等の人材育成
・推進委員会2回、指導員等研修17回
　
２　学校支援地域本部事業
・地域社会全体で学校の教育活動を支援
する体制づくりを推進する。
　１７市町村　22支援本部

・放課後や週末などに地域で子ども
たちがすごす場所が、より安全・安心
で健やかな居場所となるように、学
校・家庭・地域の連携を進め、地域ぐ
るみで子どもを育てるしくみづくりに
取り組む。

生涯学習課

子育て家庭応援事業の促進
「子育て家庭応援の店」の拡充
＊H２４年度末目標
　協賛事業所数　600事業所

◆事業のＰＲ

◆高知市以外の協賛事業所の増

・商工会女性部での協力依頼
・商工会訪問依頼
・協賛事業所601店舗登録
　92店舗増（内高知市以外48）
・広報チラシ等の作成・配布
　事業所紹介冊子　13.000

・商工会等への協力依頼により、協賛
事業所が増加した。また、増加の半
数以上が高知市以外であった。
・子育て家庭にさらなる周知の徹底が
必要
・サービス内容の充実

・第4期に向けた事業見直し
　「子育て家庭応援の店」の拡充
・PRカード作成・配布　75,000
・事業募集チラシ配布　5,000
・事業紹介冊子配布　13,000

◆事業のＰＲ

◆高知市以外の協賛事業所の増
　
◆サービス内容の拡充

少子対策課
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地域における子育て支援の充
実

・子育て世代対象講座の実施 事業内容の県民への周知

・子育て世代対象講座の実施
こども講座「夏の課外授業」～赤ちゃんは
どこからくるの～、子育て応援講座「すくす
く子育て塾Part5」、はじめてのベビーヨガ、
子育て親子の英語あそび、子育てはなぞ
解き　を開催
・子育て世代や男性のソーレへの来館機
会を確保し、子育てを支援
・子どもや保護者の自尊感情の高揚

・男性や初めての参加がみられた
が、子育て世代に向けさらなる周知
が必要
・子育て世代にアピールできる講座内
容、講師の工夫が必要

・子育て世代対象講座の実施 ・事業内容の県民への周知
県民生活･男女共
同参画課

地域における子育て支援の充
実

・子育てサークル等のネットワークづくり
　交流会の開催
　従事者への研修
・地域子育て支援センターの機能強化
　子育て支援推進事業費
　補助金による支援
　初任・現任者研修の実施
・子育て支援アドバイザーの派遣
・子育て講座の実施委託

◆子育てサークル等の登録の促進

◆子育て支援者の地域内での連携

◆子育て支援者の専門性の向上

・子育てサークル研修・交流会
　4回
・地域子育て支援センターの機能強化
　子育て支援推進事業費補助金による支
援
　補助先：市町村
・アドバイザー派遣
　21市町村38回
・子育て講座の実施委託
　委託先：5団体

・子育て家庭が気軽に集い交流でき
る場づくりの充実が必要
・地域子育て支援センター職員や子
育て支援者に必要なスキルの習得へ
の支援が必要

・子育てサークル等のネットワークづくり
　交流会の開催
　従事者への研修
・地域子育て支援センターの機能強化
　子育て支援推進事業費
　補助金による支援
　初任・現任者研修の実施
・子育て支援アドバイザーの派遣
・子育て講座の実施委託

◆子育てサークル等の登録の促進

◆子育て支援者の地域内での連携

◆子育て支援者の専門性の向上

少子対策課
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

地域ケア体制の整備
・地域で要介護者等を支えるケ
ア体制の整備
・住宅のバリアフリーの推進

(地域包括ケアシステムの構築）
・医療・介護・福祉のネットワークづくり
・訪問看護支援事業の継続実施
・より身近な場所でのショートステイ整備
・中山間地域介護サービス確保対策事
業の継続実施
・市町村が実施する住宅等改造補助事
業への助成とアドバイザーの派遣

・これまでの補助事業の成果をもと
に、医療と介護など多職種連携の
仕組みづくりを今後県内全域に広
げる。また、医療、介護、福祉の充
実確保に関する取組をより充実させ
る。

・医療・介護・福祉のネットワークづくり費補
助金の活用（1件）
・訪問看護利用に関する相談対応、研修、
マニュアル作成等の実施（電話相談：130
件、訪問看護ステーションへのコンサル
テーション：20件）
・ショートステイ整備促進事業費補助金の
活用（3事業所（基準該当ショートステイを
18床整備））
・中山間地域介護サービス確保対策事業
の実施（16市町村）
・住宅等改造への助成（73件）
・アドバイザーの派遣（15件）

・H23までの取組を含め、医療と介護
の連携体制づくりは一定進んでいる
が、県内全域には至っていない。
・訪問看護に関する相談件数は年々
増加しており、事業所の新規開設の
サポートの事例も出てくるなど、相談
窓口としての機能が強化されてきて
いる。
・ショートステイベッドの整備率を全国
平均並みに引き上げるため、基準該
当ショートステイの整備を一層進めて
いく必要がある。
・中山間地域介護サービス確保対策
事業は一定のサービス充実と、雇用
の増につながっている。
・住宅等改造への助成については、
引き続き助成を行い、バリアフリー化
の推進を図っていく必要がある。

・医療・介護・福祉のネットワークづくり
・訪問看護支援事業
・より身近な場所でのショートステイ整備
・中山間地域介護サービス確保対策事業
・市町村が実施する住宅等改造補助事業
への助成とアドバイザーの派遣

各圏域の実情や特性に応じた医療と
介護など他職種連携の仕組みづくり
を、今後県内全域に広げる。また、医
療、介護、福祉の充実確保に関する
取組をより充実させる。

高齢者福祉課

相談体制の充実 ・相談窓口の設置と窓口の広報
・弁護士等による専門相談の実施
等相談窓口の特色をＰＲしていく必
要がある。

・高齢者総合相談事業の実施
（一般相談：888件、専門相談：107件、合計
相談件数：995件）

・相談件数は前年度より14件の増加
となり、広く県民の相談に対応するこ
とができた。
特に一般相談が46件の増となった。
専門相談は31件の減となった。

相談体制の充実
・弁護士等による専門相談の実施等
相談窓口の特色をＰＲしていく必要
がある。

高齢者福祉課

・H24年度の実施状況を踏まえて、H25年
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介護支援情報の提供・広報・啓
発【再掲】

・体系化した研修計画に基づき、研修会
を実施
・圏域ごとに地域ケア会議の実践等を
通じ、地域包括ケアの推進を図る。

・地域ケア会議実践等に対する市
町村及び地域包括支援センターへ
の支援

・地域包括支援センター職員研修（初級Ⅰ
①②・Ⅱ・中級・上級）、地域包括ケアマネ
ジメントリーダー養成研修の実施
※上級研修は地域包括ケア推進研修会と
一体的に実施
・H24年度は南国市に加え、中芸広域連
合、いの町、土佐清水市において、地域ケ
ア会議の実践等の取組を実施

・圏域ごとの課題に応じた取組を展開
することができた。

・H24年度の実施状況を踏まえて、H25年
度は座学については引き続きスキルアッ
プ事業で実施し、実践力については地域
ケア会議活用推進等事業で取り組む。
・地域ケア会議の実践を通じて、地域包括
支援センターが担うコーディネート機能等
を強化する。また、地域ケア会議を県内全
域へ普及し、地域包括ケア推進を目指
す。

・地域ケア会議の開催支援等、具体
的な取り組みを通じた支援

高齢者福祉課

介護支援情報の提供・広報・啓
発【再掲】

県広報紙等へ掲載 効果的な媒体の検討

・さんＳＵＮ高知、高知新聞等に介護講座
や、ふくし就職フェア、福祉機器展の情報
を掲載

・高齢者疑似体験セットの貸出　　　　2477
人

・介護・高齢者福祉に関する図書及びビデ
オの貸出　　　　　　　　　　　　　　　　　92人
284本

・県広報誌などへの掲載により、介護
講座受講者が増加した。

・介護や福祉に関する様々な情報を
貸出という方法で、手軽に入手できる
よう努めた。

県広報誌等へ掲載 効果的な媒体の検討 地域福祉政策課
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

独居老人等に対するNPOやボ
ランティア活動の促進

ボランティアセンター事業
・福祉教育・ボランティア学習実践講座
の開催
・地域連携による福祉教育・ボランティ
ア学習ステップアップ事業の実施
（指定社協） 南国市社協、馬路村社協
・ボランティアコーディネーション機能強
化モデル事業の実施
（指定社協） 佐川町社協
・ボランティアNPO通信「手をつなごう」
の発行

・学校現場における福祉教育の継
続的実施
・市町村社協のボランティアセン
ター機能の強化

ボランティアセンター事業
・福祉教育・ボランティア学習実践講座の
開催：参加者58名
・地域連携による福祉教育・ボランティア学
習ステップアップ事業の実施：（指定社協）
南国市社協、馬路村社協
・ボランティアコーディネーション機能強化
モデル事業の実施：（指定社協）佐川町社
協
・市町村ボランティアセンター研究会の実
施：参加者39名
・ボランティアNPO通信「手をつなごう」の発
行：４回　4,000部発行

・福祉教育・ボランティア学習に関わ
る者が、その学習を進めるための知
識や技術を習得することができた。
・社協や学校等関係機関の連携体制
の構築、学校や地域の中での福祉教
育・ボランティア学習の協働実践事例
の創出を支援した。
・地域ぐるみでのボランティアコーディ
ネーションの基盤整理が図られた。
・市町村社協のボランティアセンター
の事業の実態を踏まえ、高知型のボ
ランティアセンター作りに向けてスキ
ルアップの方策を検討することができ
た。
・ボランティア活動等について分かり
やすく紹介、情報を掲載した通信の発
行し、魅力や必要性を発信した。

ボランティアセンター事業
・福祉教育・ボランティア学習実践講座の
開催
・地域連携による福祉教育・ボランティア
学習ステップアップ事業の実施
・ボランティアコーディネーション機能強化
モデル事業の実施
・ボランティアNPO通信「手をつなごう」の
発行

・学校現場における福祉教育の継続
的実施
・市町村社協のボランティアセンター
機能の強化

地域福祉政策課

独居老人等に対するNPOやボ

(新しい公共)
新しい公共支援基金事業を活用したＮ
ＰＯ等の活動基盤の環境整備
・ＮＰＯ活動ステップアップ支援事業
・ＮＰＯ活動強化支援事業
・ＮＰＯとの協働モデル事業
・ＮＰＯ寄附募集支援事業 <ＮＰＯとの協働モデル事業費補助

金>

(新しい公共)
<NPO活動ステップアップ支援事業>
○集合型研修開催：１２セミナー、延べ１09
団体、１67名参加
○専門家派遣：１９団体に６８回派遣
<ＮＰＯ寄附募集支援事業>
ＮＰＯ活動への寄附啓発を目的とした「ファ
ンドレイジング・ジャパンinこうち」を開催し、
382名参加。
<ＮＰＯとの協働モデル事業費補助金>

（新しい公共）
<NPO活動ステップアップ支援事業>
ＮＰＯの組織運営力・広報力の強化を
目標にした新しい切り口でのセミナー
や、専門家派遣を通じ、活動の支援
を実施。

<ＮＰＯ寄附募集支援事業>
ＮＰＯ活動への資金集めのノウハウ
や知識を提供し、ファンドレイジングと
は何か、またファンドレイジングを実
践するために必要なことは何かといっ
たことを関係者が理解し、「ファンドレ

(新しい公共）
・ＮＰＯとの協働モデル事業成果報告書作
成

【高知県社会貢献活動支援推進計画の取
組の推進】
（高知県社会貢献活動拠点センター運営

<ＮＰＯとの協働モデル事業費補助金
>

県民生活･男女共

②
家
庭
や
地
域
に
お
け
る
子
育
て
・
介
護
環
境
の
整

１
　
仕
事
と
生
活
の
調
和

(

ﾜｰ

ｸ
･
ﾗ
ｲ
ﾌ
･
ﾊ
ﾞ
ﾗ

Ⅲ
　
環
境
を
整
え
る

独居老人等に対するNPOやボ
ランティア活動の促進

【高知県社会貢献活動支援推進計画の
取組の推進】
（高知県社会貢献活動拠点センター運
営事業費）
学習機会の提供
内容：ＮＰＯ基礎講座、ＮＰＯ経営塾、
NPO経営研究会、ＮＰＯ実務講座、ＮＰ
Ｏ実務相談、ボランティアガイダンス、Ｎ
ＰＯ会議室貸出

金>
県内の市町村及びＮＰＯにとって、
「モデル事業」となるよう、ＰＲが必
要となる。

<ＮＰＯとの協働モデル事業費補助金>
9団体に対し、協働による事業へ補助。
⇒これらの事業により、ＮＰＯ等の活動基
盤の環境整備を実施。

（高知県社会貢献活動拠点センター運営
事業費）
学習機会の提供によりＮＰＯ活動を支援
実績：ＮＰＯ基礎講座、ＮＰＯ経営塾、NPO
経営研究会、ＮＰＯ実務講座、ＮＰＯ実務相
談、ボランティアガイダンス、ＮＰＯ会議室
貸出

たことを関係者が理解し、「ファンドレ
イジング」の機運が高まった。

<ＮＰＯとの協働モデル事業費補助金
>
それぞれの事業においてＮＰＯと行政
が「協働」して事業実施できた。

（高知県社会貢献活動拠点センター
運営事業費）
新しい公共支援基金事業との相乗効
果により、ＮＰＯの支援を充実させる
ことができた。

（高知県社会貢献活動拠点センター運営
事業費）
学習機会の提供
内容：ＮＰＯ基礎講座、ＮＰＯ経営塾、NPO
経営研究会、ＮＰＯ実務講座、ＮＰＯ実務
相談、ボランティアガイダンス、ＮＰＯ会議
室貸出    (社会貢献活動）
・ＮＰＯ寄附募集支援事業

>
県内の市町村及びＮＰＯにとって、
「モデル事業」となるよう、ＰＲが必要
となる。

県民生活･男女共
同参画課
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組
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社会で支える介護の促進

・県民に対する介護講座事業の開催

・介護従事者を対象にした、介護の基礎
から場面ごとの応用までの段階的な研
修の実施

ふくし交流プラザにおける県民介護
講座事業の周知

・入門講座
　見学コース　　　　　　　　　　　26回481人
　高齢者疑似体験コース 　　　24回402人
　高齢者疑似体験出前コース 　5回193人
　車イス体験コース　　　　　　　12回202人

・基礎講座
　高齢期の食事／家庭でできる介護実技
等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10回134人

・テーマ別口座
　からだづくり／終の棲家／看取りの介護
／相続と遺言／成年後見制度／救急法と
ＡＥＤ／南海地震と介護　等
　　各テーマ3～4回　　　　　　　計31回900
人

・介護ベーシック研修　　　　　　11回744人

・介護基本研修　　　　　　　　　 16回442人

・身体介護・生活介助研修　　　　9回249人

・介護専門研修（ワンコインセミナー）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 7回188人

・介護に関して、全く知識のない方か
ら、実際の介護に携わる方まで、段階
別の講座を開催することにより、介護
や福祉の裾野を広げることと、専門性
を高めていくことの双方を実践でき
た。

・装具や耳栓、めがね等を装着し、概
ね80歳くらいのお年寄りになった状態
を体験するなど、通常では感じること
が難しい実際のお年寄りの状態など
を疑似体験するなどにより、その人に
そったきめ細やかな配慮等について
学ぶ機会を提供した。

・理論や技術の基本から、アセスメン
トの視点を深め利用者の生活全体を
プランニングできるような応用の研修
まで、介護従事者がそれぞれの段階
に応じた研修を受講できるように努め
た。

・地域で介護の考え方の基本を気軽
に学べるよう、これまで主にふくし交
流プラザで開催していたワンコインセ
ミナーを県東部地域で開催した。

・県民に対する介護講座事業の開催

・介護従事者を対象にした、介護の基礎か
ら場面ごとの応用までの段階的な研修の
実施

ふくし交流プラザにおける県民介護
講座事業の周知

地域福祉政策課

43



実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

家事（料理）・介護の実践講座
の開催【再掲】

（こうち男女共同参画センター管理運営
費）
・父と子のわくわくクッキングの開催
・ライフスタイル応援講座の開催

・受講者のアンケート調査等を参考
に、講師の選定等、講座の内容の
見直し
・事業内容の県民への周知

・男性対象講座の開催
父と子のわくわくクッキング、男性応援セミ
ナー、ワークライフバランス講座、ベビーダ
ンスの講座の開催
・ライフスタイル応援講座の開催
ワタシだけのOFFを楽しむ講座、自分らし
いエンディングのための講座
・男性や若い世代等これまで来館機会の
少ない方に来館してもらい、男女共同参画
の推進やソーレの事業について理解しても
らえた。

・親子や男性が参加することで、親子
の新密度を高めたり、自分のライフス
タイルを見直す機会を提供できた。

・男性対象講座の開催
・ライフスタイル応援講座の開催

・受講者へのアンケート調査等を参
考に、講師の選定、講座内容等の見
直し
・事業内容の県民への周知

県民生活･男女共
同参画課

労働関係法令等の広報・啓発・
周知【再掲】

・労働局と連携し、企業への男女雇用
機会均等法周知やセクハラ防止などを
目的に、セミナーを開催
・課のホームページなどを通じた啓発

・関係法令の改正に関する企業へ
の周知
・セミナーへの参加者の増加

ワークライフバランスセミナーの開催（集合
型４回）
・第１回高知市：３１名参加
・第２回四万十市：２１名参加
・第３回高知市：３６名参加
・第４回安芸市：１９名参加
労働局から育児・介護休業法や助成金の
説明を行うなど労働局と連携して開催。

セミナーへの参加者が少なく、開催通
知についての工夫が必要である。

労働局と連携し企業等への男女雇用機会
均等法などを目的にセミナーを開催

セミナーへの参加者の増加 雇用労働政策課

仕事と家庭の両立のための広
報・啓発促進【再掲】

・認証制度の普及啓発：訪問予定企業
数200社
・ワークライフバランス推進事業：セミ
ナーの開催(オンデマンド型３回、集合
型４回）
・ワークライフバランス周知・啓発事業：
会員社労士を活用した企業訪問1000社

・中小企業が多く浸透が困難
・事業主の意識の向上

・認証制度の普及啓発
　→訪問企業数226社
・ワークライフバランス推進事業：セミナー
の開催
→オンデマンド型：３回
　・高知県建設業協会１７名参加
　・高知県印刷業（協）　９名参加
　・高知県設備協会　１４名参加
　　 集合型：４回
・ワークライフバランス周知・啓発事業：企

セミナー開催や企業訪問による周知
を図るが、セミナー参加企業も少な
く、中小企業等の関心が低い。

・認証制度の普及啓発：訪問予定企業１５
０社

・ワークライフバランス周知啓発事業：セミ
ナーの開催２回

・中小企業が多く、事業の浸透は困
難

・事業主の意識の向上

雇用労働政策課
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・ワークライフバランス周知・啓発事業：企
業訪問１，０００社

仕事と家庭の両立のための広
報・啓発促進【再掲】

・こうちプレマnetの運営
　情報の充実（子育てサークル等の
　活動やイベント情報の提供等）
・子育て応援情報紙「大きくなあれ」
　の発行
　年4回・各35,500部

・子育て応援フォーラムの開催
　10/21イオンモール高知
　ほかサテライト会場
・子育て応援キャンペーンの実施
　子育て応援呼びかけ7カ条、
　子育て応援川柳のＰＲ
　県民会議構成団体の取組を促進
　するキャンペーングッズの作成
　街頭活動の実施

・的確かつタイムリーな情報の提供

・こうちプレマの運営
・子育て応援情報紙「大きくなあれ」
　年4回・各35,500部発行
　

・子育て応援フォーラム
　10/21　イオンモール高知
　　　　　　高知学園短期大学
　　　　　　　来場者延べ人数：2,141人
・子育て応援キャンペーン
　県民会議構成団体の取組を
　促進するキャンペーングッズ
　の作成、配布
　街頭活動の実施

・H23.7のリニューアル後、アクセス数
が増加。
　H22年度：41,249件
　H23年度：93,905件
　H24年度：80,535件
イベント情報について、高知市以外の
地域の情報が少ない。

・子育て支援に関心のある人以外の
人にも広げることができた。
・さらなる広がりを持たせることが重
要。

・こうちプレマnetの運営
　情報の充実（子育てサークル等の
　活動やイベント情報の提供等）
・子育て応援情報紙「大きくなあれ」
　の発行
　年4回・各40,000部

・子育て応援キャンペーンの実施
　県民会議構成団体の取組の拡大
　県民への広報の拡大
　　県民参加事業（作品募集）
　　啓発パネル作成
・子育て応援フォーラムの開催
　11/4　イオンモール高知

◆的確かつタイムリーな情報の提供

◆県民会議構成団体の主体的な取
組

少子対策課
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

女性のチャレンジ・エンパワーメ
ント支援【再掲】

・「女性リーダー養成講座」の実施
・女性のチャレンジ・エンパワメント支援
事業の実施

・女性のチャレンジ・エンパワメント
に必要な講座の検討
・事業内容の県民への周知

・女性リーダー養成事業として
「ワタシを変える＆創るトレーニング」の実
施
・女性のチャレンジ・エンパワメント支援事
業として
女性のためのパワーアップトレーニング、
エンパワメント支援セミナー、アサーティブ
コミュニケーション講座、就職応援セミナー
（パソコン＆簿記講座）、パソコン（データ集
計基礎）講座の実施
・各事業実施により、男女共同参画の推進
を担う人材の育成を支援した。

・講座受講者からのアンケート調査等
から、講座内容・資料が充実してお
り、受講者の満足度は高かった。
・集客に努めたが、一部受講者が少
ない講座があり、講座内容検討が必
要

・女性リーダー養成事業の実施
・女性のチャレンジ・エンパワメント支援事
業の実施

・女性の置かれている社会的状況を
考えた上で必要な講座の検討
・事業内容の県民への周知

県民生活･男女共
同参画課

NPOやボランティア活動に関す
る情報の提供（ピッピネット/広
報誌など）

（高知県社会貢献活動拠点センター運
営事業費）
ＮＰＯの広報啓発
内容：ＮＰＯの啓発リーフレット、ガイド
ブック等の配布を実施

配布先の検討

（高知県社会貢献活動拠点センター運営
事業費）
ＮＰＯの広報啓発
内容：ＮＰＯの啓発リーフレット、ガイドブッ
ク等の配布を実施

ＮＰＯ法改正を受け、会計や認定ＮＰ
Ｏ法人についての各種パンフレットを
作成、配布し、広報啓発を行うことが
できた。

（高知県社会貢献活動拠点センター運営
事業費）
ＮＰＯの広報啓発
内容：ＮＰＯの啓発リーフレット、ガイドブッ
ク等の配布を実施

配布先の検討
県民生活･男女共
同参画課

NPOやボランティア活動に関す
る情報の提供（ピッピネット/広
報誌など）【再掲】

バーチャルボランティアセンター事業
・HPの管理運営
・広報グッズ活用等によるピッピネットの
周知
・新規登録団体の開拓

ピッピネットの広報、周知

・ピッピネット周知キャンペーンを実施、ま
た、広報グッズを作成した。
　登録団体の増加
H23：612件→H24：631件（19団体の増）
・ピッピネットをより検索しやすくするため、
ボランティア募集情報検索機能を拡充し
た。

ピッピネット周知キャンペーン等の実
施により、登録団体数が増加した。

バーチャルボランティアセンター事業
・HPの管理運営
・広報グッズ活用等によるピッピネットの周
知
・新規登録団体の開拓

ピッピネットの広報、周知 地域福祉政策課

（新しい公共）
<NPO活動ステップアップ支援事業>
ＮＰＯの組織運営力・広報力の強化を
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NPO、ボランティア団体、地域の
自治会、スポーツ団体、女性活
動団体等の育成・支援【再掲】

(新しい公共)
新しい公共支援基金事業を活用したＮ
ＰＯ等の活動基盤の環境整備
・ＮＰＯ活動ステップアップ支援事業
・ＮＰＯ活動強化支援事業
・ＮＰＯとの協働モデル事業
・ＮＰＯ寄附募集支援事業

【高知県社会貢献活動支援推進計画の
取組の推進】
（高知県社会貢献活動拠点センター運
営事業費）
学習機会の提供
内容：ＮＰＯ基礎講座、ＮＰＯ経営塾、
NPO経営研究会、ＮＰＯ実務講座、ＮＰ
Ｏ実務相談、ボランティアガイダンス、Ｎ
ＰＯ会議室貸出

<ＮＰＯとの協働モデル事業費補助
金>
県内の市町村及びＮＰＯにとって、
「モデル事業」となるよう、ＰＲが必
要となる。

(新しい公共)
<NPO活動ステップアップ支援事業>
○集合型研修開催：１２セミナー、延べ１09
団体、１67名参加
○専門家派遣：１９団体に６８回派遣
<ＮＰＯ寄附募集支援事業>
ＮＰＯ活動への寄附啓発を目的とした「ファ
ンドレイジング・ジャパンinこうち」を開催し、
382名参加。
<ＮＰＯとの協働モデル事業費補助金>
9団体に対し、協働による事業へ補助。
⇒これらの事業により、ＮＰＯ等の活動基
盤の環境整備を実施。

（高知県社会貢献活動拠点センター運営
事業費）
学習機会の提供によりＮＰＯ活動を支援
実績：ＮＰＯ基礎講座、ＮＰＯ経営塾、NPO
経営研究会、ＮＰＯ実務講座、ＮＰＯ実務相
談、ボランティアガイダンス、ＮＰＯ会議室
貸出

ＮＰＯの組織運営力・広報力の強化を
目標にした新しい切り口でのセミナー
や、専門家派遣を通じ、活動の支援
を実施。

<ＮＰＯ寄附募集支援事業>
ＮＰＯ活動への資金集めのノウハウ
や知識を提供し、ファンドレイジングと
は何か、またファンドレイジングを実
践するために必要なことは何かといっ
たことを関係者が理解し、「ファンドレ
イジング」の機運が高まった。

<ＮＰＯとの協働モデル事業費補助金
>
それぞれの事業においてＮＰＯと行政
が「協働」して事業実施できた。

（高知県社会貢献活動拠点センター
運営事業費）
新しい公共支援基金事業との相乗効
果により、ＮＰＯの支援を充実させる
ことができた。

(新しい公共）
・ＮＰＯとの協働モデル事業成果報告書作
成

【高知県社会貢献活動支援推進計画の取
組の推進】
（高知県社会貢献活動拠点センター運営
事業費）
学習機会の提供
内容：ＮＰＯ基礎講座、ＮＰＯ経営塾、NPO
経営研究会、ＮＰＯ実務講座、ＮＰＯ実務
相談、ボランティアガイダンス、ＮＰＯ会議
室貸出    (社会貢献活動）
・ＮＰＯ寄附募集支援事業

(新しい公共）・配布先の検討

（社会貢献活動）・ＮＰＯ寄付金募集
支援事業のＰＲが必要となる

県民生活･男女共
同参画課

ﾗ
ｲ
ﾌ
･
ﾊ
ﾞ
ﾗ
ﾝ
ｽ

)

る

45



実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

NPO.ボランティア団体、地域の
自治会、スポーツ団体、女性活
動団体等の育成・支援〔再掲〕

○ソーレ・えいど事業
事業主体：男女共同参画を推進するグ
ループ・団体等
対象事業：男女共同参画に関する事業
で、広く県民に開かれた事業、情報収
集、講演会、セミナー、調査研究等
内容：１企画上限3０万円以内

・事業内容の関係グループ・団体へ
の周知

○ソーレ・えいど事業
6団体に助成
①子育て支援の輪ムッターシューレ
②からだの講座ぐるーぷ
③Gender
④ソーレネットワーク
⑤ご近所カフェ
⑥エメラルド・ツリー
・事業の実施により、男女共同参画への理
解を深めることができた。

・自分の中のいらないものを捨て生き
やすい生き方を考える、福島の現状
から次世代への放射能の影響、地域
防災と女性の視点等、今まで取り組
んでこなかった分野を始め多方面か
らの啓発事業を実施

○ソーレ・えいど事業
事業主体：男女共同参画を推進するグ
ループ・団体等
対象事業：男女共同参画に関する事業
で、広く県民に開かれた事業、情報収集、
講演会、セミナー、調査研究等
内容：１企画上限3０万円以内

・事業内容の関係グループ・団体へ
の周知

県民生活･男女共
同参画課

NPO、ボランティア団体、地域の
自治会、スポーツ団体、女性活
動団体等の育成・支援【再掲】

ボランティアセンター事業
・福祉教育・ボランティア学習実践講座
の開催
・地域連携による福祉教育・ボランティ
ア学習ステップアップ事業の実施
（指定社協） 南国市社協、馬路村社協
・ボランティアコーディネーション機能強
化モデル事業の実施
（指定社協） 佐川町社協
・ボランティアNPO通信「手をつなごう」
の発行

・学校現場における福祉教育の継
続的実施
・市町村社協のボランティアセン
ター機能の強化

ボランティアセンター事業
・福祉教育・ボランティア学習実践講座の
開催：参加者58名
・地域連携による福祉教育・ボランティア学
習ステップアップ事業の実施：（指定社協）
南国市社協、馬路村社協
・ボランティアコーディネーション機能強化
モデル事業の実施：（指定社協）佐川町社
協
・市町村ボランティアセンター研究会の実
施：参加者39名
・ボランティアNPO通信「手をつなごう」の発
行：４回　4,000部発行

・福祉教育・ボランティア学習に関わ
る者が、その学習を進めるための知
識や技術を習得することができた。
・社協や学校等関係機関の連携体制
の構築、学校や地域の中での福祉教
育・ボランティア学習の協働実践事例
の創出を支援した。
・地域ぐるみでのボランティアコーディ
ネーションの基盤整理が図られた。
・市町村社協のボランティアセンター
の事業の実態を踏まえ、高知型のボ
ランティアセンター作りに向けてスキ
ルアップの方策を検討することができ
た。
・ボランティア活動等について分かり
やすく紹介、情報を掲載した通信の発
行し、魅力や必要性を発信した。

ボランティアセンター事業
・福祉教育・ボランティア学習実践講座の
開催
・地域連携による福祉教育・ボランティア
学習ステップアップ事業の実施
・ボランティアコーディネーション機能強化
モデル事業の実施
・ボランティアNPO通信「手をつなごう」の
発行

・学校現場における福祉教育の継続
的実施
・市町村社協のボランティアセンター
機能の強化

地域福祉政策課

・地域リーダーステップアップ講座（受講
者：74名） ・住民主体の取組は広がりつつある ・地域リーダーステップアップ講座の継続

Ⅲ
　
環
境

③
女
性
も
男
性
も
地
域
活
動
に
参
画
し
や
す
い
環
境
づ
く
り

１
　
仕
事
と
生
活
の
調
和

(

ﾜｰ

ｸ
･
ﾗ
ｲ
ﾌ
･
ﾊ
ﾞ
ﾗ
ﾝ
ｽ

)

介護予防と生きがいづくりの推
進
・市町村が行う介護予防事業へ
の支援
・高知県社会福祉協議会が行う
健康と生きがいづくりへの支援
・老人クラブが行う社会参加活
動への支援

・地域リーダーのステップアップ講座の
開催
・テレビ番組の制作・放送、介護予防手
帳の活用を通じ、介護予防の普及啓発
を図る。
・ねんりんピックを契機とした生きがいづ
くり活動への支援
・老人クラブ活動への支援

・住民が主体となって、継続的に、
生きがいづくりや介護予防に取り組
める体制の整備

者：74名）
・介護予防広報番組（9保険者の取組を紹
介、平均視聴率13.9％）
・介護予防手帳の活用（人材育成を実施し
ている保険者への配布（25保険者））
・地域老人クラブ、市町村老人クラブ連合
会、県老人クラブ連合会の活動への助成
・介護予防ブロック別研修会の開催（5ブ
ロック・930名参加）
・介護予防リーダーの養成（18名）
・健康づくり・介護予防推進モデル事業の
実施（7市町村）

・住民主体の取組は広がりつつある
が、更に拡大し、定着させる必要があ
る。
・介護予防ブロック別研修会は、前年
度より参加者が335名増加。テーマで
あった「認知症」は会員の関心が高
く、次年度の主要取組とすることと
なった。
・介護予防リーダーが18名養成され
たことにより、リーダーを中心に各市
町村の老人クラブで介護予防に取り
組む体制が整備できた。

・地域リーダーステップアップ講座の継続
開催（圏域ごとの開催等を検討）
・テレビ番組の制作・放送、介護予防手帳
（リニューアル予定）の活用を通じ、介護予
防のさらなる普及啓発を図る。
・地域老人クラブ、市町村老人クラブ連合
会、県老人クラブ連合会の活動への支援
・健康づくり・介護予防の支援
・地域支え合いの推進
・ねんりんピックよさこい高知2013をきっか
けとした活動の活性化(地域文化伝承館）

・住民が主体となって、継続的に、生
きがいづくりや介護予防に取り組め
る体制の整備

高齢者福祉課

地域ケア体制の整備
・地域で要介護者等を支えるケ
ア体制の整備
・住宅のバリアフリーの推進【再
掲】

(地域包括ケアシステムの構築）
・医療・介護・福祉のネットワークづくり
・訪問看護支援事業の継続実施
・より身近な場所でのショートステイ整備
・中山間地域介護サービス確保対策事
業の継続実施
・市町村が実施する住宅等改造補助事
業への助成とアドバイザーの派遣

・これまでの補助事業の成果をもと
に、医療と介護など多職種連携の
仕組みづくりを今後県内全域に広
げる。また、医療、介護、福祉の充
実確保に関する取組をより充実させ
る。

・医療・介護・福祉のネットワークづくり費補
助金の活用（1件）
・訪問看護利用に関する相談対応、研修、
マニュアル作成等の実施（電話相談：130
件、訪問看護ステーションへのコンサル
テーション：20件）
・ショートステイ整備促進事業費補助金の
活用（3事業所（基準該当ショートステイを
18床整備））
・中山間地域介護サービス確保対策事業
の実施（16市町村）
・住宅等改造への助成（73件）
・アドバイザーの派遣（15件）

・H23までの取組を含め、医療と介護
の連携体制づくりは一定進んでいる
が、県内全域には至っていない。
・訪問看護に関する相談件数は年々
増加しており、事業所の新規開設の
サポートの事例も出てくるなど、相談
窓口としての機能が強化されてきて
いる。
・ショートステイベッドの整備率を全国
平均並みに引き上げるため、基準該
当ショートステイの整備を一層進めて
いく必要がある。
・中山間地域介護サービス確保対策
事業は一定のサービス充実と、雇用
の増につながっている。
・住宅等改造への助成については、
引き続き助成を行い、バリアフリー化
の推進を図っていく必要がある。

・医療・介護・福祉のネットワークづくり
・訪問看護支援事業
・より身近な場所でのショートステイ整備
・中山間地域介護サービス確保対策事業
・市町村が実施する住宅等改造補助事業
への助成とアドバイザーの派遣

各圏域の実情や特性に応じた医療と
介護など他職種連携の仕組みづくり
を、今後県内全域に広げる。また、医
療、介護、福祉の充実確保に関する
取組をより充実させる。

高齢者福祉課
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

認知症高齢者対策の推進
・認知症に関する正しい知識の
普及啓発
・介護者への支援と相談体制の
確立

認知症高齢者対策の推進
・認知症に関する正しい知識の普及啓
発
・介護者への支援と相談体制の確立
・地域ごとの家族の交流の場づくりを支
援

・認知症に対する正しい知識及び相
談窓口についての普及啓発が引き
続き必要

・キャラバンメイトの養成
　　H25.3月末：1,446名

・認知症サポーターの養成
　　H25.3月末:21,537名

・コールセンター相談件数：407件

・認知症に関する講演会の開催
　参加者：360名(H24.11.11 実施)

・介護家族のつどい　11回開催
　参加者：191名

・介護家族交流、研修事業の開催
　参加者：36名（H25.2.19実施）

・市町村での認知症サポーターの養
成が拡がっている反面、未実施の市
町村もある。

・コールセンターへの相談件数がH23
年度に引き続き400件超となり、認知
症の相談窓口の普及啓発が図られ
つつある。
（H22:306件、H23：422件）

・認知症に関する正しい知識の普及啓発
（パンフレットの作成）

・介護者への支援と相談体制の確立

・地域家族会の交流の場づくりを支援

・認知症に対する正しい知識及び相
談窓口についての普及啓発が引き
続き必要

高齢者福祉課

交通安全、消費生活等に関す
る情報提供と意識啓発（高齢者
に対して）

・情報紙「くらしネットkochi」の発行
・高齢者及び高齢者周辺者対象の出前
講座の実施
・高齢者交通事故防止キャンペーン（９
～１２月）での高齢者1万人訪問活動、
年金受給日における交通安全啓発

・高齢者本人だけでなく、家族や地
域住民など周辺の方に対し、高齢
者の見守り、呼びかけを進めるよう
な啓発方法

・情報紙「くらしネットkochi」の発行４回
・高齢者世帯訪問　３，１００世帯
・高齢者周辺者対象の出前講座の実施　５
市１町３団体
・高齢者交通安全の日（毎月15日）での街
頭指導活動
・高齢者交通事故防止キャンペーン（９～１
２月）での高齢者1万人訪問活動　１０，３１
７名訪問
・年金受給日における交通安全啓発の実
施　　啓発物７００配布

・今年度も年金支給日に金融機関で
の啓発活動を行い、日頃社会との接
点の少ない高齢者への啓発を一層進
めることができた。

・情報紙「くらしネットkochi」の発行
・高齢者及び高齢者周辺者対象の出前講
座の実施
・高齢者交通事故防止キャンペーン（９～
１２月）での高齢者1万人訪問活動、年金
受給日における交通安全啓発

・高齢者本人だけでなく、家族や地域
住民など周辺の方に対し、高齢者の
見守り、呼びかけを進めるような啓発
方法

県民生活･男女共
同参画課

（駐車場利用証許可制度導入事業費） ・既に車いす用駐車場を登録してい
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地域の相談支援体制の充実強
化
・パーキングパーミット制度の実
施

（駐車場利用証許可制度導入事業費）
○民間事業所等の訪問を継続し、とくに
プラスワン駐車場の拡充を図る

○小中学生向けチラシの配布により、
学校教育と連携した制度の普及啓発を
行う

○広報誌などを活用して、全国26府県
における相互利用も含めた制度の普及
啓発を行う

県民に対する障害者駐車場の適正
利用の徹底に向け、こうちあったか
パーキング制度のより効果的な普
及啓発の方法を、常に検討していく
必要がある。

すでに導入している事業所で、さら
にプラスワンの駐車場を増やす場
合、協力を得にくいことも想定され
る。今後は新規事業所の開拓や、
車椅子とプラスワンの駐車場の理
想的な割合も考えながら制度普及
に取組むなどの必要がある。

・県内の量販店などを中心に事業所訪問
を行い、特にプラスワン駐車場の設置に理
解と協力を求めた。

・高知県立伊野商業高校情報デザイン科
の学生の協力により、マンガを取り入れた
小中学生向け啓発用チラシを作成した。

・四国４県連携事業の一環として、以下の
啓発活動を実施した。
①H24.10.9 第61回高知県身体障害者福祉
大会(いの町大会) にてチラシ400部を配
布。
②H24.12.9 高知市中央公園で開催された
「第16回じんけんふれあいフェスタ」にて、
制度のPR活動を行うために専用ブースを
設置し、パネル展示や駐車場ステッカーの
実物掲示を行うとともに、PR用の風船145
個、クリアファイル177枚、チラシ100部の配
布を行った。

・民間事業所等への訪問をはじめと
する普及啓発活動の成果として
H25.3.31現在での県内利用証交付数
は、H24年度は1374件増の4803件、
協力施設数は35施設増の1052施設、
駐車スペースは49スペース増の1834
スペースとなった。

・小中学生向けチラシを活用した普及
啓発の具体的な方法については、関
係機関との間で調整中。

・イベント時において、1,000人を超え
る人々に対してチラシ等を配布するこ
とにより、幅広い広報を行うことがで
きた。

・プラスワン駐車場について、行政関係施
設においてもスペースの確保が十分でな
い現状があるため、それらの施設に対し
働きかけていく。あわせて民間事業所等
への訪問を順次行い、県内のプラスワン
駐車場の拡充を図る。

（小中学生向けチラシの配布）
・小中学生向けチラシの配布と同時に、出
前授業を行い、バリアフリー教育の一環と
して本事業の普及啓発を行う。

（その他の普及啓発活動）
・障害者と健常者の双方について、まだま
だこの制度の認知度が低い状況にあるた
め、様々な機会をとらえて情報を発信し、
周知を図っていく。

る事業所に、さらにプラスワンの駐車
場の設置を依頼する場合、協力を得
にくいことも想定される。今後はプラ
スワン駐車場がより多く必要とされて
いる経緯を丁寧に説明しながら、制
度普及への理解と協力を求めていく
必要がある。

この制度が県民に正しく認知され、
障害者等用駐車場の適正利用が徹
底されるよう、より効果的に周知、普
及啓発できる方法を常に検討してい
く必要がある。

障害保健福祉課

障害者の就労促進と工賃アップ
・働く場の確保

・農福連携障害者就労支援事業（（新）
技術力向上サポート）
・介護員資格取得研修
・障害者委託訓練事業（（新）在職者訓
練）
・商品開発等アドバイザー事業
・技術力向上支援事業

・障害者の主な就職先である県内
製造業の求人減
・職場定着のための支援（スキル
アップによる職域拡大等）強化
・障害者施設の自主商品の競争力
アップ
・共同受注による下請け作業の高
度化及び工賃アップ

・農業部門（就労継続支援Ｂ型事業所）の
生産力向上支援実施：１０事業所
・商品開発等アドバイザーを１１事業所に
派遣
・障害者の就職者数：４１８人
・障害者委託訓練事業（在職者訓練）修了
者：３人
・就労継続支援Ｂ型事業所の平均工賃（月
額）：17,730円

・求職者のうち就職に結びつく人は月
３５人程度
・障害者施設では、一般企業の製品
と競争できる自主製品が少ない。
・販売先の新規開拓ができない。

・介護職員初任者研修
・（新）障害者就労促進広報資材作成事業
・工賃向上アドバイザー事業
・技術力向上支援事業
・障害者就労施設等からの優先調達の推
進

・法定雇用率引き上げ（2.0％）に伴う
新たな雇用の場の創出
・障害者施設の製品における商品企
画力や大量受注への対応力、品質
管理力の向上
・公的機関からの発注の拡大

障害保健福祉課
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

早期発見・早期療育支援体制
づくり
・発達障害の早期療育体制の
整備

・早期発見・早期療育に取り組む市町村
への支援
・早期発見に関する研修会の開催
・ペアレントメンター養成研修
・発達障害専門医養成研修
・地域の療育機関への支援

・早期発見への取り組みについて、
他の市町村が取り組みやすいよう
な仕組みの再検討が必要

・支援体制整備推進委員会の開催
・自閉症スペクトラムの早期発見・早期療
育の支援体制に取り組む市町村への支
援、及び早期療育親子教室の開催
・市町村支援を担うコメディカルスタッフの
養成研修

・早期発見・早期療育の支援体制に
取り組む市町村数が拡大していな
い。

・早期発見・早期療育に取り組む市町村
への支援
・早期発見に関する研修会の開催
・ペアレントメンター養成研修
・発達障害専門医養成研修
・地域の療育機関への支援
・早期発見・早期療育支援体制の検証と
圏域に応じた支援体制の構築についての
検討

・これまでの事業の結果を検証し、市
町村が取り組みやすい仕組みの検
討が必要

障害保健福祉課

ホームページや情報紙などによ
る情報提供（高知県国際交流協
会）

・情報機関誌(ＷＩＮＤＯＷ)発行事業
国際交流･協力に関する情報誌
「WINDOW」(年2回各2600部発行)を発行
し、県民への情報提供と国際意識の向
上を図る。

・インターネット情報収集・提供事業
ホームページや携帯サイトを充実し、ま
た、インターネットにより内外の国際交
流情報や国際ボランティア活動、民間
国際交流団体の情報を広く県民や在住
外国人に提供する。

トップページを含めた全体のリ
ニューアルについては、予算が必要

○インターネットにおける情報提供の充実
　メルマガ登録者243人

○WINDOW：2,600部発行
メルマガ登録者数が増加。

○情報機関誌(ＷＩＮＤＯＷ)発行事業
国際交流･協力に関する情報誌
「WINDOW」(年2回各2600部発行)を発行
し、県民への情報提供と国際意識の向上
を図る。

○インターネット情報収集・提供事業
ホームページや携帯サイトを充実し、ま
た、インターネットにより内外の国際交流
情報や国際ボランティア活動、民間国際
交流団体の情報を広く県民や在住外国人
に提供する。

情報提供のための機関誌やホーム
ページの存在が広く県民に知られて
いない。

国際交流課

外国人への日本語講座の開催

(日本語講座開催事業)
・初級Ⅰ、Ⅱ、Ⅲクラス
日本語の不自由な県内在住外国人を
対象に、日常生活に適応できるよう基
礎的な日本語講座を開設する。

・漢字読み書きクラス
日本語が初級レベルにある在住外国人 報道機関への投げ込み、ＨＰ以外

・参加し易い昼間の講座を新設

○(日本語講座）
　初級I：11人、初級Ⅱ11人、
　初級Ⅲ8人

全体的に受講者数が増加しており、
特に昼間の日本語講座が増加してい
る。

(日本語講座開催事業)
①初級Ⅰ、Ⅱ、Ⅲクラス
日本語の不自由な県内在住外国人を対
象に、日常生活に適応できるよう基礎的な
日本語講座を開設する。

②漢字読み書きクラス
日本語が初級レベルにある在住外国人の 報道機関への投げ込み、ＨＰ以外の

国際交流課
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外国人への日本語講座の開催
（高知県国際交流協会）

日本語が初級レベルにある在住外国人
の読み書きをレベルアップさせるための
日本語講座を開設する。

・昼間の日本語講座開催事業
家庭や仕事の事情等で、夜の日本語教
室や土曜日の日本語サロンに参加でき
ない在住外国人のために、新たに平日
の昼間に日本語講座を開設する。

報道機関への投げ込み、ＨＰ以外
のＰＲ方法の開拓

　初級Ⅲ8人
○漢字読み書きクラス：10人
○昼間の日本語講座：15人
　
全体的に受講者数が増加。

昨年度に配布した広報チラシによっ
て、認知度を向上させることができ
た。

日本語が初級レベルにある在住外国人の
読み書きをレベルアップさせるための日本
語講座を開設する。

③昼間の日本語講座開催事業
家庭や仕事の事情等で、夜の日本語教室
や土曜日の日本語サロンに参加できない
在住外国人のために、新たに平日の昼間
に日本語講座を開設する。

報道機関への投げ込み、ＨＰ以外の
ＰＲ方法の開拓

国際交流課

日本語ボランティア講師の養成
（高知県国際交流協会）

○日本語ボランティア講師養成講座開
催事業
日本語の不自由な県内在住外国人に
日本語を教えることができるボランティ
アの講師を養成するための講座を開催
する。
・スキルアップコース
・日本語ボランティア研修

・報道機関への投げ込み、ＨＰ以外
のＰＲ方法の開拓
・イベント時における参加者へのＰＲ

○スキルアップコース受講者数　14名
○日本語ボランティア研修受講者数　30名

スキルアップコース受講者数は増加。
日本語ボランティア研修受講者は減
少。

日本語ボランティア研修については、
これまでも継続して実施してきたこと
から、未受講の対象者が減少していく
可能性がある。

○日本語ボランティア講師養成講座開催
事業
日本語の不自由な県内在住外国人に日
本語を教えることができるボランティアの
講師を養成するための講座を開催する。
・初級コース
・日本語ボランティア研修

・報道機関への投げ込み、ＨＰ以外
のＰＲ方法の開拓
・イベント時における参加者へのＰＲ

国際交流課
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

外国人が安心して相談できる体
制の充実（高知県国際交流協
会）

・在住外国人の人権･生活相談事業
県内在住外国人の人権･生活相談の窓
口を開設する。

・他機関（女性相談所、人件啓発セン
ター等）との連携や窓口における相互に
機関の情報を提供

他機関の情報の翻訳
・外国語相談員の設置
相談件数：6件

相談件数は微減。

○在住外国人の人権･生活相談事業
県内在住外国人の人権･生活相談の窓口
を開設する。

○協会の事業を紹介するためのリーフ
レットを作成し、関係機関に配布する。

・当事業の広報強化 国際交流課

生活情報冊子の発行（高知県
国際交流協会）

・在住外国人のための生活情報冊子の
発行・ブログ発信事業
県内在住外国人が快適に暮らせるよう
に、高知の文化、歴史、生活等に関す
る情報を提供するため、生活情報誌(英
語版、日本語ルビ付きを3ヶ月に1回、各
1200部発行)の発行、及びブログ(英語
版)を発信する。
・継続して外国人の視点を取り入れる

国際交流員以外の留学生等の日程
調整

生活情報誌　3か月に１回各1000部発行
ブログ　178回

ブログを定期的に更新することで、コストを
かけず、新たな情報を提供することができ
る。

ブログ等による情報発信で、各事業
への認知度が向上し、参加者数が増
加

・在住外国人のための生活情報冊子の発
行・ブログ発信事業
県内在住外国人が快適に暮らせるよう
に、高知の文化、歴史、生活等に関する
情報を提供するため、生活情報誌(英語
版、日本語ルビ付きを3ヶ月に1回、各1000
部発行)の発行、及びブログ(英語版)を発
信する。
・継続して外国人の視点を取り入れる

・国際交流員以外の留学生等の日
程調整

国際交流課

職業能力開発訓練の充実【再
掲】

職業訓練の実施
・母子家庭の母枠　２０名
・託児サービス付　　５名
(すべての職業訓練を対象として、県に
就職支援員を配置）

・有効求人倍率が伸び悩む中での
就職率の向上

民間教育訓練施設で実施する職業訓練
に、母子家庭の母等枠や託児サービス付
き訓練を設定
・訓練受講者８名
・修了者　１名（３月末報告済ｺｰｽ受講者１
名中）
・就職者　０名(修了者１名中）
・託児サービス利用者２名

・職業訓練受講生全体の就職率に比
べ、母子家庭の母等枠の受講生の就
職率が低く、就職に向けてさらなる支
援が必要。

職業訓練の実施
・母子家庭の母枠　２０名
・託児サービス付　１０名

・有効求人倍率が伸び悩む中での就
職率の向上

雇用労働政策課

・新規学卒者を対象とした企業参加型

○就職に関する相談
　来所者数　17,119名
　個別相談　8,037件
　就職者数　1,120人

・来所者及び相談件数は減少した
が、きめ細かな就職相談やしごと体
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就職支援相談センター（ジョブカ
フェ）事業の充実【再掲】

・新規学卒者を対象とした企業参加型
セミナーの開催
・体験型セミナーの拡充
・幡多サテライトの開所日を3日から4日
に増
・本部及びサテライトに10ヶ月間広報員
を配置

・しごと体験受講者の正規雇用率の
向上
・就職に繋がる体験型セミナーの開
催

　就職者数　1,120人
○学校出前講座　延69校
○セミナーの実施1,529名
　就活特別セミナー　10回
　体験型セミナー　7回
○しごと体験講習
　受講者数　412名
　就職者数　263名
　就職率　64％
　正規雇用率　41％

が、きめ細かな就職相談やしごと体
験講習の活用、また併設ハローワー
クの効果もあり就職者数は増加して
いる
・幡多サテライトにコーディネーターを
1名配置したことにより、しごと体験講
習の受講者や就職者数が大幅に増
加した。

○定時制高校生向けセミナーの実施
○しごと体験講習に非正規枠の設定
○幡多サテライトのキャリアコンサルタント
による相談日の増
3日→4日

・しごと体験受講者の正規雇用率の
向上
・来所者における相談割合の向上

雇用労働政策課

女性のチャレンジ・エンパワーメ
ント支援【再掲】

・「女性リーダー養成講座」の実施
・女性のチャレンジ・エンパワメント支援
事業の実施

・女性のチャレンジ・エンパワメント
に必要な講座の検討
・事業内容の県民への周知

・女性リーダー養成事業として
「ワタシを変える＆創るトレーニング」の実
施
・女性のチャレンジ・エンパワメント支援事
業として
女性のためのパワーアップトレーニング、
エンパワメント支援セミナー、アサーティブ
コミュニケーション講座、就職応援セミナー
（パソコン＆簿記講座）、パソコン（データ集
計基礎）講座の実施
・各事業実施により、男女共同参画の推進
を担う人材の育成を支援した。

・講座受講者からのアンケート調査等
から、講座内容・資料が充実してお
り、受講者の満足度は高かった。
・集客に努めたが、一部受講者が少
ない講座があり、講座内容検討が必
要

・女性リーダー養成事業の実施
・女性のチャレンジ・エンパワメント支援事
業の実施

・女性の置かれている社会的状況を
考えた上で必要な講座の検討
・事業内容の県民への周知

県民生活･男女共
同参画課

る
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

母子家庭就業自立支援

(母子家庭等自立支援事業費）
○母子家庭等就業・自立支援センター
において自立に向けた支援
○母子家庭の母に対し職業訓練等を受
ける際の生活費等の給付

○給付金事業については、安心こ
ども基金の活用がH24年度末までで
あり、その後のニーズへの対応。

(H24年度末）
○母子家庭等就業・自立支援センターにお
いて自立に向けた支援
・相談件数　1,527件
・就職決定者　 66人
・移動相談実施数　19回
○母子家庭の母に対し職業訓練等を受け
る際の生活費等の給付
・給付人数　21人

ニーズに応じた支援を行っている。

次年度では、安心こども基金から補
助事業へ移管された国の制度に基づ
き、ニーズに応じた支援を行う。

(母子家庭等自立支援事業費）
○母子家庭等就業・自立支援センターに
おいて自立に向けた支援
○母子家庭の母及び父子家庭の父に対
し職業訓練等を受ける際の生活費等の給
付

父子家庭への拡大への対応を含め
たニーズへの対応及び制度の周知。 児童家庭課

父子家庭の地域での孤立の背
景にある固定的性別役割分担
意識の解消に向けた広報、啓
発活動

・広報誌作成や講演、研修会の開催等
啓発事業の他、図書等利用ＰＲ事業を
実施

効果的な広報の検討

・男女共同参画啓発事業として「ぐーちょき
ぱーvol.7」の改訂部分にあわせ啓発パネ
ル8枚の作成、県内外へ啓発パネル18件
20セットの貸出
・「ぐーちょきぱーvol.10　南海地震発生!！
そのとき、あなたは・・・」の発行
・出前講座事業として、地域版男女共同参
画講座2か所（安芸市・奈半利町）、サポー
ター講師活用による出前講座15件（参加者
1223名）、ソーレ職員による研修・講演17
回（参加者947名）の実施
・「ソーレ・スコープ」vol.60～63発行による
男女共同参画の啓発、ソーレ事業や暮らし
に関するコーナーの掲載
・「セミナー・ガイド」前期4月、後期10月発
行による事業や講演、研修会の開催等啓
発事業の掲載
・図書等利用ＰＲ事業「私のためのリフレッ
シュタイム」年6回の実施
・ホームページやメールマガジンによる広

・これまで男女共同参画を学ぶ機会
のなかった県民への啓発、女性の視
点での災害への備えの必要性の学
びから、今後の生活や防災活動に生
かすことが可能
・「ソーレ・スコープ」「セミナー・ガイド」
等の配布先を個人から団体・企業中
心に変更することで、より広範囲な啓
発・広報が可能

・広報誌作成や講演、研修会の開催等啓
発事業の他、図書等利用ＰＲ事業、ホー
ムページやメールマガジンによる啓発・広
報
・ホームページの内容を見直すとともに、
更新作業の簡素化に取り組む。

効果的な啓発・広報の検討
県民生活･男女共
同参画課

②
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２
・ホームページやメールマガジンによる広
報
・男女共同参画推進月間講演会（参加112
名）防災になぜ女性の視点が必要かの周
知
・様々な媒体によるより広範囲な啓発・広
報

社会的自立に困難を抱える若
者への支援
・若者サポートステーションによ
る就学や就労に向けた支援

（若者の学びなおしと自立支援事業）
中学校卒業時及び高校中途退学時の
進路未定者並びにニートや社会的にひ
きこもりがちな若者に対して、就学や就
労に向けた支援を行うことで、自立を促
進する。
○広報啓発活動
・高等学校への周知（進路指導、生徒指
導、人権教育主任等）
・地区連絡会の実施による周知及び情
報交換（県内6地域・6～7月実施）
○保護者学習会、交流会等の実施
・「若者キャリア支援セミナー・相談会」
の開催　（8／23・24）
○若者支援に係る関係機関のネット
ワーク構築支援（四万十市）

○「若者はばたけネット」を活用した
中学校卒業時及び高校中退時の進
路未定者のサポートステーションへ
の誘導の強化
・教育長会、学校長会、担当者会等
での事業説明の強化
・市町村訪問及び高校訪問の強化
○地域の状況に応じた連携の強化
とモデル的な取組の推進
○関係機関との連携強化（発見・誘
導、支援の協働、リファー等）
・地区別連絡会
・県連絡会
・関係機関主催の連絡会 等

○相談者数4,651人
○セミナー等参加者数2,471人
○新規登録者数316人
○進路決定者数157人
  ・就職者数117人
  ・就学者数39人
  ・その他1人

○地区連絡会の開催（6地区）
   ・参加者数237人
○県連絡会の開催
   ・参加者数47人

○「若者キャリア支援セミナー・相談会」の
開催
   ・参加者数160人

○若者支援に係る関係機関のネットワーク
構築支援（四万十市）
   ・若者支援地域モデル事業実行委員会
の開催（3回）
  ・四万十市若者等支援地域連絡協議会
の開催（3回）

○県立学校においては「若者はばた
けネット」に係る担当者等を決定した
ことにより中学校卒業時及び高校中
退時の進路未定者の誘導が強化さ
れた。

○市町村等からの誘導には、市町村
関係機関との連係強化が必要。

○若者の身近な場所での支援体制
の構築のモデルとして、四万十市若
者等支援地域連絡協議会を立ち上げ
ることができた。

（若者の学びなおしと自立支援事業）
中学校卒業時及び高校中途退学時の進
路未定者並びにニートや社会的にひきこ
もりがちな若者に対して、就学や就労に向
けた支援を行うことで、自立を促進する。
○広報啓発活動
・高等学校への周知（進路指導、生徒指
導、人権教育主任等）
・地区連絡会の実施による周知及び情報
交換（県内6地域・6～7月実施）
○保護者学習会、交流会等の実施
・「若者キャリア支援セミナー・相談会」の
開催　（8／21・22）
○若者の身近な場所での支援体制の構
築
・四万十市モデルの定着と他の市町村へ
の普及・啓発

○「若者はばたけネット」を活用した
中学校卒業時及の進路未定者のサ
ポートステーションへの誘導の強化
・市町村教育長会、中学校長会、担
当者会等での事業説明の強化
・市町村訪問及び高校訪問の強化
○地域の状況に応じた支援体制の
構築
・市町村関係機関訪問
○関係機関との連携強化（発見・誘
導、支援の協働、リファー等）

生涯学習課
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

民生委員・児童委員活動の充
実

・活動費に対する助成
・民生委員・児童委員(主任児童委員)と
行政との意見交換会の開催
・必要な知識、技術の習得のため研修
を実施
・民生委員サポーター等民生委員･児童
委員を支援する仕組みづくりへの補助

・民生委員･児童委員(主任児童委
員)の負担感の軽減
・民生委員・児童委員活動の住民へ
の周知、理解

・活動費に対する助成
・民生委員・児童委員(主任児童委員)と行
政との意見交換会の開催
・活動ハンドブックを活用するなどした必要
な知識、技術の習得のため研修を実施

・民生委員・児童委員(主任児童委員)
と行政との意見交換会の促進
・活動ハンドブックを活用した研修の
実施により活動への理解を深めるこ
とができた

・活動費に対する助成
・民生委員・児童委員(主任児童委員)と行
政との意見交換会の開催
・必要な知識、技術の習得のため研修を
充実・強化
・3年に１度の一斉改選の実施

・民生委員･児童委員(主任児童委
員)の負担感の軽減
・民生委員・児童委員活動の住民へ
の周知、理解

地域福祉政策課

DV被害者の保護と自立支援
・働く意欲を失わせないよう就労・訓練
につなぐ
・生活サポーターによる支援の継続

・就職先の確保
・自立に向けた継続的な精神面の
サポート
・関係機関と連携した支援が必要

・就労、職業訓練につないだ
・サポーターの支援による生活の安定
　　支援人数58人
・民間機関カウンセリング
　　3人実施

・収入が少なく経済的自立が困難
・精神的回復に長い期間を要する

・経済的自立に向けて、就労・訓練につな
ぐ
・生活サポーターによる生活の安定のた
めの支援の継続

・就職先の確保
・自立に向けた継続的な精神面のサ
ポート
・関係機関と連携した支援が必要

県民生活･男女共
同参画課

子どもの発達段階に応じた性に
関する教育の実施(ピアカウン
セラーの養成から変更）

・専門講師派遣による高等学校等での
講話
・女子高校生への思春期ハンドブックの
配布
・思春期の性に関する出前講話

・専門講師派遣事業の周知
・高等学校との連携

◆高知県性に関する専門講師派遣事業に
ついて県内高等学校、高知工業高等専門
学校に周知した。
○実績
・県立高等学校：２校
・私立高等学校：１校
◆女子高校生向け思春期ハンドブックを県
下女子高校生に配布した。
◆思春期の出前講話実施（講話実施にプ
リンクカードや思春期ハンドブックを配布）
○実績
・小学校１校
・中学校１３校
・高等学校３校

◆スポーツ健康教育課が実施してい
ない、４月～６月、１月～３に県立高
等学校が外部講師による性の講話を
計画した場合、この事業で実施するこ
とがでいるようになった。
◆私立高校は年間を通じて実施でき
るようになったことで、今後申請が増
加すると思われる。
◆思春期ハンドブックは思春期の身
体と心の成長に伴う健康管理の内容
のため、高校生の実生活に活かせる
と考える。

◆高知県性に関する専門講師派遣事業
について県内高等学校、高知工業専門高
等学校に周知していく。
◆思春期ハンドブックの配布を継続してい
く。

・専門講師派遣事業の周知
・高等学校との連携 健康対策課

３
　
生
涯
を
通
じ
た
か

Ⅲ
　
環

①
自
己

子どもの発達段階に応じた性に
関する教育の実施【再掲】

（母体管理支援事業）
・県下高等学校の協力を得て県下女子
高校生ひとり一人に配布する。
・性に関する出前講話実施

高等学校との連携 特になし 特になし 特になし 特になし 健康対策課

子どもの発達段階に応じた性に
関する教育の実施【再掲】

（「性に関する指導」普及推進事業）
効果的指導方法の研究
専門医等の派遣（35回予定）
性に関する指導普及推進指導者研修
会を校種別に分け2日間開催する。（8
月8日、9日両日で参加者100人予定）

児童生徒の発達段階に応じ、各学
校において学習指導要領に沿った
指導が実践されるようにする。

効果的指導方法の研究校、小学校１１校、
中学校５校、高等学校１０校、特別支援学
校３校の計２９校
専門医等の派遣４０回
性に関する指導普及推進指導者研修会参
加者９５名
性に関する指導の実施状況調査を実施
　効果的指導方法の研究校では、性に関
する指導の重要性が再認識された。研修
会では学習指導要領に沿った性に関する
指導の重要性を事例等を交えて研修した。

指導計画作成率（性に関する指導の
実施状況調査）において、平成２３年
度は小学校75.6％（昨年度、77.5％）、
中学校58.8％（昨年度56.0％）、高等
学校46.3％（昨年度43.4％）、特別支
援学校57.1％（昨年度41.7％）であっ
た。全体では66.2％（昨年度66.4％）と
なり昨年度と比べ、ほぼ横ばいであっ
た。
中学校・高等学校・特別支援学校の３
校種で向上していることから「性に関
する指導」の計画的な実施の重要性
が認知されている。

（「性に関する指導」普及推進事業）
効果的指導方法の研究等
性に関する指導普及推進指導者研修会を
開催する。

児童生徒の発達段階に応じ、各学校
において学習指導要領に沿った指導
が実践されるようにする。

スポーツ健康教育
課

か
ら
だ
と
こ
こ
ろ
の
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康
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

思春期相談センター「PRINK」に
おける性に関する相談・啓発の
実施【再掲】

○思春期相談センターの利用者であ
る、中学生、高校生への周知
・思春期相談センター広報用名刺大
カードを希望する市町村中高等学校、
県内高等学校に子どもの人数分を配布
する。

思春期相談センター活動の周知

◆思春期相談センター広報用名刺大カー
ドを県内高等学校及び希望する市町村中
学校に配布した。
◆関係機関等の会議や研修会、性に関す
る出前講話等の機会を利用し、思春期相
談センター活動を周知した。

◆相談件数の増加
・電話相談
　H23年度2,745件→H24年度4,938件
・メール相談
　H23年度168件→H24年度182件

◆思春期相談センター広報用名刺大カー
ドの配布を継続する。

思春期相談センター活動の周知 健康対策課

こうち男女共同参画センター
「ソーレ」における相談の実施
（こころの相談、健康相談、男性
相談等）

相談員を１名増員して相談者に対応
事業内容の県民への周知及び相談
員のスキルアップ

【女性対象】1,480件
・一般相談1,362件
・法律相談（第2・4木曜日）91件
・こころの相談（第１木曜日）20件
・健康相談（第３木曜日）7件
【男性対象】19件
・男性のための悩み相談（第1・3火曜日）

・相談の実施により、女性問題の解決及び
男女共同参画の啓発・推進がはかれた。

・相談件数の増加に対応できるよう
に、相談体制の充実及び相談事業の
周知を図る必要がある。

・相談体制維持と相談員のスキルアップを
はかり相談者に対応

・事業内容の県民への周知及び相談
スキルの蓄積による相談員のスキル
アップ

県民生活･男女共
同参画課

人権（女性）相談業務の実施

（人権啓発研修事業　人権相談事業）
対象：一般県民
内容：生活の様々な場面で発生する人
権問題に対応するため、県民からの相
談を受け付ける

今後もホームページ等で広報し、来
所や電話等による人権相談に関係
機関との連携を図りながら対応して
いく必要がある。

人権相談事業
対象：一般県民
内容：生活の様々な場面で発生する人権
問題に対応するため、県民からの相談を
受け付けた。
相談件数２５件、うち女性　０件

相談者の状況、状態によって専門機
関を紹介するなど、要望に沿った対
応を実施。

（人権啓発研修事業　人権相談事業）
対象：一般県民
内容：生活の様々な場面で発生する人権
問題に対応するため、県民からの相談を
受け付ける

今後もホームページ等で広報し、来
所や電話等による人権相談に関係
機関との連携を図りながら対応して
いく必要がある。

人権課

思春期電話相談の実施【再掲】

・今年度も関係機関の会議等を生かし
思春期相談センター活動の情報提供を
行い、理解を深めてもらえるようにして
いく。

思春期相談センター活動の周知

◆相談事業
○電話相談：4938件
○メール相談：182件度：168件）
○個別面接相談(予約）：7件

◆相談事業件数が前年度より増加。
周知活動をした結果と思われる。

◆今後も思春期相談センターの広報用名
刺大カードの配布および関係機関への周
知活動を継続していく。 思春期相談センター活動の周知 健康対策課
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保健所等における性や身体に
関する相談の実施

（母子保健推進事業）
・不妊専門相談センターの開設
・各福祉保健所で女性の健康（思春期・
妊娠、不妊等）相談を実施
・担当職員の資質向上のための研修会
の実施（不妊相談担当者）

・相談窓口の周知
・相談担当職員の相談対応技術の
向上

○不妊専門相談センター（高知医療セン
ター内）
【相談実績】
　電話相談：70件，面接相談：18件
【広報活動】
　課ホームページ、新聞掲載、さんSUN高
知、リーフレット配布　他
　（あかるいまち毎月掲載）

○一般不妊相談担当者に対する研修会開
催
　H25.2.9　参加者：25名（保健師・助産師
等）

○妊娠に関する相談カード（名刺大）を作
成した。

・保健所等の一般不妊相談では対応
できなかった、個々のニーズに対応し
た具体的で専門性の高い相談に応じ
ており、対象者の不安の軽減、負担
感の緩和につながっていると評価す
る
・不妊専門相談センターの開設によ
り、不妊に悩む方の一般相談と専門
領域の相談に対応できる体制を整え
ることができた。
・妊娠等に関する悩みや相談窓口と
して、思春期相談センター、保健所の
存在について周知が必要。
・保健所等の一般相談担当者の資質
の向上のために研修の継続が必要

（母子保健推進事業）
○不妊に悩む方の相談
・不妊専門相談センター：専門相談の実施
・保健所等：一般相談の実施

○妊娠等に関する悩みや相談
・思春期相談センター（再掲）
・保健所等
・妊娠相談カード（H24年度作成）を県下の
ドラッグストア等に設置し、相談を必要とし
ている者に対して相談窓口の存在を周知
する

・不妊専門相談センターの利用促進
のために、効果的な周知方法を検討
し、実施する。
・相談担当者の相談対応スキルの向
上のための研修会等を検討する
・委託先の体制等の理由により、H25
年度から相談対応可能日を縮小す
るが、電話・面接ともに十分に対応可
能と判断する

健康対策課

周産期医療の充実

（周産期医療体制整備事業等）
・総合周産期母子医療センターへの運
営費補助
・産婦人科医等や新生児担当医に手当
を支給する医療機関等への補助
・周産期医療関係者研修の実施
・新生児集中治療室増床への補助

・周産期医療従事者の確保

・２医療機関が新生児医療担当医確保支
援事業を活用
・１８の分娩取扱施設が産科医等確保支援
事業を活用

・新生児担当医及び産婦人科医の処
遇改善の一助となった。

（周産期医療体制整備事業等）
・総合周産期母子医療センターへの運営
費補助
・産婦人科医等や新生児担当医に手当を
支給する医療機関等への補助
・周産期医療関係者研修の実施
・周産期医療体制整備に必要な機器・施
設整備への補助

・周産期医療従事者の確保 健康対策課

薬物乱用防止に関する普及・啓
発の促進

○「ダメ。ゼッタイ。」普及運動及び「ダ
メ。ゼッタイ。」国連支援募金運動
○中学校、高等学校生徒等に対する啓
発・教育（薬物乱用防止教室）

今以上に啓発活動を行うために効
果的なＰＲ法を検討する必要があ
る。

・６．２６ヤング街頭キャンペーンのほか、
市町村の健康まつりや社会を明るくする運
動等と連携して県民への啓発活動を実施
・福祉保健所を中心に警察等と連携し薬物
乱用防止教室を開催
・各学校で薬物について授業として実施

・機会を捉えた効果的な啓発活動の
拡充が必要

・引き続きキャンペーン等による啓発活動
の実施
・教育委員会等と連携した薬物乱用防止
教室の開催
・コンビニ等を活用した情報の発信
・脱法ドラッグにも重点を置いた啓発活動
・薬物乱用防止教室を大学生まで拡大

・関係機関との連携
・効果的なＰＲ方法の検討

医事薬務課
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

薬物乱用防止に関する普及・啓
発の促進

・薬物乱用を拒絶する機運の醸成
・いわゆる運び屋方式等による薬物密
輸事犯への対処
・サイバー空間からの薬物密売事犯の
根絶
・薬物再乱用防止に向けた取組みの強
化

・脱法ドラッグが流行の兆しを見せ
ているなど、県民に対する薬物乱用
防止広報を更に行う必要があるとこ
ろ、捜査用務が多忙であるため、薬
乱防止教室等の広報啓発活動に十
分な時間が割けない。
・計画を効果的に実行するため、よ
り一層関係機関・団体との連携を強
化する必要がある。

・少年補導職員による薬物乱用防止教室
に加え、薬物乱用の実態を詳細に把握し
ている捜査員による中学・高校・大学・社会
人に対する薬物乱用防止教室を54回実施
した。
・伊野商業高等学校情報デザイン科に働き
かけ、薬物運び屋対策、インターネットによ
る薬物乱用防止のポスター及びちらしを作
成し、薬物乱用防止教室等で活用した。
・ライオンズクラブ薬物乱用防止教育認定
講師養成講座及び薬物乱用防止推進員
研修会における薬物乱用防止講演を実施
した。
・薬物乱用防止のラジオ広報を実施した。
・高知海上保安部、高知税関支署等と帯屋
町アーケードにおける密輸防止パレードを
２回実施した。
・医事薬務課主催の薬物乱用防止ヤング
街頭キャンペーンに参加した。
・パスポート発行窓口への薬物運び屋防止
ポスターを掲示した。
・高知港及び周辺海域において、高知海上
保安部、高知税関支署、水島税関支署と
の薬物密輸事犯合同摘発訓練を実施し
た。
・初犯被疑者等への再乱用防止のための
情報提供を８回実施した。
・それぞれの活動により、県民の薬物乱用
防止の意識を高めることができた。また、
捜査員による薬物乱用防止教室を開催す
ることで、捜査員が取締りだけでなく、薬物

・平成24年の薬物事犯検挙者は60人
で、平成23年より17人減少した。
・検挙者のうち、再犯者が約67パーセ
ントを占めており、いかにして再乱用
を防止するのかが課題である。
・薬物密輸防止広報を積極的に行っ
た結果、運び屋等による薬物密輸事
犯の発生はなかった。
・脱法ドラッグを使用したことによる救
急搬送・保護事案が３件発生した。い
ずれもインターネットを利用し、脱法ド
ラッグを購入したものであったことか
ら、脱法ドラッグの有害性及びイン
ターネットによる薬物購入防止に向け
た広報を実施する必要が認められ
た。

・薬物乱用を拒絶する機運の醸成
・いわゆる運び屋方式等による薬物密輸
事犯への対処
・サイバー空間からの薬物密売事犯の根
絶
・薬物再乱用防止に向けた取組の強化
・脱法ドラッグ対策

・覚醒剤、大麻、麻薬等の規制薬物
に加え、使用・所持しても違法になら
ないとの理由で、県内でも脱法ドラッ
グが流行の兆しを見せていることか
ら、その有害性等について、薬物乱
用防止教室等により広報啓発する必
要があるところ、捜査用務が多忙で
あるため、十分な時間が割けない。
・効果的な広報啓発活動の施策を検
討中である。

組織犯罪対策課
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ることで、捜査員が取締りだけでなく、薬物
乱用防止活動にも関心を持つようになっ
た。

薬物乱用防止に関する普及・啓
発の促進

・薬物乱用防止教育研修会の開催（文
部科学省支出委託事業）
・薬物乱用防止のための広報・啓発
・学校における薬物乱用防止教育の実
施

　引き続き、薬物へのゲートウエイ
であるたばこや、アルコールなども
含めて、児童生徒の薬物乱用の防
止に向け、各種研修会の開催や広
報・啓発などに取り組んでいく。

　薬物へのゲートウエイであるたばこや、ア
ルコールなども含めて、児童生徒の薬物乱
用の防止に向け、各種研修会の開催や広
報・啓発などに取り組んだ。
①薬物乱用防止教育研修会の開催（参加
者：１２１名）
②薬物乱用防止のための広報・啓発
③学校における薬物乱用防止教育の実施

・薬物乱用防止教育研修会では、講
義で８３％、講演で８５％の参加者が
今回の研修会の内容を「活用できる」
と回答しており、それぞれの現場や地
域・家庭で活かせるものになった。
・薬物乱用防止のための広報・啓発
や学校における薬物乱用防止教育の
実施を行うことにより、学校等におけ
る薬物乱用防止のための指導・教育
の充実強化につながった。

①薬物乱用防止教育研修会の開催（文部
科学省支出委託事業）
②薬物乱用防止のための広報・啓発
③学校における薬物乱用防止教育の実
施

　引き続き、薬物へのゲートウエイで
あるたばこや、アルコールなども含め
て、児童生徒の薬物乱用の防止に
向け、各種研修会の開催や広報・啓
発などに取り組んでいく。

スポーツ健康教育
課

薬物乱用防止に関する相談・カ
ウンセリングの充実

○県下福祉保健所及び精神保健福祉
センター、医事薬務課において相談業
務を実施。
○精神保健福祉センターにおいては、
家族等への支援を実施

関係機関との連携、相談業務の周
知を図る。

・県下福祉保健所及び精神保健福祉セン
ター、医事薬務課で２８件の相談対応
・精神保健福祉センターでは毎月1回家族
支援プログラムを開催

・関係機関との連携及び相談窓口の
周知が必要

○関係機関との連携及び相談窓口の周
知
　・保護司や民生員等に対する相談機関
の周知を行う
　・県ホームページでの相談窓口の広報

・関係機関間での情報の共有方法の
検討

医事薬務課

学校におけるHIV（エイズ）、性
感染症に関する教育の推進

・学校でエイズ教育を実施できるよう啓
発素材の活用や出前講座等で学校を
支援する。
・学校関係に呼びかけて大学祭などイ
ベントを活用してエイズ・性教育を実施
する。

・小学校においては、エイズ教育は
選択授業のため、優先順位が低
い。そのため、学校側にも性教育の
重要性の周知が必要である。
・保健所と学校側との十分な連携が
とれていない。

・1保健所が小学6年生を対象に9校の228
人に出前講座を実施。参観日等を活用し、
家庭でも話し合えるよう保護者向けのチラ
シを作成し、配布した。
・学校から保健所の啓発素材の貸出につ
いての問い合わせも数件あった。
・大学祭では、ＨＩＶクイズを行い、300部の
予防啓発パンフレット等を配布した。。

・小学校での出前講座は、保護者を
巻き込むことで家庭での教育また、保
護者への啓発にも繋がり、好評で
あった。
・大学祭では、学生は、自分たちの出
し物があるため、ＨＩＶ啓発のブースに
立ち寄ることがほとんどないため、来
場者への啓発が中心となった。学生
への啓発については、別の機会等を
検討していく必要がある。

・学校でエイズ教育を実施できるよう啓発
素材の活用や出前講座等で学校を支援
する。
・学校で活用できる啓発素材を作成し、学
校関係機関にも周知する。
・学校関係にも呼びかけ、大学祭などイベ
ントを活用してエイズ・性教育を実施する。

・各保健所での啓発素材の活用及び
対応が十分できていない。
・保健所の職員不足により学校側と
の連携がとれていない。

健康対策課
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

学校におけるHIV（エイズ）、性
感染症に関する教育の推進

（「性に関する指導」普及推進事業）
効果的指導方法の研究
専門医等の派遣（35回予定）
性に関する指導普及推進指導者研修
会を校種別に分け2日間開催する。（8
月8日、9日両日で参加者100人予定）

児童生徒の発達段階に応じ、各学
校において学習指導要領に沿った
指導が実践されるようにする。

効果的指導方法の研究校、小学校１１校、
中学校５校、高等学校１０校、特別支援学
校３校の計２９校
専門医等の派遣４０回
性に関する指導普及推進指導者研修会参
加者９５名
性に関する指導の実施状況調査を実施
　効果的指導方法の研究校では、性に関
する指導の重要性が再認識された。研修
会では学習指導要領に沿った性に関する
指導の重要性を事例等を交えて研修した。

指導計画作成率（性に関する指導の
実施状況調査）において、平成２３年
度は小学校75.6％（昨年度、77.5％）、
中学校58.8％（昨年度56.0％）、高等
学校46.3％（昨年度43.4％）、特別支
援学校57.1％（昨年度41.7％）であっ
た。全体では66.2％（昨年度66.4％）と
なり昨年度と比べ、ほぼ横ばいであっ
た。
中学校・高等学校・特別支援学校の３
校種で向上していることから「性に関
する指導」の計画的な実施の重要性
が認知されている。

（「性に関する指導」普及推進事業）
効果的指導方法の研究等
性に関する指導普及推進指導者研修会を
開催する。

児童生徒の発達段階に応じ、各学校
において学習指導要領に沿った指導
が実践されるようにする。

スポーツ健康教育
課

HIV（エイズ）に関する相談、検
査の実施

・電話または面接による相談及び保健
所検査を実施し、啓発を強化する。

・対象者への啓発方法
・対象者のニーズを把握できていな
い。

・平成24年度は63件の相談、70件の検査
を実施。
・エイズ検査普及週間（6月）、世界エイズ
デー（12月）に合わせての相談・夜間検査
等検査体制の強化を実施。
　6月：検査9件、相談14件
　12月：検査3件、相談4件
・世界エイズデーの時期には、各イベントに
参加し、検査・相談についてのチラシを作
成し、啓発を行った。

・平成24年度は、平成23年度に比べ
ると、相談件数が若干増加したが、近
年は、検査・相談件数ともに件数が伸
び悩んでいる。
・6月はＨＰ等で啓発をしたため、若干
検査・相談件数が増加した。
・世界エイズデーの時期に検査・相談
についての啓発のチラシを作成し、啓
発を行ったが検査・相談件数の増加
には繋がらなかった。

電話又は面接による相談・及び保健所検
査を実施し、啓発を強化する。

・対象者への啓発方法
健康対策課
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

自殺対策の推進 障害保健福祉課

1.相談会は参加者が少ない状況が
あるため、広報・周知の工夫に必要
性と、開催時間等参加しやすい状況
を関係機関と検討する。
２．一般県民に親しみやすい内容づ
くりに心がける。
4.傾聴ボランティアについては、養成
はもちろん、その後の活動について
の検討・フォローが必要であり、市町
村や社協との連携が必要である。
5.参加者が少ないため、本当に必要
な方に十分情報が届くよう、周知や
広報の工夫が必要である。
6.補助金を活用していない市町村へ
の働きかけの必要性。
７．育成したサポーターのフォロー
アップ等についての検討が必要。
9.全圏域へ拡充すると共に年齢制限
等の見直しをはかる必要性がある。

・日ごろからの啓発活動の結果、いの
ちの電話への相談件数は年々増加し
ている。
・自殺予防に関わる地域の核となる
民生委員や包括支援センター職員
等、また市町村職員向けに様々な
ゲートキーパー養成講座等を行い、
年々その数も増加している。今後は
養成後の活動の支援についての検討
が必要である。
・自殺対策緊急強化事業補助金の活
用についても、多くの市町村で活用さ
れ、民間団体でも前年度までより多く
の団体で補助金を活用した取り組み
が行われ、より身近な地域、現場レベ
ルでの自殺対策が進んでいると考え
られる。
・うつ病対策事業としてかかりつけ医
等へのうつ病や認知行動療法につい
ての研修会を行い、うつ病や治療へ
の理解を深めている。
かかりつけ医・精神科医ネットワーク
づくり事業「G－Pネットこうち」につい
ては、H24.3月から高知市で本格実施
を開始しており、そこでの実施をふま
え、H25.2月から中央圏域及び高幡圏
域へ実施地域を拡充することができ
た。また、医師相互交流機会を通じ、
一般科医と精神科医の交流が深ま
り、日ごろの連携につながる取組みに
なった。

・相談会の.参加者が少ない状況が
あるので、広報・周知の工夫に必要
性と、開催時間の検討
.・傾聴ボランティアについては、養
成はもちろん、その後の活動につい
ての検討・フォローが必要であり、
市町村や社協との連携が必要
・.参加者が少ないため、周知や広
報の工夫が必要
・.補助金の活用をしていない市町村
への働きかけ
・かかりつけ医心の健康対応力向
上研修：幡多地域での参加者数が
減少しており、開催地区を検討する
こととする
・かかりつけ医・精神科医ネットワー
ク事業：高知市周辺部への拡充へ
向けた取り組み

1.多重債務の相談機関との連携した取り組み
◆多重債務者対策の充実
・心の健康相談実施予定。（高知市・四万十
市・南国市）
・ハローワークと協働した相談会を実施予定
2.基金事業を活用した普及啓発の促進
県民一人ひとりが自殺予防のために行動がで
きることを目指して広報啓発を強力に実施す
る。
◆H25年度は「ストレス」をテーマにCM作成予
定。
◆自殺対策シンポジウムも同テーマのもとに開
催。
3．いのちの電話の24時間化に向けた支援
◆相談員養成研修とフォローアップ研修の実
施。
4.市町村等の行政相談機関担当者や民生委
員等の相談従事者に対する研修の実施
◆自殺対策市町村等担当者会
◆傾聴ボランティア養成講座 2か所開催予定
◆教育関係者等心のケア対応力向上研修
5.自死遺族支援
◆分かち合いの会　平日月1回、休日年4回
◆講演会2回開催予定
6.市町村・民間団体による自殺対策緊急強化
事業
7.高齢者こころのケアサポータ-養成事業：高
知市1回、幡多地域1回実施予定。
8.自殺未遂者支援事業
自殺未遂者支援に関する研修に福祉保健所
等の職員を参加させ、持ち帰って共有すること
で自殺未遂者支援に関わる職員のスキルアッ
プを目指す。
9.うつ病対策事業

１．（多重債務の相談機関と連携した取組み）
相談実績　心の健康相談（高知市、南国市、四
万十市で開催）
２．（自殺対策普及啓発事業）
◆H24年度はアルコール関連問題がテーマの
CMを放送。
◆自殺対策シンポジウム　約225名
自殺対策シンポジウムは例年専門職向けの内
容が多かったが、24年度は一般県民向けの内
容としたので、多くの一般県民の参加があった。
３．（電話相談活動強化支援事業）
◆相談員新規認定　13名
◆いのちの電話相談件数（1月～12月）
　12,538件
４．（自殺対策担当者人材養成事業）
◆自殺対策担当者研修：7/9　42名
◆専門分野勉強会：3/21　27名
◆傾聴ボランティア育成研修：3会場　84名
◆ゲートキーパー研修：2回　30名
◆教育関係者こころのケア対応力向上研修：
12/2　72名
５．（自死遺族支援）
◆分かち合いの会　18名
◆遺族のための講演会　17名
６．（市町村・民間団体による自殺対策緊急強
化事業）
◆市町村　17市町村1広域連合（未活用自治体
数　H23末７市町村→H24末5市町村）
◆民間団体　8団体補助金交付決定し、それぞ
れに自殺予防の取り組み
７．（高齢者こころのケアサポーター養成事業）
研修により45名修了。修了者で同意を得られた
者について名簿を作成し、市町村、包括支援セ
ンター、福祉保健所等へ配付。

１．多重債務の相談機関との連携した取り組
み
○多重債務者対策の充実
・心の健康相談（高知市・四万十市・南国市）
２．基金事業を活用した普及啓発の促進
県民一人ひとりが自殺予防のために行動が
できることを目指して広報啓発を強力に実施
する。
○H24年度はアルコール問題をテーマにCM
作成。
○自殺対策シンポジウムもアルコールに関
するパネルディスカッションを取り入れるなど
する。
３．いのちの電話の24時間化に向けた支援
○相談員養成研修とフォローアップ研修の
実施
４．市町村等の行政相談機関担当者や民生
委員等の相談従事者に対する研修の実施
○自殺対策市町村等担当者会
○傾聴ボランティア養成講座 2か所開催予
定
○教育関係者等心のケア対応力向上研修
５．自死遺族支援
○分かち合いの会　平日月1回、休日年4回
○講演会2回開催予定
６．市町村・民間団体による自殺対策緊急強
化事業
　11市町村交付決定、民間団体ヒアリング中
6月末交付決定予定
７．高齢者こころのケアサポータ-養成事業：
高知市1回、幡多地域1回実施予定。
８．.自殺未遂者支援事業
自殺未遂者支援に関する研修に福祉保健
所等の職員を参加させ、持ち帰って共有す
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なった。 9.うつ病対策事業
◆かかりつけ医心の健康対応力向上研修：例
年通り実施予定だが、参加者の減少がみられ
ているため、実施地区の検討を行う。
◆かかりつけ医・精神科医ネットワーク事業：
実績の検証を行いながら、全圏域への拡大を
目指す。また医師相互交流会を通して当事業
の理解をすすめるとともに一般科医と精神科医
の交流を深める。
10.自殺予防情報センター事業
◆関係機関連絡調整会議2回予定
◆自殺予防情報センター事業継続
自殺予防情報センターを中心としたネットワー
クづくりを継続し、H24年度から開始している福
祉保健所圏域毎のネットワークづくりについて
もｽｰﾊﾟｰﾊﾞｲｽﾞを行う。

ンター、福祉保健所等へ配付。
８．（自殺未遂者支援事業）
各種研修に本課職員や福祉保健所職員等が参
加し、その後共有することで関係職員のスキル
アップにつながった。
９．（うつ病対策事業）.
◆かかりつけ医心の健康対応力向上研修（うつ
病対応力向上研修　1/24・26　44名、思春期精
神疾患対応力向上研修　1/19　30名）
◆認知行動療法研修　61名
◆かかりつけ医・精神科医ネットワークづくり事
業「G-Pネットこうち」H24.3月から高知市での運
用開始（一般科診療所59・精神科医療機関
19）、H25.2月から中央圏域・高幡圏域で運用開
始（一般科診療所40、精神科医療機関7）
医師相互交流会では、一般科医と精神科医と
の交流の場となった。
１０.（自殺予防情報センター事業）
◆関係機関連絡調整会議第一回　21機関、第
二回　23機関
◆自殺予防情報センター活動実績　相談件数
524件（電話448件、来所76件）

所等の職員を参加させ、持ち帰って共有す
ることで自殺未遂者支援に関わる職員のス
キルアップを目指す。
９．うつ病対策事業
○かかりつけ医心の健康対応力向上研修：
例年通り実施予定だが、参加者の減少がみ
られ、特に幡多地域での参加名数が少ない
ため、幡多地区での実施予分について実施
地区の検討を行うこととしている。
○かかりつけ医・精神科医ネットワーク事
業：H24.3月から高知市での本格実施が開
始されている。今後は実績の検証を行いな
がら、高知市周辺部への拡大を目指す。ま
た医師相互交流会を通して当事業の理解を
すすめるとともに一般科医と精神科医の交
流を深める。
１０．自殺予防情報センター事業
○関係機関連絡調整会議2回予定
○自殺予防情報センター事業継続
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H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室
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取
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マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

ひきこもりの相談支援体制の充
実・強化

１　ひきこもり地域支援センターを中心と
した相談機関のネットワークの構築・強
化
(1)関係機関連絡会議の開催
(2)若者サポートステーションとの情報交
換会・学習会の開催
(3)センターにおける相談支援の充実
２　人材育成
(1)市町村の保健師や地域活動支援セ
ンター職員等を対象とした人材養成研
修等を実施。
３　居場所づくり
(1)家族サロンや青年期の集いの開催
(2)圏域ごとの集いの場（居場所・交流
の場）の開設
４　個別支援の充実
(1)家庭訪問等による本人及び家族の
支援や事例検討会の開催
(2)SSTの実施（月2回）
(3)アウトリーチ（訪問）型支援の継続。
５　普及啓発の促進
(1)相談機関リーフレットの作成・配布。
(2)ひきこもり普及啓発地域研修会の開
催。

１　ひきこもりの要因は様々で、かつ
本人や家族が問題を抱え込む傾向
があるため、ひきこもりの人数等そ
の実態が把握できず、十分な支援
につながっていない。

２　ひきこもりを支援する関係機関
が連携できるネットワークが十分で
はない。

３　効果的に事業が実施できるよ
う、圏域間で情報を共有したり、情
報交換ができるような仕組み・ネット
ワークづくりが必要。

４　各種の居場所や活動の周知、広
報に工夫が必要。

５　ひきこもり地域支援センターによ
るアウトリーチ（訪問）型支援にはマ
ンパワーに限界があるため、市町
村、福祉保健所における個別支援
へのスーパーバイズを行うことが必
要。

６　ひきこもりに関する正しい理解や
必要な情報が不足している。

１　ひきこもり地域支援センターを中心とし
た相談機関のネットワークの構築・強化
(1)関係機関連絡会議の開催（2回）
(2)若者サポートステーションとの情報交換
会・学習会の開催（4回）
(3)センターにおける相談支援の充実
２　人材育成
(1)市町村の保健師や地域活動支援セン
ター職員等を対象とした人材養成研修等を
実施　（4回）
３　居場所づくり
(1)家族サロンや青年期の集いの開催
　・家族サロン　毎週火曜日（参加者数の
べ548人）
　・青年期の集い　毎週水曜＋第2・第4金
曜日の月6回開催
(2)圏域ごとの集いの場（居場所・交流の
場）の開設
　・黒潮町（6/21開所）　・いの町（8/20開
所）
４　個別支援の充実
(1)家庭訪問等による本人及び家族の支援
や事例検討会の開催
(2)SSTの実施（月2回）
(3)アウトリーチ（訪問）型支援の継続
(4)各種データのデータベース化実施
５　普及啓発の促進
(1)相談機関リーフレットの作成・配布
　・「ひきこもり相談について」3,000部
(2)ひきこもり普及啓発地域研修会の開催
　１回開催（116人の参加）

１　ネットワークの構築・強化
（１）（２）定期的な開催のほか、日常
的な情報交換ができている。
（３）相談実績推移
　21年度：250件、22年度：484件（電
話189件、来所295件）、23年度：615
件（電話187件、来所428件）、24年度
672件（電話91件、来所581件）と相談
件数は年々伸びており、特に新規来
所相談者が全体の半数を占めるな
ど、徐々に広がりを見せている。
２　人材育成
(1)全市町村の受講には至っていな
い。
３　居場所づくり
（１）
・「家族サロン」参加人数増（H21：の
べ412名、H22：のべ454名、H23：のべ
512名、H24：のべ548名）
・「青年期の集い」開催回数が徐々に
増え、活動活発化。（H21.12～月2回
→H22.9～月4回→H23.4～月6回）
（２）圏域毎の集いの場開設
・徐々に利用者が増えてきている。支
援者同士の交流の動きも出てきた。
４　個別支援の充実
（１）（２）社会参加に向け、SSTが始ま
るなど新しい動きが出てきた。（第1・
第3金曜）
・市町村による温度差はあるが、個別
支援に向けた体制が整いつつある。

１　ひきこもり地域支援センターを中心とし
た相談機関のネットワークの構築・強化
(1)関係機関連絡会議の開催
(2)若者サポートステーションとの情報交換
会・学習会の開催
(3)センターにおける相談支援の充実
２　人材育成
(1)市町村の保健師や地域活動支援セン
ター職員等を対象とした人材養成研修等
を実施
３　居場所づくり
(1)家族サロンや青年期の集いの開催
(2)圏域ごとの集いの場（居場所・交流の
場）の開設
４　個別支援の充実
(1)家庭訪問等による本人及び家族の支
援や事例検討会の開催
(2)SSTの実施（月2回）
(3)アウトリーチ（訪問）型支援の継続
(4)データベース化したデータの活用方法
について検討
５　普及啓発の促進
(1)相談機関リーフレットの作成・配布
(2)ひきこもり普及啓発地域研修会の開催

１,ひきこもりの要因は様々で、かつ
本人や家族が問題を抱え込む傾向
があるため、ひきこもりの人数等その
実態が把握できず、十分な支援につ
ながっていない。

２,ひきこもりを支援する関係機関が
連携できるネットワークが十分ではな
い。

３,効果的に事業が実施できるよう、
圏域間で情報を共有したり、情報交
換ができるような仕組み・ネットワー
クづくりが必要。

４,各種の居場所や活動の周知、広
報に工夫が必要。

５,ひきこもり地域支援センターによる
アウトリーチ（訪問）型支援にはマン
パワーに限界があるため、市町村、
福祉保健所における個別支援への
スーパーバイズを行うことが必要

６,ひきこもりに関する正しい理解や
必要な情報が不足している。

障害保健福祉課
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　１回開催（116人の参加） 支援に向けた体制が整いつつある。
（２）アウトリーチ体制の整備

性差に応じた健康支援（がん検
診）

・40～50歳代の住民に検診案内の個別
通知等を実施する市町村への補助
・優良事業所認定制度を創設し、事業
主から従業員への受診勧奨を促進させ
る

・事業主の理解

（結果）
・27市町村が補助事業を活用
・受診率80%以上を達成した優良事業所と
して79社を認定
（成果）
・40～50歳代の受診率が、補助事業実施
前のH21年度とH23年度を比較すると3～
7.2ポイント上昇

・がん検診を周知することで受診率向
上に一定の効果は出る。
・更なる受診率向上には、より一層の
利便性向上対策が必要。

・個別勧奨、事業主を通じた勧奨等は継
続。
・住所地以外の市町村での検診機会の提
供。
・大腸がん検診の郵送回収システムの実
証。

・事業主の理解 健康対策課

生涯にわたるスポーツ活動の
推進

○地域の実態やクラブの実情に即した
支援

・職員による巡回指導

・それぞれの地域の実態やクラブの
実情に応じた情報提供や支援がで
きているかを検討

○職員による巡回指導
・設立済みクラブの総会、理事会、実績報
告書等の作成指導を34回実施。
・創設支援クラブの設立準備委員会等に8
回訪問。
○専門指導者の派遣事業
・総合型クラブや市町村教委、体育協会に
16回の専門指導者を派遣している。
○24市町村32クラブが設立（市町村育成
率70.6％）
・総合型クラブは地域のコミュニティの核と
しての役割を果たしており、住民の健康づ
くりやスポーツ参加機会の向上に繋がっ
た。

・総合型クラブの自主・自立に向けた
支援を行い、NPO法人化（28.1％）や
指定管理者（21.8％）制度を利用した
取組みが行われ、全国と比較しても
高い水準で推移している。
・人口規模や高齢化等の影響から総
合型クラブ設立の条件が整わない地
域がある。
・財政基盤等の弱いクラブに対して、
専門指導者等の派遣により、事業内
容の改善等を図っている。

○専門指導者の派遣事業
・昨年度よりも回数を増やし、総合型クラ
ブ設立に至らない地域のスポーツ活性化
等の取組みを行う。また、スポーツ振興く
じ(toto）を活用していないクラブへの派遣
も併せて行う。
○職員の巡回指導
・設立後、間もないクラブやスポーツ振興く
じ(toto）の助成が終わるクラブに対して、
積極的に巡回し、今後のクラブ運営等に
対して指導助言を行う。

・それぞれの地域の実態や総合型ク
ラブの現状に応じた支援を行うため、
現状分析を含めた把握等が必要で
ある。
・総合型クラブにおいても、人的・財
政的・施設等様々な問題を抱えてい
るクラブがあり、適切な指導・助言が
行えるように職員の知識・技能の向
上が必要である。

スポーツ健康教育
課
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

DVや買売春の根絶啓発
配偶者等に対する暴力に関す
る相談・カウンセリング対策の
充実

・各種研修を受講させ相談のスキルアッ
プを図り、市町村の相談担当の後方支
援を行う
・退所後も電話や訪問を通じニーズに
対応
・支援団体と連携したカードチラシの配
布

・相談員のさらなるスキルアップ
・ノウハウの蓄積による相談レベル
の平準化

・各種研修を受講させ相談のスキルアップ
を図った
・退所後も電話や訪問を通じ生活の安定化
を図った
・支援団体と連携したカードポケットティ
シュの配布
　　　カード　　　　　　　10000枚作成
　　　ポケットティシュ　10000個作成

・相談者の信頼を得ている
・DVへの理解が広がっている

・各種研修を受講させ相談のスキルアップ
を図る
・電話や訪問を通じ退所者の生活の安定
を図る
・支援団体と連携した広報啓発

・相談員のスキルレベルに合った研
修の確保
・専門研修への参加による相談業務
への反映

県民生活･男女共
同参画課

DVや買売春の根絶啓発
配偶者等に対する暴力に関す
る相談・カウンセリング対策の
充実

・マスコミ等を利用した広報による啓発
・対応能力を高めるため、警察職員に
対する各種教養の実施
・相談しやすい環境を作るため「女性に
対する暴力対策員」制度の継続

・各警察職員の相談・カウンセリン
グ技術はいまだ十分といえず、更に
引き続き研修を行い、能力を高める
必要がある。

・ラジオ放送に出演してＤＶ被害の根絶啓
発を訴えた。
・警察学校教養、各署巡回教養、本部研修
会等あらゆる機会を利用し、教養を実施
し、警察職員の能力を全体的に引き上げ
相談・カウンセリング対策を充実させた。
・性犯罪捜査専科、性犯罪捜査員研修会
で女性警察官に対する教養を実施し、女
性警察官の対応技術を向上させるととも
に、女性警察官が対応する女性被害相談
電話を24時間対応とし、女性の相談体制を
充実させた。

・ＤＶ相談受理件数は平成22年で82
件、平成23年で112件、平成24年で
155件と増加しており、相談対応が充
実した要因も含まれると判断する。

・マスコミ等を利用した広報による啓発
・対応能力を高めるため、警察職員に対
する各種教養の実施
・相談しやすい環境を作るため25年度から
立ち上げた女性警察職員が24時間対応
する女性被害相談電話の体制を充実させ
る。

・各警察署員の相談、カウンセリング
技術はいまだ十分といえず、更に引
き続き研修を行い、能力を高める必
要がある。

生活安全企画課

DVや売春の根絶啓発
配偶者等に対する暴力に関す
る相談・カウンセリング対策の
充実（H24.6修正）

・犯罪被害者に対する幅広い相談窓口
として、引き続き積極的な広報を実施

・より効果的な広報媒体を検討・確
保することが必要

・県警ホームページ「こうちのまもり」やRKC
ラジオ「県からのお知らせ」において、相談
窓口の広報を実施した。

・「犯罪被害者ホットライン」への相談
件数は１０件であったが、DVに関する
相談はなかった。
・DVに対する相談は、主に警察署の
相談係へ直接寄せられている。

・犯罪被害者に対するカウンセリング体制
を充実させる。

・相談窓口等の広報を積極的に行
い、被害者のニーズに応じた適切な
対応を行う。

県民支援相談課

【女性対象】1,480件
・一般相談1,362件
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こうち男女共同参画センター
「ソーレ」における相談の実施
（こころの相談、健康相談、男性
相談等）【再掲】

相談員を１名増員して相談者に対応
事業内容の県民への周知及び相談
員のスキルアップ

・一般相談1,362件
・法律相談（第2・4木曜日）91件
・こころの相談（第１木曜日）20件
・健康相談（第３木曜日）7件
【男性対象】19件
・男性のための悩み相談（第1・3火曜日）

・相談の実施により、女性問題の解決及び
男女共同参画の啓発・推進がはかれた。

・相談件数の増加に対応できるよう
に、相談体制の充実及び相談事業の
周知を図る必要がある。

・相談体制維持と相談員のスキルアップを
はかり相談者に対応

・事業内容の県民への周知及び相談
スキルの蓄積による相談員のスキル
アップ

県民生活･男女共
同参画課

人権（女性）相談業務の実施
【再掲】

（人権啓発研修事業　人権相談事業）
対象：一般県民
内容：生活の様々な場面で発生する人
権問題に対応するため、県民からの相
談を受け付ける

今後もホームページ等で広報し、来
所や電話等による人権相談に関係
機関との連携を図りながら対応して
いく必要がある。

人権相談事業
対象：一般県民
内容：生活の様々な場面で発生する人権
問題に対応するため、県民からの相談を
受け付けた。
相談件数２５件、うち女性　０件

相談者の状況、状態によって専門機
関を紹介するなど、要望に沿った対
応を実施。

（人権啓発研修事業　人権相談事業）
対象：一般県民
内容：生活の様々な場面で発生する人権
問題に対応するため、県民からの相談を
受け付ける

今後もホームページ等で広報し、来
所や電話等による人権相談に関係
機関との連携を図りながら対応して
いく必要がある。

人権課

DV被害者の保護と自立支援
・働く意欲を失わせないよう就労・訓練
につなぐ
・生活サポーターによる支援の継続

・就職先の確保
・自立に向けた継続的な精神面の
サポート
・関係機関と連携した支援が必要

・就労、職業訓練につないだ
・サポーターの支援による生活の安定
　　支援人数58人
・民間機関カウンセリング
　　3人実施

・収入が少なく経済的自立が困難
・精神的回復に長い期間を要する

・経済的自立に向けて、就労・訓練につな
ぐ
・生活サポーターによる生活の安定のた
めの支援の継続

・就職先の確保
・自立に向けた継続的な精神面のサ
ポート
・関係機関と連携した支援が必要

県民生活･男女共
同参画課

配偶者からの暴力の防止及び
被害者の保護のための基本計
画の推進

・休日、夜間の電話相談や面接による
相談を実施
・スーパーバイズの実施

・相談窓口としての周知
・相談員のさらなるスキルアップ

・休日、夜間の電話相談や面接による相談
を実施
・スーパーバイズの実施
　　　年5回

相談の実施により、女性問題の解決
及びＤＶ問題の解決が図られている。

・休日、夜間の電話相談や面接による相
談を実施
・スーパーバイズの実施

・相談窓口としての周知
・相談員のさらなるスキルアップ

県民生活･男女共
同参画課
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

配偶者暴力相談支援センター
（女性相談支援センター）の機
能の充実

・休日、夜間の電話相談や面接による
相談を実施
・スーパーバイズの実施

・相談窓口としての周知
・相談員のさらなるスキルアップ

・休日、夜間の電話相談や面接による相談
を実施
・スーパーバイズの実施
　　　年5回

相談の実施により、女性問題の解決
及びＤＶ問題の解決が図られている。

・休日、夜間の電話相談や面接による相
談を実施
・スーパーバイズの実施

・相談窓口としての周知
・相談員のさらなるスキルアップ

県民生活･男女共
同参画課

女性に対する暴力防止ネット
ワークの構築、連携の強化

・市町村職員に対する研修会の実施
・ＤＶ対策連携支援ネットワーク会議を
実施
・地域での研修会の実施や、ＤＶ対策連
携支援ネットワークを通じて連携を強化

・市町村の役割が大きくなっている
が、市町村にその意識はあまりない
・担当者の異動等もあり参加機関の
平準化がかなり困難である
・市町村でレベル差がある

・市町村職員に対する研修会の実施
　　10市町村
・ＤＶ対策連携支援ネットワーク会議を実施

・市町村内での関係部署間で連携が
取れるようになった
・市町村間での支援レベルに差があ
る

・市町村内での支援担当職員に対する研
修会の実施
・ＤＶ対策連携支援ネットワーク会議を実
施
・地域における各種団体の研修会への講
師派遣を通じて連携を強化

・市町村の役割が大きくなっている
が、市町村内での連携がうまくできて
いない
所もある

県民生活･男女共
同参画課

相談関係者に対する研修・啓発

・自立支援施設等の運営等をNPO法人
に委託
・国際ソロプチミスト等による相談カード
や啓発チラシの作製、配布

・県東部、県外の一時保護委託先
の確保

・自立支援施設等の運営等をNPO法人に
委託
・支援団体と連携したカードポケットティ
シュの配布
　　　カード　　　　　　　10000枚作成
　　　ポケットティシュ　10000個作成

・被害者が安心して生活ができる環
境を確保するとともに、自立に向けた
支援ができている
・関係機関からつながった相談が増
加し、被害者の早期発見につながっ
た

・自立支援施設等の運営等をNPO法人に
委託
・支援団体と連携した相談カードや啓発チ
ラシ等の作製、配布

・県東部、県外の一時保護委託先の
確保

県民生活･男女共
同参画課

デートDVに関する啓発及び情
報提供

（こうち男女共同参画センター管理運営
費）
・DV防止講座事業の開催 ・事業内容の県民への周知

【デートDV防止の広報、啓発】
・県内大学生を対象に平成22年度実施し
た男女共同参画とデートDVに関する意識
調査結果を取りまとめ、平成21年度調査の
県民意識調査と対比させ、ホームページで
公表。
・ロールプレイで使用できるように事例など
も取り入れ、デートDV研修資料としてホー
ムページで公表。
・平成21年度調査の県民意識調査と対比
させることで、若い世代の特徴を把握

【デートDV防止の広報、啓発】
・普段の身近な会話の中にあるデート
DVに気付く
【DV防止講座事業の開催】
DV被害の具体事例をもとに理解を深

【デートDV防止の広報、啓発】
デートDV研修資料として、手軽に取り入れ
られるようホームページで公開し、普及を
はかる
【DV防止講座事業の開催】

関係者への周知、効果的な広報
県民生活･男女共
同参画課

①
女
性
に
対
す
る
あ
ら

４
　
女
性
に
対
す
る
あ
ら

Ⅲ
　
環
境
を

・デートDV防止の広報、啓発
させることで、若い世代の特徴を把握
・ホームページで公表することにより、身近
な研修資料として広く普及
【DV防止講座事業の開催】
・DV防止啓発講演会「DVの心理学～なぜ
起きるのか、どうなるか、どう予防するか
～」　の実施、写真展の開催
・DVやデートDVの広報・啓発

DV被害の具体事例をもとに理解を深
めることができた。

DV防止啓発講演会や講座の開催

DV被害者を支援するNPOの育
成・協働の推進

・自立支援施設等の運営等をNPO法人
に委託
・国際ソロプチミスト等による相談カード
や啓発チラシの作製、配布

・県東部、県外の一時保護委託先
の確保

・自立支援施設等の運営等をNPO法人に
委託
・支援団体と連携したカードポケットティ
シュの配布
　　　カード　　　　　　　10000枚作成
　　　ポケットティシュ　10000個作成

・被害者が安心して生活ができる環
境を確保するとともに、自立に向けた
支援ができている
・関係機関からつながった相談が増
加し、被害者の早期発見につながっ
た

・自立支援施設等の運営等をNPO法人に
委託
・支援団体と連携した相談カードや啓発チ
ラシ等の作製、配布

・県東部、県外の一時保護委託先の
確保

県民生活･男女共
同参画課

被害者の心情等に配慮した捜
査活動の推進

・捜査員の対応能力、カウンセリング技
術を高めるため、研修教養の場で専門
教養を行う。

・専門教養の場、教養の内容、講師
の選定等について効果的な方法を
検討する必要がある。

・5月28日性犯罪捜査専科を実施した。
・5月31日性犯罪捜査研修会を実施した。

・ＤＶ関係事件の検挙件数は増加傾
向である。これは教養効果の表れと
考えられるが、誤った取扱をすること
がないよう、なお一層教養を徹底する
必要がある。

・捜査員の対応能力、カウンセリング技術
を高めるため、継続して専門教養を行う。

・専門教養の場、教養の内容、講師
の選定等について効果的な方法を
検討する必要がある。

生活安全企画課

被害者の心情等に配慮した捜
査活動の推進

・職員に対する各種公費負担制度の周
知のため、引き続き巡回教養、入校者
に対する教養を実施

・被害者等のニーズに添った公費負
担制度を検討する必要

・警察署員に対する巡回教養、警察学校で
の専科教養を実施した。
・性犯罪被害者への公費負担13件、DV・ス
トーカー事案の被害者等に対する緊急避
難場所公費負担を15件実施した。

・積極的な公費負担の実施により、被
害者等の経済的、精神的負担の軽減
ができた。

・職員に対し、各種公費負担制度を周知さ
せ、対象事案においては各種制度を漏れ
なく運用する。

・職員に対し、効果的な教養を実施
する。

県民支援相談課

ら
ゆ
る
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ら
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に
表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じ
るプラスの変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

担当課室

課
　
　
題

取
組

テ
ー

マ
取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組
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